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心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び 

観察等に関する法律第 83 条第 2項の規定による診療方針及び 

医療による療養に要する費用の額の算定方法等の一部を改正 

する件等について 

 

 

平成24年3月30日付で｢心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察

等に関する法律第83条第2項の規定による診療方針及び医療による療養に要する費用の額

の算定方法の一部を改正する件｣(厚生労働省告示 第242号)等が公布され､同年4月1日か

ら適用されました｡ 

本件は健康保険法に基づく診療報酬が改定されたことに関連して｢医療観察診療報酬｣の

一部が改定されたものでありますが、その概要は下記のとおりであります｡ 

また、平成 24 年 4 月 18 日付で当該費用の請求に関する「医療観察診療報酬明細書等の

記載要領」も改正されましたので、あわせてお知らせ申し上げます。 

なお､本制度は公費医療として実施されており、対象者は裁判所が決定した者(心神喪失

等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律第42条第1項第1号

若しくは第 2号等の決定を受けた者)であります｡ 

また、この制度における医療は厚生労働大臣が指定する指定医療機関が提供し､入院は国

立病院､都道府県立病院､独立行政法人の病院である指定医療機関(私的病院は含まれない)

が担当し､通院は私的病院を含む指定通院医療機関が担当するものであります｡ 

 

 

記 

 

 

〔改定の概要〕 

○ 長期入院対象者の地域移行を進めるため、入院から１年を超えても社会復帰期の入

院ステージへ移行していない場合の入院料を逓減し、期間内に社会復帰期に移行した



場合は評価する。 

 

○ 入院から通院に円滑に移行を進めるため、通院対象者を受け入れる指定通院医療機

関が行う事前調整を更に評価する。 

 

○ 保護観察所や関係機関等との連携を強化し、適切な医療等を提供する観点から、指

定通院医療機関から保護観察所や関係機関等への通院対象者の医療の情報提供等を更

に評価する。 

 

○ 医療観察精神科訪問看護等、平成24年度の健康保険法に基づく診療報酬改定に合わ

せた改正を行う。 

 

以上 
 

 

 

 

（添付資料） 

１．官報（平成 24 年 3 月 30 日 号外第 74 号抜粋） 

 

２．「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律第 83

条第 2 項の規定による診療方針及び医療による療養に要する費用の額の算定方法等の

一部を改正する件」等について 

（平 24.3.30 障医発 0330 第 1 号 厚生労働省社会・援護局 

 障害保健福祉部精神・障害保健課 医療観察法医療体制整備推進室長） 

 

「２．」の別添として、以下の文書を含む。 
 
①心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律

第83条第 2項の規定による診療方針及び医療による療養に要する費用の額の算

定方法の施行に伴う実施上の留意事項について 

（平 24.3.30 障精発 0330 第 5 号 厚生労働省社会・援護局 

              障害保健福祉部精神・障害保健課長） 

 

②「基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準及びその届出に関する手

続の取扱いについて」の一部改正について 

（平 24.3.30 障精発 0330 第 7 号 厚生労働省社会・援護局 

              障害保健福祉部精神・障害保健課長） 

 

 

３．医療観察診療報酬明細書等の記載要領について 

（平 24.4.18 障医発 0418 第 3 号 厚生労働省社会・援護局 

 障害保健福祉部精神・障害保健課 医療観察法医療体制整備推進室長） 
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等
診
療
計
画
加
算
と
し
て
、
所
定
点
数
に
40点
を
加
算
す
る
。

　
霞
網
e
搬
N
塒
頻
颪
e＝
e
ヤ
脚
邦
e
絶
い
息
渚
£
岬
。

　
　
　
イ
　
医
療
観
察
精
神
科
訪
問
看
誕
・
指
螂
料
（
1）

　
　
　
　
｛
1
）
週
3
日
目
ま
で
30
分
以
上
の
場
合
5
7
5点

　
　
　
　
（
2
｝
週
3
日
目
ま
で
30
分
未
満
の
場
合
4
4
0点

　
　
　
　
（
3
）
週
4
日
1・
1
以
降
　
30
分
以
上
の
場
合
　
67
5
点

　
　
　
　
（
4
）
週
4
日
l　
l
以
降
　
30
分
未
満
の
場
合
　
52
5
点

　
養
網
e搬
N斜
照
颪
e＝
eロ
e詩
思
慧
e
蝿
・
い
建
暴
戻
ゆ
。

　
　
　
ハ
　
医
療
観
察
精
神
科
訪
問
看
護
・
指
導
料
㎝
1

（
1
）
週
3日
目
ま
で
　
30分
以
上
の
場
合
　
445
点

（
2
）
週
3日
目
ま
で
　
30分
未
満
の
場
合
　
340
点

｛
3
）
週
4日
目
以
降
　
30分
以
上
の
場
合
　
545
点

（
4
｝
週
4日
目
以
降
　
30分
未
満
の
場
合
　
415
点

　
蚕
榔
e駅
oq叫
頻
颪
e＝
e想
一
音
「
通
院
対
象
者
又
は
」
脚
「
通
院
対
象
者
（
当
該
通
院
対
象
者
と
同
一
の
建
物

に
居
住
す
る
他
の
通
院
対
象
者
に
対
し
て
指
定
通
院
医
療
機
関
が
同
一
日
に
医
療
観
察
精
神
科
訪
問
看
護
・
指
導
を
行

う
場
合
の
当
該
通
院
対
象
者
（
以
下
「
同
一
建
物
居
住
者
」
と
い
う
。
）
を
除
く
。
）
又
は
そ
の
」
埋
潜
£
ゆ
。

　
農
櫃
e
蘇
N贈
顛
蕨
e＝
e
想
N
岳
r並
び
に
同
法
附
則
第
48
条
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
り
運
営
を
す

る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
さ
れ
た
糀
神
降
轡
者
社
会
復
帰
施
設
」
麹
竈
O
’
r
訪
間
さ
せ
て
、
」
eト
思
r同
時
に
」
寒
具

一
kゆ
。

　
霞
網
e
畑
N僻
頻
颪
e
＝
e想
o
o任
「
合
計
は
、
」
e
ド
一
息
「
注
7た
だ
し
書
及
び
注
8の
場
合
を
除
き
、
」
如
轟
，
虻

匝
：
＝
e想
oo細
1回
＝
e．
想
望
勾
価
ゆ
。

　
i…
i
磁
e
蘇
N
伽
欄
哉
e＝
e
想
ト
脚
匝
＝
e
想
出
劃
一
y
置
自
e想
。
如
置
自
e想
＝
割
ρ
’
匝
＝
e想
の
想
気
e

翼
翼
⊃
鞠
如
呂
，
k’
1
回
想
掴
匝
：
＝
e想
ト
勾
赫
ゆ
。

　
　
　
　
　
　
た
だ
し
、
注
1及
び
注
3に
規
定
す
る
場
合
で
あ
っ
て
、
当
該
通
院
対
象
者
が
服
薬
中
断
等
に
よ
り
急

　
　
　
　
　
性
増
悪
し
、
医
師
が
必
要
と
認
め
指
示
し
た
場
合
に
は
、
当
該
急
性
増
悪
し
た
日
か
ら
7日
以
内
の
期
間

　
　
　
　
　
に
つ
い
て
、
1日
に
つ
き
1回
に
限
り
算
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
霞
網
e憾
N叫
頻
碇
e＝
e想
卜
e螺
思
慧
e蝿
’
い
建
具
，
民
ゆ
。

　
　
　
注
8　
注
7た
だ
し
書
の
通
院
対
象
者
に
つ
い
て
、
さ
ら
に
継
続
し
た
医
療
観
察
精
神
科
訪
問
看
護
・
指
導
が

　
　
　
　
　
必
要
と
医
師
が
判
断
し
た
場
合
に
は
、
急
性
増
悪
し
た
日
か
ら
1
月
以
内
の
医
師
が
指
示
し
た
連
続
し
た

　
　
　
　
　
7
日
間
‘
（
注
7た
だ
し
書
に
規
定
す
る
期
間
を
除
く
。
）
に
つ
い
て
は
、
1
日
に
つ
き
1回
に
限
り
算
定
す

　
　
　
　
　
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
　
　
注
9　
注
1及
び
注
3に
規
定
す
る
場
合
で
あ
っ
て
、
夜
間
（
午
後
6時
か
ら
午
後
10時
ま
で
の
時
間
を
い
う
。

　
　
　
　
　
以
下
同
じ
。
）
又
は
l
l隻
朝
（
午
前
6時
か
ら
午
前
8時
ま
で
の
時
間
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
医
療
観
察
精

　
　
　
　
　
神
科
訪
問
看
護
・
指
導
を
行
っ
た
場
合
は
、
医
療
観
察
夜
間
・
早
朝
訪
問
看
護
加
算
と
し
て
所
定
点
数
に

　
　
　
　
　
2
10
点
を
加
算
し
、
深
夜
（
午
後
10
時
か
ら
午
前
6
時
ま
で
の
時
間
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
医
療
観
察

　
　
　
　
　
精
神
科
訪
問
看
護
・
指
導
を
行
っ
た
場
合
は
、
医
療
観
察
深
夜
訪
問
看
護
加
算
と
し
て
所
定
点
数
に
420

　
　
　
　
　
点
を
加
算
す
る
。

　
　
注
10注
1及
び
注
3に
規
定
す
る
場
合
で
あ
っ
て
、
通
院
対
象
者
又
は
そ
の
家
族
等
の
求
め
を
受
け
た
指
定

　
　
　
　
通
院
医
療
機
関
（
診
療
所
又
は
在
宅
療
養
支
援
病
院
に
限
る
。
）
の
医
師
の
指
示
に
よ
り
、
指
定
通
院
医
療

　
　
　
　
機
関
（
令
第
1条
各
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
）
の
保
健
師
等
が
緊
急
に
医
療
観
察
精
神
科
訪
問
看
護
・

　
　
　
　
指
導
を
実
施
し
た
場
合
に
は
、
医
療
観
察
精
神
科
緊
急
訪
問
看
護
加
算
と
し
て
、
1日
に
つ
き
所
定
点
数

　
　
　
　
に
265点
を
加
算
す
る
。

震
榔
e憾
N叫
頻
辰
e＝
e
想
寸
胸
回
＝
e廻
し
O刃
＿
y回
想
e餐
19慧
e蝿
心
19暴
，
kゆ
。

　
　
注
6　
注
1及
び
注
3
に
規
定
す
る
場
合
で
あ
っ
て
、
急
性
増
悪
等
に
よ
り
長
時
間
の
訪
問
を
要
す
る
者
に
対

　
　
　
　
し
、
指
定
通
院
医
療
機
関
（
令
第
1条
各
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
）
の
保
健
師
等
が
、
長
時
間
に
わ
た

　
　
　
　
る
医
療
観
察
訪
問
看
護
・
指
導
を
実
施
し
た
場
合
に
は
、
医
療
観
察
長
時
間
精
神
科
訪
問
看
護
・
指
導
加

　
　
　
　
算
と
し
て
週
1回
に
限
り
、
所
定
点
数
に
520点
を
加
算
す
る
。

品
榔
e蘇
N掴
損
哉
e自
e
想
。
つ
掴
姦
。
’
匝
自
e想
Ne慧
2尽
e輸
r・
想
忌
辰
ゆ
。

　
　
注
3　
医
療
観
察
精
神
科
訪
問
看
護
・
指
導
料
四
に
つ
い
て
は
、
通
院
対
象
者
（
同
一
建
物
居
住
者
に
限
り
、

　
　
　
　
注
2に
規
定
す
る
通
院
対
象
者
を
除
く
。
）
又
は
そ
の
家
族
等
に
対
し
て
、
指
定
通
院
医
療
機
関
（
令
第
1

　
　
　
　
条
各
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
）
の
保
健
師
等
を
訪
問
さ
せ
て
、
瘤
護
又
は
療
養
上
必
要
な
指
導
を
行
わ

　
　
　
　
せ
た
場
合
に
算
定
す
る
。

　
　
注
4　
注
1及
び
注
3に
規
定
す
る
場
合
（
い
ず
れ
も
30分
未
満
の
場
合
を
除
く
。
）
で
あ
っ
て
、
複
数
の
保
健

　
　
　
　
師
等
、
准
看
護
師
又
は
看
護
補
助
者
を
訪
問
さ
せ
て
、
看
護
又
は
療
養
上
必
要
な
指
導
を
行
わ
せ
た
場
合

　
　
　
　
は
、
次
に
掲
げ
る
区
分
に
従
い
、
い
ず
れ
か
を
所
定
点
数
に
加
算
す
る
。
た
だ
し
、
ハ
の
場
合
に
あ
っ
て

　
　
　
　
は
週
1回
を
限
度
と
す
る
。

　
　
　
イ
　
所
定
点
数
を
算
定
す
る
医
療
観
察
精
神
科
訪
問
看
護
・
指
導
を
行
う
保
健
師
等
が
他
の
保
健
師
等
と
同

　
　
　
　
時
に
医
療
観
察
精
神
科
訪
問
看
護
・
指
導
を
行
う
場
合
　
450点

　
　
　
ロ
　
所
定
点
数
を
算
定
す
る
医
療
観
察
精
神
科
紡
岡
看
護
・
指
導
を
行
う
保
健
師
等
が
准
看
護
師
と
同
時
に

　
　
　
　
医
療
観
察
精
神
科
訪
問
看
護
・
指
導
を
行
う
場
合
　
380点

　
　
　
ハ
　
所
定
点
数
を
算
定
す
る
医
療
観
察
精
神
科
訪
問
看
護
・
指
導
を
行
う
保
健
師
等
が
看
護
補
助
者
と
同
時

　
　
　
　
に
医
僚
観
察
精
神
科
訪
問
看
護
・
指
導
を
行
う
場
合
　
300点

粛
榔
（
∋
搬
N憎
類
症
e雪
融
匝
顛
辰
eコ
刃
」
’
匝
蝦
腰
e黛
和
姦
。
’
匝
癩
置
eコ
e馬
足
憲
e舶
・
o遅
鼻
kゆ
0

　
12　
医
療
観
察
精
神
科
訪
問
看
護
指
示
料
　
300点

　
　
注
1　
通
院
対
象
者
に
対
す
る
診
療
を
担
う
指
定
通
院
医
療
機
関
の
医
師
が
、
診
療
に
基
づ
き
訪
問
看
護
事
業

　
　
　
　
型
指
定
通
院
底
療
機
関
か
ら
の
訪
問
看
護
の
必
要
を
認
め
、
通
院
対
象
者
又
は
そ
の
家
族
等
の
同
意
を
得

　
　
　
　
て
訪
問
看
護
事
業
型
指
定
通
院
医
療
機
関
に
対
し
て
、
医
療
観
察
精
神
科
訪
問
看
護
指
示
書
を
交
付
し
た

　
　
　
　
場
合
に
、
通
院
対
象
者
1人
に
つ
き
月
1回
に
限
り
算
定
す
る
。

　
　
注
2　
当
該
通
院
対
象
者
が
服
薬
中
断
等
に
よ
り
急
性
増
悪
し
た
場
合
で
あ
っ
て
、
当
該
通
院
対
象
者
に
対
す

　
　
　
　
る
診
療
を
担
う
指
定
通
院
医
療
機
関
の
医
師
が
、
一
時
的
に
頻
回
の
指
定
訪
問
着
穫
を
行
う
必
要
を
詔
め
、

　
　
　
　
通
院
対
象
者
又
は
そ
の
家
族
等
の
同
意
を
得
て
訪
問
看
護
事
業
型
指
定
通
院
医
療
機
関
に
対
し
て
、
そ
の

　
　
　
　
旨
を
記
載
し
た
医
療
観
察
精
神
科
訪
問
看
護
指
示
書
を
交
付
し
た
場
合
は
、
医
療
観
察
精
神
科
特
別
訪
問

　
　
　
　
看
護
指
示
加
算
と
し
て
、
通
院
対
象
者
1人
に
つ
き
月
1回
に
限
り
、
所
定
点
数
に
100点
を
加
算
す
る
。

　
13　
医
療
観
察
抗
精
神
病
特
定
薬
剤
治
療
指
導
管
理
料

　
　
イ
　
医
療
観
察
持
続
性
抗
精
神
病
注
射
薬
剤
治
療
指
導
管
理
料
　
250点

　
　
ロ
・
医
療
観
察
治
療
抵
抗
性
統
合
失
調
症
治
療
指
導
管
理
料
　
500点

　
　
注
1

注
2

　
イ
に
つ
い
て
は
、
持
続
性
抗
精
神
病
注
射
薬
剤
を
投
与
し
て
い
る
統
合
失
調
症
の
通
院
対
象
者
に
対
し

て
、
計
画
的
な
医
学
管
理
を
継
続
し
て
行
い
、
か
つ
、
療
養
上
必
要
な
指
導
を
行
っ
た
場
合
に
、
月
1回

に
限
り
、
当
該
薬
剤
を
投
与
し
た
と
き
に
算
定
す
る
。

　
ロ
に
つ
い
て
は
、
別
に
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
施
設
基
準
に
適
合
し
て
い
る
も
の
と
し
て
地
方
厚
生

局
長
に
届
け
出
た
指
定
通
院
医
療
機
関
に
お
い
て
、
治
療
抵
抗
性
統
合
失
調
症
治
療
薬
を
投
与
し
て
い
る

治
療
抵
抗
性
統
合
失
調
症
の
通
院
対
象
者
に
対
し
て
、
計
画
的
な
医
学
管
理
を
継
続
し
て
行
い
、
か
つ
、

当
該
薬
剤
の
効
果
及
び
副
作
用
等
に
つ
い
て
通
院
対
象
者
に
説
明
し
、
療
養
上
必
要
な
指
導
を
行
っ
た
場

合
に
、
月
1回
に
限
り
、
当
該
薬
剤
を
投
与
し
た
と
き
に
算
定
す
る
。



（ゆ寸卜駅“転ゆ）騨畑田製媚田Oの皿OQ世寸N遷腎

　
長
櫃
e塒
。
つ
冊
頻
碇
i壬
「
2又
は
3」
如
「
2及
び
3」
遅
溶
食
ゆ
。

　
蚕
嘱
e搬
。
つ
贈
頻
碇
e－
eヤ
細
螺
e蝿
ゆ
遅
溶
碧
ゆ
。

　
　
　
イ
　
医
療
観
察
訪
問
看
穫
基
本
料
（
1
）

　
　
　
　
（
11週
3日
目
ま
で
　
30分
以
上
の
場
合
　
555点

　
　
　
　
（
2
）
週
3日
目
ま
で
3
0
分
未
満
の
場
合
4
25
点

　
　
　
　
（
3
）
週
4日
目
以
降
3
0
分
以
上
の
場
合
6
55
点

　
　
　
　
（
4
》
週
4日
目
以
降
　
30分
未
満
の
場
合
　
510
点

　
ii
…
i
粥
e
醸
。
つ
幡
頻
哉
e
－
e
ロ
e
憲
1」
餐
e
枯
’
い
遅
暴
・
ド
ゆ
。

　
　
　
ハ
　
医
療
観
察
訪
問
看
護
基
本
料
面

　
　
　
　
（
1
）
週
3日
目
ま
で
3
0
分
以
上
の
場
合
4
30
点

　
　
　
　
（
2
）
週
3日
目
ま
で
　
30分
未
満
の
場
合
　
330
点

　
　
　
　
（
3
）
週
4日
目
以
降
3
0
分
以
上
の
場
合
5
30
点

　
　
　
　
（
4）
週
4日
H以
降
　
30分
未
満
の
場
合
　
406点

　
蓑
榔
e
臓
の
糾
頻
辰
e
－
e
趙
一
任
「
通
院
対
象
者
又
は
」
姻
「
通
院
対
象
者
（
同
一
建
物
居
住
者
を
除
く
。
）
又
は

そ
の
」
足
軽
碧
’
「
主
治
医
」
Qト
思
「
（
以
下
「
主
治
医
」
と
い
う
。
）
」
押
暴
戻
ゆ
。

　
長
櫃
e
臓
の
冊
頻
霞
e
一
e
想
N
甚
「
並
び
に
同
法
附
則
第
4
8
条
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
り
運
営
を
す

る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
さ
れ
た
精
神
障
害
者
社
会
復
帰
施
設
」
惑
め
「
当
該
通
院
対
象
者
に
係
る
通
院
対
象
者
通
院

医
学
管
理
を
行
っ
て
い
る
指
定
通
院
医
療
機
関
の
」
寒
姦
O’
「
訪
問
し
て
」
e
ド
息
「
同
時
に
」
如
轟
・
k＠
。

　
夷
懸
e駅
oo贈
頻
蚕
e－
Q想
ト
甚
「
合
計
が
、
」
eド
足
「
注
5の
場
合
を
除
き
、
」
細
巽
，
ぺ
回
想
御
匣
一
e想
望

司
b
ゆ
。

　
霞
網
e嵐
の
餌
頻
寂
e－
e想
。
麹
匝
一
e想
望
割
⇒
’
厘
一
e廻
し
。
任
「
つ
い
て
は
、
」
eト
建
「
注
5の
場
合
を

除
き
、
」
如
呂
’
ぜ
回
想
寒
匝
一
e想
ト
勾
b
｝
Q
。

　
震
粥
e憾
の
叫
彌
孟
le－
e想
卜
e慧
足
螺
e蝿
・
い
製
暴
戻
ゆ
。

　
　
　
注
8
　
別
に
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
地
域
に
所
在
す
る
訪
問
看
護
事
業
型
指
定
通
院
医
療
機
関
の
看
護
師
等

　
　
　
　
　
が
、
最
も
合
理
的
な
経
路
及
び
方
法
に
よ
る
当
該
訪
問
看
護
事
業
型
指
定
通
院
医
療
機
関
の
所
在
地
か
ら

　
　
　
　
　
患
家
ま
で
の
移
動
に
か
か
る
時
間
が
1時
間
以
上
で
あ
る
者
に
対
し
て
医
療
観
察
訪
問
看
護
を
行
っ
た
場

　
　
　
　
　
合
に
は
、
医
療
観
察
特
別
地
域
訪
問
看
護
加
算
と
し
て
、
所
定
点
数
の
1
0
0分
の
50に
相
当
す
る
点
数
を

　
　
　
　
　
加
算
す
る
。

　
　
　
注
9　
注
1及
び
注
3に
規
定
す
る
場
合
で
あ
っ
て
、
通
院
対
象
者
又
は
そ
の
家
族
等
の
求
め
に
応
じ
て
、
そ

　
　
　
　
　
の
主
治
医
（
診
療
所
又
は
在
宅
療
養
支
援
病
院
の
医
師
に
限
る
。
）
の
指
示
に
基
づ
き
、
訪
問
看
護
事
業
型

　
　
　
　
　
指
定
通
院
1袈
療
機
関
の
石
穫
師
等
が
緊
急
に
医
僚
観
察
訪
問
看
護
を
実
施
し
た
場
合
に
は
、
医
療
観
察
精

　
　
　
　
　
神
科
緊
急
訪
問
看
護
加
算
と
し
て
、
1日
に
つ
き
所
定
点
数
に
2
65点
を
加
算
す
る
。

　
　
　
注
1
0　
注
1及
び
注
3
に
規
定
す
る
場
合
で
あ
っ
て
、
医
療
観
察
精
神
科
特
別
訪
問
看
護
指
示
書
に
基
づ
き
、

　
　
　
　
　
訪
問
看
護
事
業
型
指
定
通
院
医
療
機
関
の
看
護
師
等
が
、
長
時
間
に
わ
た
る
医
療
観
察
訪
問
看
護
を
行
っ

　
　
　
　
　
た
場
合
に
は
、
医
療
観
察
長
時
間
訪
問
看
護
加
算
と
し
て
、
週
1日
を
限
度
と
し
て
、
所
定
点
数
に
520

　
　
　
　
　
点
を
加
算
す
る
。

　
　
　
注
11　
注
1及
び
注
3に
規
定
す
る
場
合
で
あ
っ
て
、
夜
間
又
は
早
朝
に
医
療
観
察
訪
問
着
穫
を
行
っ
た
場
合

　
　
　
　
　
は
、
医
療
観
察
夜
間
・
早
朝
訪
問
看
護
加
算
と
し
て
所
定
点
数
に
2
1
0点
を
加
算
し
、
深
夜
に
医
療
観
察

　
　
　
　
　
訪
問
看
繊
を
行
っ
た
場
合
は
、
恢
療
観
察
深
夜
訪
問
看
、
漫
加
算
と
し
て
所
定
点
数
に
420点
を
加
算
す
る
。

　
蚕
榔
e
駅
。
つ
叫
咽
症
e－
e想
寸
脚
匝
一
e
想
。
刃
＿
y匝
一
e想
。
つ
任
「
注
1
」
eド
一
足
「
及
び
注
3」
型
’
「
規

定
す
る
場
合
」
eト
埋
「
（
い
ず
れ
も
30分
未
満
の
場
合
を
除
く
。
）
」
細
筆
…
’
kノ
「
又
は
准
看
講
師
」
廻
「
、
准
看
講
師
、

看
護
補
助
者
又
は
精
神
保
健
福
祉
士
」
思
督
奮
ノ
匝
想
起
慧
e
翼
翼
一
⊃
範
麹
暴
・
kKう
。

　
　
　
　
　
　
た
だ
し
、
ハ
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
週
1回
を
限
度
と
し
て
加
算
す
る
。

　
霞
網
（
∋
駅
の
惜
顔
颪
e－
e想
。
り
e口
任
「
他
の
」
廻
姦
O’
匝
：
口
e気
遅
気
e妬
ゆ
建
具
卜
，
ぐ
誇
匝
：
想
如
匝
一
e想

寸
刃
bゆ
。

　
　
　
ハ
　
看
護
師
等
が
看
護
補
助
者
又
は
精
神
保
健
福
祉
士
と
同
時
に
医
療
観
察
訪
問
看
護
を
行
っ
た
場
合

　
　
　
　
300点

　
誌
柑
ζ
e蘇
の
畑
・
頻
振
e－
e想
寸
e意
想
暴
e櫓
い
9暴
，
kゆ
。

　
　
注
5　
注
1及
び
注
3に
つ
い
て
は
、
主
治
医
か
ら
医
療
観
察
精
神
科
特
別
訪
問
看
護
指
示
書
の
交
付
を
受
け
、
’

　
　
　
　
当
該
底
療
観
察
精
神
科
特
別
訪
問
看
護
指
示
書
及
び
法
第
104条
の
処
遇
に
関
す
る
実
施
計
画
に
基
づ
き
、

　
　
　
　
訪
問
看
護
事
業
型
指
定
通
院
医
療
機
関
の
看
護
師
等
が
医
療
観
察
訪
問
看
護
を
行
っ
た
場
合
に
は
、
1月

　
　
　
　
に
1回
に
限
り
、
当
該
指
示
が
あ
っ
た
日
か
ら
起
算
し
て
14日
を
限
度
と
し
て
算
定
す
る
。

　
品
榔
e憾
。
つ
糾
貝
殻
e
－
e想
Ne意
想
罧
e蝿
♪
い
足
骨
kゆ
。

　
　
　
注
3　
医
療
観
察
訪
問
看
誕
基
本
料
（
皿
）
に
つ
い
て
は
、
通
院
対
象
者
（
同
一
建
物
居
住
者
に
限
り
、
注
2に
規

　
　
　
　
定
す
る
通
院
対
象
者
を
除
く
。
）
又
は
そ
の
家
族
等
に
対
し
て
、
法
第
104条
の
処
遇
に
関
す
る
実
施
計
画

　
　
　
　
や
主
治
医
の
指
示
に
基
づ
き
訪
問
看
護
事
業
型
指
定
通
院
医
療
機
関
の
看
護
師
等
が
、
訪
問
し
て
看
護
又

　
　
　
　
は
療
養
上
必
要
な
指
導
を
行
っ
た
場
合
に
算
定
す
る
。

　
戻
照
e搬
の
憐
貝
哉
eNe想
N脚
螺
∈
｝
↓
6ゆ
遅
潜
碧
ゆ
。

　
　
注
2　
別
に
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
し
て
い
る
も
の
と
し
て
地
方
厚
生
局
長
に
届
け
出
た
訪
問

　
　
　
　
看
護
事
業
型
指
定
通
院
医
療
機
関
が
、
通
院
対
象
者
又
は
そ
の
家
族
等
に
対
し
て
当
該
基
準
に
規
定
す
る

　
　
　
　
2塒
問
の
対
応
体
制
又
は
連
絡
体
制
に
あ
る
場
合
（
医
療
観
察
，
訪
問
着
，
護
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
の
同
意

　
　
　
　
を
得
た
場
合
に
限
る
。
）
に
は
、
当
該
基
準
に
係
る
区
分
に
従
い
、
月
1回
を
限
度
と
し
て
、
次
に
掲
げ
る

　
　
　
　
点
数
の
い
ず
れ
か
を
所
定
点
数
に
加
算
す
る
。
た
だ
し
、
当
該
月
に
お
い
て
、
当
該
通
院
対
象
者
に
つ
い

　
　
　
　
て
他
の
訪
問
看
護
事
業
型
指
定
通
院
医
療
機
関
が
次
に
掲
げ
る
加
算
を
算
定
し
て
い
る
場
合
は
、
算
定
し

　
　
　
　
な
い
。

　
　
　
イ
　
医
療
観
察
24時
間
対
応
体
制
加
算
　
540点

　
　
　
　
ロ
　
医
療
観
察
24時
間
連
絡
体
制
加
算
　
250点



（号外第74号）報官金曜日平成24年3月30日
O
厚
生
労
働
省
告
示
第
二
百
八
十
九
号

　
心
神
喪
失
等
の
状
態
で
重
大
な
他
害
行
為
を
行
っ
た
者
の
医
療
及
ぴ
観
察
等
に
関
す
る
法
律
第
八
十
三
条
第
二
項
の

規
定
に
よ
る
医
療
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
方
法
（
平
成
十
七
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
三
百
六
十
五
号
）
に
基
づ
き
、

基
本
診
療
料
及
び
医
療
観
察
精
神
科
専
門
療
法
の
施
設
基
準
等
（
平
成
十
七
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
三
百
六
士
ハ
号
）

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
し
、
平
成
二
十
四
年
四
月
一
日
か
ら
適
用
す
る
。

　
　
平
成
二
十
四
年
三
月
三
十
日
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
厚
生
労
働
大
臣
小
宮
山
洋
子

　
第
二
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
二
　
基
本
診
療
料
及
び
医
療
観
察
精
神
科
専
門
療
法
の
施
設
基
準
等
の
通
則

　
一
　
地
方
厚
生
局
長
に
対
し
て
当
該
届
出
を
行
う
前
六
月
間
に
お
い
て
、
法
第
八
十
五
条
第
一
項
、
健
康
保
険
法
（
大

　
　
正
十
一
年
法
律
第
七
十
号
）
第
七
十
八
条
第
一
項
又
は
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
五
十
七
年

　
　
法
律
第
八
十
号
）
第
七
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
く
検
査
等
の
結
果
、
診
療
内
容
又
は
診
療
報
酬
の
請
求
に

　
　
関
し
、
不
正
又
は
不
当
な
行
為
が
認
め
ら
れ
た
こ
と
が
な
い
こ
と
。

　
二
　
地
方
厚
生
局
長
に
対
じ
て
当
該
届
出
を
行
う
前
六
月
間
に
お
い
て
、
健
康
保
険
法
第
九
十
四
条
第
一
項
又
は
高

　
　
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
第
八
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
く
検
査
等
の
結
果
、
健
康
保
険
法
第
八

　
　
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
訪
問
看
護
及
び
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
第
七
十
八
条
第
一
項
に

　
　
規
定
す
る
指
定
訪
問
看
護
の
内
容
又
は
訪
問
看
護
療
養
費
の
請
求
に
関
し
、
不
正
又
は
不
当
な
行
為
が
認
め
ら
れ

　
　
た
こ
と
が
な
い
こ
と
。

　
第
三
の
一
の
③
中
「
第
十
九
条
第
一
項
第
三
号
」
を
「
第
十
九
条
第
一
項
第
一
号
」
に
改
め
、
第
三
に
次
の
よ
う
に

加
え
る
。

　
七
　
医
療
観
察
認
知
療
法
・
認
知
行
動
療
法
の
施
設
基
準

　
　
　
当
該
指
定
通
院
医
療
機
関
に
お
け
る
認
知
療
法
・
認
知
行
動
療
法
に
関
す
る
講
習
を
受
け
た
医
師
の
有
無
を
地
．

　
　
方
厚
生
局
長
に
届
け
出
て
い
る
こ
と
。

　
八
　
医
療
観
察
治
療
抵
抗
性
統
合
失
調
症
治
療
指
導
管
理
料
の
施
設
基
準

　
　
ω
　
当
該
指
定
通
院
医
療
機
関
に
、
統
合
失
調
症
の
診
断
及
び
治
療
に
関
す
る
十
分
な
経
験
を
有
す
る
常
勤
の
医

　
　
　
師
及
び
常
勤
の
薬
剤
師
が
配
置
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

　
　
③
　
薬
剤
に
よ
る
副
作
用
が
発
現
し
た
場
合
に
適
切
に
対
応
す
る
た
め
の
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

　
九
　
医
療
観
察
訪
問
看
護
療
養
費
に
係
る
訪
問
看
護
事
業
型
指
定
通
院
医
療
機
関
の
基
準
等

　
　
ω
　
医
療
観
察
二
十
四
時
間
対
応
体
制
加
算
の
基
準

　
　
　
　
通
院
対
象
者
又
は
そ
の
家
族
等
か
ら
電
話
等
に
よ
り
看
護
に
関
す
る
意
見
を
求
め
ら
れ
た
場
合
に
、
常
時
対

　
　
　
応
で
き
る
体
制
に
あ
る
場
合
で
あ
っ
て
、
計
画
的
に
訪
問
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
な
い
緊
急
時
訪
問
を
必
要
に

　
　
　
応
じ
て
行
う
こ
と
が
で
き
る
体
制
に
あ
る
こ
と
。

　
　
③
　
医
療
観
察
二
十
四
時
間
連
絡
体
制
加
算
の
基
準

　
　
　
　
通
院
対
象
者
又
は
そ
の
家
族
等
か
ら
電
話
等
に
よ
り
看
護
に
関
す
る
意
見
を
求
め
ら
れ
た
場
合
に
、
常
時
対

　
　
　
応
で
き
る
体
制
に
あ
る
こ
と
。

　
　
③
　
医
療
観
察
特
別
地
域
訪
問
看
護
加
算
に
係
る
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
地
域
、

　
　
　
イ
　
離
島
振
興
法
（
昭
和
二
十
八
年
法
律
第
七
十
二
号
）
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
離
島
振
興
対
策
実
施

　
　
　
　
地
域
と
し
て
指
定
さ
れ
た
離
島
の
地
域

　
　
　
ロ
　
奄
美
群
島
振
興
開
発
特
別
措
置
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
八
十
九
号
）
第
一
条
に
規
定
す
る
奄
美
群

　
　
　
　
島
の
地
域

　
　
　
ハ
　
山
村
振
興
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
六
十
四
号
）
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
振
興
山
村
と
し
て
指
定

　
　
　
　
さ
れ
た
山
村
の
地
域

　
　
　
二
　
小
笠
原
諸
島
振
興
開
発
特
別
措
置
法
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
ヒ
十
九
号
）
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る

　
　
　
　
小
笠
原
諸
島
の
地
域

　
　
　
ホ
　
沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
十
四
号
）
第
三
条
第
三
号
に
規
定
す
る
離
島

　
　
　
へ
　
過
疎
地
域
自
立
促
進
特
別
措
置
法
（
平
成
十
二
年
法
律
第
十
五
号
）
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
過
疎
地

　
　
　
　
域
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（添付資料2）

障医発0330第1号

平成24年3月30日

社団法人日本医師会会長殿

厚生労働省社会・援護局

．障害保健福祉部精神・障害保健課絶望藻籔螢1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ll』鷺欝讐

「心神喪失等の状態で重大な他書行為を行った者の医療及び観察等に関する法律第8

3条第2項の規定による診療方針及び医療による療養に要する費用の額の算定方法等

の一部を改正する件」等について（参考送付）

　本日、「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法

律第83条第2項の規定による診療方針及び医療による療養に要する費用の額の算定

方法の一部を改正する件」（平成24年厚生労働省告示第242号）等が公布され、平

成24年4月1日より適用されることとなりました。

　当該改正の内容及び留意事項等は別添のとおりですので、御了知の上、本法制度へ

の御協力を賜りますとともに、関係者に対する本制度の周知方につき御配慮願います。



O心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法

　律第八十三条第二項の規定による医療に要する費用の額の算定方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成十七年八月二日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（厚生労働省告示第三百六十五号）

　心神喪朱等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する
　法律（平成十五年法律第百十号）第八十三条第二項の規定に基づき、心神喪失
　等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律第八十

　三条第二項の規定による医療に要する費用の額の算定方法を次のように定め
　る。

　心神喪失等の状態で重大な他書行為を行った者の医療及び観察等に関する法

　律第八十三条第二項の規定による医療に要する費用の額の算定方法

一　心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する

　法律（平成十五年法律第百十号。以下「法」という占）第二条第四項に規定す
　る指定医療機関に係る医療に要する費用の額は、別表医療観察診療報酬点数

表により算定するものとする。

二‘指定医療機関に係る医療に要する費用の額は、一点の単価を十円とし、別

　表医療観察診療報酬点数表に定める点数を乗じて算定するものとする。

三　前二号の規定により指定医療機関が国に請求すべき医療に要する費用の額

　を算定した場合において、その額に一円未満の端数があるときは、その端数

金額は切り捨てて計算するものとする。

　改正文　（平成一八年三月三一日厚生労働省告示第二五五号）　抄

　平成十八年四月」日から適用する。

改正文　（平成一八年九月二九日厚生労・働省告示第軍七三号）　抄

　平成十八年十月一日から適用する。

　改正文　（平成二〇年三月三一日厚生労働省告示第一八六号）　抄

　平成二十年四月一日から適用する。
　改正文　（平成二」年三月三一日厚生労働省告示第二四六号）　抄

　平成二十．一年四月一日から適用する。

　改正文　（平成ニニ年三月三一日厚生労働省告示第一三八号）　抄

　平成二，十二年四月一日から適用する。

　改正文　（平成二四年三月三〇日厚生労働省告示第二四二号）　抄

　平成二十四年四月一日から適用する。

別表

　（平17厚労告487・、F18厚労告255・．軍18厚労告573・平20厚労告186・平

　20厚労告421・平21厚労告246・平22厚労告138・平24厚労告・一部改正）

　医療観察診療報酬点数表

第1章基本診療料
　通則

1　法第81条第2項第5号による入院及び看護の費用は、第1節の各区分の所
　定点数により算定する。この場合において、特に規定する場合を除き1通常

　必要とされる療養環境の提供、看護及び医学的管理に要する費用は、第1節
　の各区分の所定点数に含まれるものとする。

2　第1節に規定する期間の計算は、特に規定する場合を除き、法第42条第1，
　項第1号又は第61条第1項第1、号による決定の日（以下「入院決定日』とい

　う。）から起算して計算する。

第1節　入院料
　入院対象者入院医学管理料（1日につき）

イ　急性期入院対象者入院医学管理料　6，680点

口　回復期入院対象者入院医学管理料　4，920点

ハ　社会復帰期入院対象者入院医学管理料　5，820点

注1　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、地方厚生局

　長に届け出た指定入院医療機関において、各区分の入院中の対象者（別に厚生

　労働大臣が定める基準に適合している対象者に限る。）に対して入院対象書入

　院医学管理が行われた場合に、当該基準に係る区分に従い、それぞれ所定点

　数を算定する。　　　　　　　　　　　．　　　　　　」　’
注2　注1に規定する別に厚生労働大臣が定める基準を満たすことができない

　病棟については、当分g間、その旨を地方厚生局長に届け出た場貧に眠り、
　当該病棟に入院している対象者について．、当該基準に係る区分に従い入院対

　象者入院医学管理料を算定できる。ただし、1日につきそれぞれの所定点数か

1ら88点を減算する。
注3　急性期入院対象者入院医学管理料について、入院決定臼から起算して91

　日以上1年以内の期間にあっては、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満
　たさない場合は、1日につき所定点数から1。170点を減算し、入院決定日から

　起算して1年を超える期間にあっては、1日につき所定点数から1，760点を滅
　算する。ただし、他の指定入院医療機関から転院した日（以下「転院日ゴと

　いう。）から起算して90日を経過していない場合は、減算しない。

注4　回復期入院対象者入院医学管理料について、回復期入院対象者入院医学

　管理料の算定を開始した日から起算して271日以上の期間にあっては、1日に

　つき所定点数から100点を減算する。ただし、転院日から起算して90日を経
　過していない場合又は急性増悪等やむを得ない場合は、減算しない。

注5　社会復帰期入院対象者入院医学管理料について、社会復帰期入院対象者

　入院医学管理料の算定を開始した日から起算して181日以上1年以内の期間
　にあっては、1日につき所定点数から310点（法第49条第1項に基づく退院の

　許可の申立てを行ってから180日を経過していない場合を除く。）を減算し、

　社会復帰期入院対象者入院医学管理料の算定を開始した日から起算してf年

　を超え1年180日以内の期間にあっては、1日につき所定点数から900点（法

　第49条第1項に基づく退院の許可の申立てを行ってから180日を経過してい
　ない場合は、310点）を減算し、社会復帰期入院対象者入院医学管理料の算定
　を開始した日から起算して1年180日を超える期間にあっては、1，日につき所’

　定点数から1，400点（法第49条第1項に基づく退院の許可の申立てを行って



　か．ら180日を経過していない場合又は当該申立てについて法第51条第1項第’

　1号．の決定がなされた場合は、900点）を減算する。ただし、転院日から起算

　して90日を経過していない場合は、減算しない。
注6　指定入院医療機関が治療計回に基づく医療を提供し、入院決定日から起算して1年以

　内に社会復帰期に移行した場合、最初の社会復帰期入院対象者医学管理料の算定日の所定

　点数に社会復帰期移行加算として13，500点を加算する。

注7　診療に係る費用．（第2章の医療観察精神科電気痙攣けし’れん療法に係る費用

　及び医療観察退院前訪問指導料並びに第4章特定治療料のうち、診療報酬の
　算定方法（平成20・年厚生労働省告示第59号）別表第一医科診療報酬点数表1以

　下「医科診療報酬点数表」という。）第2章第4部画像診断、第9部処置及び
　第10部手術の、うち・1・000点以上のものに係る費用’を除く。）は、所定点数に

　含まれるものとする。

注8　入院対象者入院医学管理を行うための病床数が30床に満たない場合にあ

　っては、当該病床数に応じ、次に掲げる点数を1日につきそれぞれの所定点
　数に加算する。

イ　15床の場合

口　16床の場合

ハ　17床の場合

二　18床の場合

ホ　19床の場合

へ　20床の場合

ト　21床の場合

チ　22床の場合
・リ　23床の場合

ヌ　24床の場合

ル　25床の場合

ヲ　26床の場合

ワ　27床の場合
力　．28床の場’合

ヨ　29床の場合

565点
469点

532点
672点

493点
333点

374点

237点

112点

313点

381点

326点
296点

189点

91点
注9　心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関す
　る法律に基づく指定医療機関等に関する省令（車成17年厚生労働省令第117

号。以下「省令」という。）附則第2条第1項に規定する特定医療施設又は特

　定病床において・次の各号に掲げる者に対して入院対象者入院医学管理が行

　われた場合に、それぞれ当該各号に定める管理料に従い，所定点数を算定す
　る。．

イ　省令附則第二条第一項に規定する者　急性期入院対象者入院医学管理料

口　省令附則第二条第二項に規定する者　社会復帰期入院対象者入院医学管理
　料

第2節　通院料
1　通院対象者通院医学管理料（1．月につき）
イ　前期通院対象者通院医学管理料（法第42条第1項第2号又は第51条第1項

　第2号によ，る決定の日（以下r通院決定日』という墜）から起算して6月を経

　過する日の属する月までの期間）　8，250点
口　中期通院対象者通院医学管理料（イで定める月の翌月から、通院決定日から

　起算して2年を経過する白の属する月までの期間）　7，250点

ハ　後期通院対象者通院医学管理料（通院決定日から起算して2年を経過する

　日の属する月の翌月以降の期間）　6，250点

二　急性増悪包括管理料．39，000点
注1　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生

　局長に届け出た指定通院医療機関において、法第42条第1項第2号又は第51
　条第1項第2号による決定を受けた対象者（以下「通院対象者」という。，）に

　対して通院対象者通院医学管理が行われた場合に、当該基準に係る区分に従
　い、1月に1回を限度として、それぞ’れ所定点数を算定する。

注2　中期通院対象者通院医学管理料又は後期通院対象者通院医学管理料を算

　定してい」る通院対象者であって、精神保健指定医の診察に基づき、急性増悪

　等により集中的な精神医学管理を行う必要があると認めた場合にあっては、

　急性増悪包括管理料により1月を限度として算定する。ただし、急性増悪等

　の期間が1月に満たない場合には、1日につき1．，300点で算定する。

注3　前期通院対象者通院医学管理料、中期通院対象者通院医学管理料及び後
　期通院対象者通院医学管理料の診療に係る費用（第2章医療観察精神科専門療

　法一に係る費用並びに第4章特定治療料のうち、医科診療報酬点数表第2章第1

　部医学管理等（区分番号BOO1の2に掲げる特定薬剤治療管理料及び区分番号
　BOO1の．6に掲げるてんかん指導料の費用に限る。）、第3部検査、第4部画像

　診断、第5部投薬（区分番号F400に掲げる処方せん料を除く。）、第6部注射、

　第7部リハビリテーション、第9部処置（各区分に掲げる処置のうち、100点

　以上のものに限る。）、第10部手術、第11部麻酔、第12部放射線治療及び
　第13部病理診断に係る費用を除く。）は、通院対象者通院医学管理料に含ま

　れるものとする。
注4　急性増悪包括管理料の診療に係る全ての費用は、当該急性増悪包括真理

　料に含まれるものとする。
注5　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生
　局長に届け出た指定通院医療機関において、通院対象者に対して通院医学管

　理を行った場合にあっては、通院対象者社会復帰体制強化加算として、所定

　点数に2，000点を加算する。
注6　法第42条第1項第2号又は第51条第1項第2号による決定後に通院対
　象者に対して円滑に通院対象者通院医学管理を行うため、当該通院対象者に
　係る法第38条（第53条において準用する場合を含む。）による生活環境の調

　査又．は法弟101条による生活環境の調整を担当する保護観察所と調整の上、



　あらかじめ当該決定前に、当該対象者が入院している法第34条第1項の入院
　に係る医療機関（以下「鑑定入院医療機関」という。）又は指定入院医療機関

　から情報を収集し、通院対象者通院医学管理の開始に必要な調整を実施した

　場合、前期通院対象者通院医学管理料の初回算定時に限り、所定点数に通院

　医学管理事前調整加算として1，000点を加算する。ただし、当該通院対象者

　が入院していた鑑定入院医療機関又は指定入院医療機関が引き続き、指定通

　院医療機関として通院対象者通院医学管理を行う場合は加算することができ
　ない。

注7　心神喪失等の状態で重大な他書行為を行った者の医療及び観察等に．関す

　る法律施行令（平成16年政令第3コ0号。以下「令」という。）第12条の会議（以

　下rケア会議」という。）に通院対象者通院医学管理を行う指定通院医療機関

　の職員が出席し、法第91条の規定に基づき通院対象者の適切な処遇の実施に

　資するよう、精神障害者の医療、保健又は福祉に関する機関との連絡調整の’

　ため、保護観察所を含む関係機関に対して通院対象者の医療等の情報提供を

行った場合、ケア会議の開催の都度、所定点数に通院医学管理情報提供加算

　として600点を加算する。

2医療観察情報提供料250点
注指定通院医療機関（病院及び診療所に限る。）が、別の指定通院医療機関（病院及び診療

　所に限る。）に対して、通院対象者の同意を得て、当該通院対象者の診療に必要な情報を提

　供した場合に、通院対象者1人につき月1回に限り算定する。ただし、通院対象者通院医

学管理料を算定している場合にあっては、算定しない。

第2章　医療観察精神科専門療法
　通則

　医療観察精神科専門療法に当たって対象者に対して薬剤を使用した場合は、

　各区分により算定した点数及び薬剤料の所定点数を合算した点数により算定．
　する。

1　医療観察精神科電気痙攣1ナいれん療法　3，000点

注1　マスク又は気管内挿管による閉鎖循環式全身麻酔を行った場合に限り、1

　日に1回を限度として算定する。

．注2・医科診療報酬点数表第2章第11部に規定する麻酔に要する費用（薬剤料

　及び特定保険医療材料料を除く。）は、所定点数に含まれるものどする。

2　’医療観察退院前訪問指導料　380点

注1　対象者の退院に先立って患家等を訪問し、当該対象者の家族等に対して、

　退院後の療養に係る調整又は療養上の指導を行った場合に、当該入院中3回

　（入院期間が6月を超えると見込まれる患者にあっては、当該入院中6回）に

　限り算定する。

注2　看護師、精神保健福祉土筆が共同して訪問指導を行った場合は、所定点

　数1；320点を加算する。

注3　注1に掲げる指導に要した交通費は、患家の負担とする。
注4対象者の外泊又は外出中に退院先を訪問し指導を行った場合には、入院

　対象者入院医学管理料に含まれるものとする。

3　医療観察通院精神療法（1回につき）

イ　法第42条第1項第2号又は第51条第1項第2号による決定を受けた後初
　めて指定通院医療機関において診療を行った日において、地域の精神科救急医

　療体制を確保するために必要な協力等を行っている精神保健指定医等が医療観察通

　院精神療法を行った場合　700点

ロ　イ以外の場合

（1）　30分以上の場合　400点

（2）　30分未満の場合　330点

注1　通院対象者について、前期通院対象者通院医学管理料を算定した月にあ

　っては週2回を、その他の場合にあっては週1回をそれぞれ限度として算定
　する。

注2　通院対象者の家族について、対象者本人とは別に専門的見地からカウン

　セリング等を行った場合は、注1の規定にかかわらず週1回を限度として別
　に算定することができる。

　　なお、同一日の別の時間帯に対象者に対しても医療観察通院精神療法を行っ

　た場合には、併せて算卑することができる。

注3　20歳未満の対象者1こ対して医療観察通院精神療法を行？た場合（前期通

　院対象者通院医学管理料を算定した月に行った場合に限る。）は、所定点数に

　200点を加算する。
注4　口の（1）については、抗精神病薬を服用している通院対象者について、客観的な指標

　による当該薬剤の副作用の評価を行った場合は、医療観察特定薬剤副作用評価加算として

　月1回に限り所定点数に25点を加算する。

4　医療観察認知療法・認知行動療法（1日につき）
イ・地域の精神科救急医療体制を確保するために必要な協力等を行っている精神保健指定

　医による場合　500点

ロ　イ以外の場合　420点

注1別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局
　長に届け出た指定通院医療機関においては、通院対象者について、認知療法・

　認知行動療法に習熟した指定通院医療機関の医師が、一連の治療に関する計

　画を作成し、通院対象者に説明を行った上で、医療観察認知療法・認知行動

　療法を行った場合に、一連の治療について16回に限り算定する。



注2診療に要した時間が30分を超えたときに限り算定する。

注3指定通院医療機関において、医療観察認知療法’・認知行動療法と同一日に

　行う他の医療観察精神科専門療法は、所定点数に含まれるものとする。ただ
　し、前期通院対象者通院医学管理料を算定した月に行われる医療，観察精神科

　訪問看護・指導料についてはこの限りでない。

5　医療観察通院集団精神療法（1日につき）　270点

注1通院対象者について、前期通院対象者通院医学管理料を算定した月に行わ
　れる場合にあっては週2回を、その他の場合にあっては週1回をそれぞれ限

　度として算定する。

注2医療観察通院集団精神療法と同一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、

　所定点数に含まれるものとする。ただし』前期通院対象者通院医学管理料を
　算定した月に行われる医療観察精神科訪問看護・指導料にあらてはこの限り

　でない。

6　医療観察精神科作業療法（1日につき）　220点

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局

　長に届け出た指定通院医療機関において行われる場．合に算定する。

イ　小規模なもの　590点

’q　大規模なもの　700点

注1イについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものと

　して地方厚生局長に届け出た指定通院医療機関において行われる場合に算定
　する。

注2口については、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものと
　して地方厚生局長に届け出た指定通院医療機関において、疾患等に応じた診療計
　画を作成して行われる場合に算定する。

注3指定通院医療機関において、医療観察精神科ディ・ケアと同一日に行う他

　の医療観察精神科専門療法は’、所定点数に含まれるものとする。ただし、前

　期通院対象者通院医学管理料を算定した月に行われる．医療観察精神科訪問看

　護・指導料にあってはこの限りでない。
注4前期通院対象者通院医学管理料又は中期通院対象者通院医学管理料を算定

　した月に行われる当該療法については、医療観察通院前期・中期加算として、

　所定点数に50点を加算する。

注5医療観察精神科・デイ・ケアを算定した場合は、医療観察精神科ショート・

　ケア、医療観察精神科ナイト・ケア及び医療観察精神科デイ・ナイト・ケア

　は算定しない。

7　医療観察精神科ショート・ケア（1目につき），

イ　小規模なもの　275点

ロ　大規模なもの　330点

注1イについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものと
　して地方厚生局長に’届け出た指定通院医療機関にお←いて行われる場合に算定

　する。

注2口については、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものと
　して地方厚生局長に届け出た指定通院医療機関において、疾患等に応じた診療計

　画を作成して行われる場合に算定する。

注3指定通院医療機関において、医療観察精神科ショート・ケアと同一日に行

　う他の医療観察精神科専門療法は、所定点数に含まれるものとする6ただし、

　前期通院対象者通院医学管理料を算定した月に行われる医療観察精神科訪問

　看護・指導料にあってはこの限りでない。

注4前期通院対象者通院医学管理料又は中期通院対象者通院医学管理料を算定

鵬姦駿瀦欝梨1ついては’医療観察通院前期’中期加算として’

注5医療観察精神科ショート・ケアを算定した場合は、医療観衆精神科デイ・

　ケァも医療観察精神科ナイト・ケア及び医療観察精神科デイ・ナイト・ケア

　は算定しないひ

9　医療観察精神科ナイト・ケア（1日につき）　540点

注1別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し亡いるものとして地方厚生局

　長に届け出た指定通院医療機関において行われる場合に算定する。

注2指定通院医療機関において、医療観察精神科ナイ，ト・ケアと同一日に行う
甲他の医療観察精神科専門療法は、所定点数に含まれるもの．とする。

注3前期通院対象者通院医学管理料又は中期通院対象者通院医学管理料を算定
　した月．に行われる当該療法については・、医療観察通院前期・中期加算として、

　所定点数に50点を加算する。
注4医療観察精神科ナイト・ケアを算定した場合は、医療観察精神科ショート・
’ケア、医療観察精神科デイ・ケア及び医療観察精神科デイ・ナイト・ケアは

　算定しない。

10　医療観察精神科デイ・ナイト・ケア（1日につき）　1，000点
注1別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局

　長に届け出た指定通院医療機関において行われる場合に算定する。

注2指定通院医療機関において、医療観察精神科デイ・ナイト・ケアと同一日

　に行う他の医療観察精神科専門療法は、所定点数に含まれるものとする。

注3前期通院対象者通院医学管理料又ぱ中期通院対象者通院医学管理料を算定
　した月に行われる当該療法については、医療観察通院前期・中期加算として、・

　所定点数に50点を加算する。

8　医療観察精神科デイ・ケア（1日につき）



注4．当該療法匡ついて、疾患等に応じた診療計画を作成して行った場合は、医療観察疾

　患別等診療計画加算として、所定点数に40点を加算する。

注5医療観察精神科デイ・ナイト・ケアを算定した場合は、医療観察精神科デ

　イ・ケア及び医療観察精神科ナイト・ケアは算定しない。
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医療観察精神科訪問看護・指導料
医療観察精神科訪問看護・、指導料（1）

週3日目まで　30分以上の場合　575点
週3．日目まで　30分未満の場合　440点

週4日目以降・30分以上の場合　675点

週4日目以降30分未満の場合　525点
医療組察精神科訪問看護・指導料（皿）　160点

医療観察精神科訪問看護・指導料（皿）

週3日目まで
週3日目まで
週4日目以降
週4日目以降

30分以上の場合

30分未満の場合

30分以上の場合

30分未満の場合

445点

340点

545点
、415点

注1医療観察精神科訪問看護・指導料（1）については、通院対象者一（当該通院対

　象者と同一の建物に居住する他の通院対象者に対して指定通院医療機関が同一日に医療観
　　　　　　　　　　　　　　じ　察精神科訪問看護・指導を行う場合の当該通院対象者（以下「同一建物居住者』という。）

　を除く。）又はその家族等に対して、指定通院医療機関（令第1条各号に掲げる

　．ものを除く。，）の保健師、看護師、作業療海士又は精神保健福祉士（以下「保

　健師等』という。）を訪問させて、看護又は療養キ必要な指導を行わせた場合

　に算定する。

、注2医療観察精神科訪問看護・指導料（皿）については、通院対象者であって、

　障害者自立支援法（平成17年法律第123号）に規定する障害福祉サービスを行

　う施設及び福祉ホームに入所している複数のものに対して、指定通院医療機

　関（令第1条各号に掲げるものを除く。）の保健師等を訪問させて、同時に看’

　護又は療養上必要な指導を行わせた場合に算定する。

注3医療観察精神科訪問看護・指導料（皿）については、通院対象者（同一建物居

　住者に限り、注2に規定する通院対象者を除く。）又はその家族等に対して、指定通

　院医療機関（令第1条各号に掲げるものを除く。）の保健師等を訪問させて、
　看護又は療養上必要な指導を行わせた場合に算定する。

注タ注1及置注3に規定する場合（いずれも30分未満の場合を除く。）であ
　って、複数の保縫師等、准看護師又は看護補助者を訪問させて、看護又は療

　養上必要な指導を行わせた場合は、次’に掲げる区分に従い、いずれかを所定

　点数に加算する。ただし、ハの場合にあっては週1回を限度とする。

イ　所定点数を算定する医療観察精神科訪問看護・指導を行う保健師等が他の
　保健師等と同時に医療観察精神科訪問看護・指導を行う場合　450点

口　所定点数を算定する医療観察精神科訪問看護・指導を行う保健師等が准看

　講師と同時に医療観察精神科訪問看護・指導を行う場合　380点

ハ　所定点数を算定する医療観察精神科訪問看護・指導を行う保健師等が看護

　補助者と同時に医療観察精神科訪問看護・指導を行う場合　300点

注5注2に規定する場合であって、看護・指導時間が3時間を超えた場合は、
　3時間を超えた時間について、5時間を限度として1．時間又はその端数を増す

　ごとに所定点数に40点を加算する。

注6注1及び注3に規定する場合であって、急性増悪等により長時間の訪問を
　要する者に対し、指定通院医療機関（令第1条各号に掲げるものを除く。）の

　保健師等が、長時間にわたる医療観察精神科訪問看護・指導を実施した場合
　‘ごは、医療観察長時間精神科訪問看護・指導加算として週1回に限り、所定

　点数に520点を加算する。

注7医療観察精神科訪問看護・指導料については、前期通院対象者通院医学管

　理料を算定した月にあっては週5回、それ以外の場合にあっては週3回を限
　度として算●定する。ただし、注1及び注3に規定する場合であって、当該通

　院対象者が服薬中断等により急性増悪し、医師が必要，と認め指示した場合に
　は、当該急性増悪した日から7日以内の期間につ，いて’』1日につき1回に限

　り算定することができる。．

注8注7ただし書の通院対象者について、さらに継続した医療観察精神科訪問

　看護・指導が必要と医師が判断した場合には、急性増悪した日から1月以内

　の医師が指示した連続した7日間（注7ただし書に規定する期間を除く。）

　については、1日につき1回に限り算定することができる。
注9，注1及び注3に規定する場合であって、夜間（午後6時から午後10時までの時間をい

　う。以下同じ。）又は早朝（午前6時から午前8時までの時間をいう。以下同じ。）に医

　療観察精神科訪問看護・指導を行った場合は、医療観察夜間・早朝訪問看護加算として所

　定点数に210点を加算し、深夜（午後10時から午前6時までの時間をいう。以下同じ。）

　に医療観察精神科訪問看護・指導を行った場合は、医療観察深夜訪問看護加算として所定

　点数に420点を加算する。

注10注1及び注3に規定する場合であって、通院対象者又はその家族等の求めを受けた指

　定通院医療機関（診療所又は在宅療養支援病院に限る。）の医師の指示により、指定通院

　医療機関（令第1条各号に掲げるものを除く』）の保健師等が緊急に医療観察精神科
　訪問看護・指導を実施した場合には、医療観察精神科緊急訪問看護加算として、1日につ

　き所定点数に265点を加算する。

注11医療観察精神科訪問看護・指導に要した交通費は、患家の負担とする。

注12指定通院医療機関（令第1条各号に掲げるものを除く。）において、医療
　観察精神科訪問看’護・指導と同一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、

　所定点数に含まれるものとする。ただし、前期通院対象者通院医学管理料を
　算定した月に行われる医療観察精神科ショート・ケア、医療観察精神科デイ・

　ケァ、医療観察通院集団精神療法又は医療観察認知療法・認知行動療法にあ

　ってはこの限りではない。



注13指定通院医療機関（令弟1条各号に掲げるものを除く。）による医療観察

　精神科訪問看護・指導≧令第1条各号に掲げる指定通院医療機関（以下r訪問
看護事業型指定通院医療機関」という。）時よる医療観察訪問看護が同一月に

　混在して行われる場合は、同一日に双方が実施することのないよう十分に調

整すること。また、医療観察精神科訪問看護・指導料と医療観察訪問看護基

本料の算定回数の合計は、注7ただし書及ぴ注8の場合を除き、前期通院対
象者通院医学管理料を算定した月にあっては週5回を、それ以外の場合にあ

　っては週3回をそれぞれ限度とすること。

12・医療観察精神科訪問看護指示料　300点

注1通院対象者に対する診療を担う指定通院医療機関の医師が、診療に基づき訪問看護事

　業型指定通院医療機関からの訪問看護の必要を認め、通院対象者又はその家族等の同

意を得て訪問看護事業型指定通院医療機関に対して、医療観察精神科訪問看護指示書

　を交付した場合に、通隣対象者1人につき月1回に限り算定する。

注2当該通院対象者が服薬中断等により急性増悪した場合であって、当該通院

　対象者に対する診療を担う指定通院医療機関の医師が、，一時的に頻回の指定

訪問看護を行う必要を認め、通院対象者又はその家族等の同意を得て訪問看
護事業型指定通院医療機関に対して、その旨を記載した医療観察精神科訪問

看護指示書を交付した場合は・医癒観察精神科特別訪問看護指示加算として・

通院対象者1人1；つき月1回に限り・所定点数に100点を加算する。
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医療観察坑精神病特定薬剤治療指導管理料
　医療観察持続性抗精神病注射薬剤治療指導管理料・250点

　医療観察治療抵抗性統合失調症治療指導管理料　500点

イについては、持続性抗精神病注射薬剤を投与している統合失調症の通院

対象者に対して、計画的な医学管理を継続して行い、かつ、療養上必要な

指導を行った場合に、月1回に限り、当該薬剤を投与したときに算定する。
口については、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚

生局長に届け出た指定通院医療機関において、治療抵抗性統合失調症治療薬を投与し

ている治療抵抗性統合失調症の通院対象者に対して、計画的な医学管理を継続して行

い、かつ、当該薬剤の効果及び副作用等について通院対象者に説明し、療養上必要な

指導を行った場合に、月1回に限り、し当該薬剤を投与したときに算定する。

14　薬剤料

　薬価が15円を超える場合は、薬価から15円を控除した額を10円で除して
　得た点数につき1点未満の端数を切り上げて得た点数に1点を加算して得た
　点数とする。

注1　薬価が15円以下である場合は、算定しない。

注2　使用薬剤の薬価は、使用薬剤の薬価（薬価基準）（平成20年厚生労働省告

　示第60号）によるものどする。

第3章　医療観察訪問看護
　通則

　訪問看護事業・型指定通院医療機関が、医療観察訪問看護を行った場合、その

　費用は、1により算定される点数に2及び3により算定される点数を加えた点

　数とする。

1　医療観察訪問看護基本料

イ　医療観察訪問看護基本料（1）
（1）

（2）

（3）

（4）

口　医療観察訪問看護基本料（皿）

ハ．医療観察訪問看護基本料（皿．）

（1）　週3日目まで

（2）　週3日目まで

（3）　週4日目以降

（4）　週4日目以降

週3日目まで　30分以上の場合
週3日目まで　30分未満の場合
1週4日目以降’30分以上の場合

週4日目以降　30分未満の場合

555点

425点

655点

510点

160点

30分以上の場合
30分未満の場合

30分以上の場合

30分未満の場合

430点

33Q点
539点

406点

注1　医療観察訪問着護基本料（1）については、通院対象者（同一建物居住者を除

　く。）又はその家族等に対して、法第104条の処遇に関する実施計画や当該通

　院対象者にかかる通院対象者通院医学管理を行っ’ている指定通院医療機関の

　主治医（以下「主治医」という。）の指示に基づき訪問看護事業型指定通院

　医療機関の保健師、看護師又は作業療法士（以下r看護師等』という。）が、

　訪問して看護又は療養上必要・な指導を行った場合に算定する。

注2　医療観察訪問看護基本料（皿）について，は、通院対象者であって、障害者

　自立支援法に規定する障害福祉サービスを行う施設及び福祉ホームに入所し

　ている複数のものに対して、法第104条の処遇に関する実施計画や主治医の
　指示に基づき訪問看護事業型指定通院医療機蘭の看護師等が、訪問して同時

　に看護又は療養上必要な指導を行った場合に算定する。
注3　医療観察訪問看護基本料（皿）については、通院対象者’（同一建物居住者

　に限り、注2に規定する通院対象者を除く。）又はその家族等に対して、法
　第104条の処遇に関する実施計画や主治医の掲示に基づき訪問看護事業型指

　定通院医療機関の看護師等が、訪問して看護又は療養上必要な指導を行った

　場合に算定する。
注4　注1及び注3に規定する場合（いずれも30分未満の場合を除く・）であ

　って、看護師等が当該訪問看護事業型指定通院医療機関の他の看護師等、准
　看護師、看護補助者又は精神保健福祉士と同時に訪問して、・看護又は療養上

　必要な指導を行った場合は、複数名訪問看護加算として、次に掲げる区分に

　応じ、それぞれに次に掲げる点数を所定点数に加算する。ただし、ハの場合

　にあっては、’週1回を限度として加算する。



く

イ　看護師等が他の看護師等と同時に医療観察訪問看護を行った場合　430点

ロ　看護師等が准看護師と同時に医療観察訪問看護を行った場合　380点

ハ　看護師等が看護補助者又は精神保健福祉士と同時に医療観察訪問看護を行

　つた場合

　300点

注5注1及び注3については、主治医から医療観察精神科特別訪問看護指示書
　の交付を受け、当該医療観察精神科特別訪問看護指示書及び法第104条の処
　遇に関する実施計画に基づき、訪問看護事業型指定通院医療機関の看護師等

　が医療観察訪問看護を行った場合には、1月に1回に限り、当該指示があっ
　た日から起算して14日を限度として算定する。

注6注2に規定する場合であって、医療観察訪問看護の時間が3時間を超え
　た場合は、3時間を超えた時間辱について、5時間を．限度として、1時間又はそ

　の端数を増すごとに所定点数に40点を加算する。

注7　医療観察訪問看護基本料については、注5の場合を除き、前期通院対象
　者通院医学管理料を算定している当該月にあっては週5回を’、それ以外の場

　合にあっては週3回をそれぞれ限度として算定する。

注8　別に厚生労働大臣が定める地域に所在する訪問看護事業型指定通院医療
　機関の看護師等が、最も合理的な経路及び方法による当該訪問看護事業型指

　定通院医療機関の所在地から患家までの移動にかかる時間が1時間’以上であ

　る者に対して医療観察訪問看護を行った場合には、医療観察特別地域訪問看

　護加算として、所定点取の100分の50．に相当する点数を加算する。
注9　注1及び注3に規定する場合であって、通院対象者又はその家族等の求めに応じ、そ

　の主治医（診療所又は在宅療養支援病院の医師に限る。）の指示に基づき、訪問看護事業

．型指定遭院医療機関の看護師等が緊急に医療観察訪問看護を実施した場合には、医療

　観察精神科緊急訪問看護加算として、1日につき所定点数に265点を加算する。

注10注1及び注3につい七は、医療観察精神科特別訪問看護指示書に基づき、

　訪問看護事業型指定通院医療機関の看護師等が、長時間にわたる医療観察訪

　問看護を行った場合には、医療観察長時間訪問看護加算として、週1日を限
　度として、所定点数に520点を加算する。

注11　注1及び注3に規定する場合であって、夜間又は早朝に医療観察訪問看護を行った

　場合は、医療観察夜間・早朝訪問看護加算として所定点数に210点を加算し、深夜に医療

　観察訪問看護を行った場合は、医療観察深夜訪問看護加算として所定点数に420点を加算

　する。

注12　医療観察訪問看護に要した交通費は、患家の負担とする。’

注13　訪問看護事業型指定通院医療機関によ，る医療観察訪問看護と指定通院医

　療機関（令第1条各号に掲げるものを除く。）による医療観察精神科訪問看護・

　指導が同一月に混在して行われる場合は、同一日に双方が実施することのな

　いよう十分に調整すること。また、医療観察訪問看護基本料と医療観察精神

　科訪問看護・指導料の算定回数の合計が、注5の場合を除き、前期通院対象

者通院医学管理料を算定した月にあっては週5回を、それ以外の塙合にあっ

ては週3回をそれぞれ限度とすること。

2　医療観察訪問看護管理料

イ　月の初日の訪問の場合　730点

口　月の2日目以降の訪問の場合（1日につき）　295点

注1，医療観察訪問看護を行うにつき安全な提供体制が整備されている訪問看
　護事業型指定通院医療機関が、通院対象者に係る訪問看護計画書及び訪問看

　護報告書を法第106条による精神保健観察を担当している保護観察所及び通

　院対象者通院医学管理を実施している指定通院床療機関に対して提出すると
　ともに、当該通院対象者に係る訪問看護φ実施に関する計画的な管理を継続

．して行った場合に、訪問の都度、所定点数を算定する。

注2　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして地方厚生局長に届け出た訪

　問看護事業型指定通院医療機関が、通院対象者又はその家族等に対して当該基準に規定す

　る24時間の対応体制又は連絡体制にある場合（医療観察訪問看護を受けようとする者の同

　意を得た場合に限る。）には、当該基準に係る区分に従い、月1回を限度として、次に掲げ

　る点数のいずれかを所定点数に加算する。，ただし、当該月において、当該通院対象者につ

　いて他の訪問看護事業型指定通院医療機関が次に掲げる加算を算定している場合は・算定

　しないず

　イ　医療観察24時間対応体制加算　540点

　口　医療観察24時間連絡体制加算　250点

3　医療観察訪問看護情報提供料　200点

注　ケア会議に訪問看護事業型指定通院医療機関の職員が出席し、法第91条の
規定に基づき通院対象者の適切な処遇のため精神障害者の医療、保健又は福

　祉に関する機関との連絡調整を行うため、保護観察所を含む関係機関に対し

　て通院対象者に係る看護又は療養上必要な指導についての情報提供等を行っ

　た場合、ケア会議の開催の都度、算定する。

第4章　特定治療料

　医科診療報酬点数表第1章及び第2章、診療報酬の算定方法別表第二歯科診
　療報酬点数表（以下「歯科診療報酬点数表」という。）並びに別表第三調剤報

　酬点数表（以下「調剤報酬点数表」という。）において、健康保険法（大正11

　年法律第70号）第・63条第3項に規定する保険医療機関又は保険薬局が行った

　場合に点数が算定される行為（第1章基本診療料及び第2章医療観察精神科専

　門療法に掲げる診療を除く。）を行った場合に、当該行為に係る医科診療報酬

　点数表第．1章及び第2章、歯科診療報酬点数表並びに調剤報酬点数表に定め

　る点数



O基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成十七年八月二日γ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（厚生労働省告示第三百六十六号）

　　心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の床療及び観察等に関する法

　律第八十三条第二項の規定による医療に要する費用の額の算定方法（平成十七

　年厚生労働省告示第三百六十五号）に基づき、基本診療料及び医療観察精神科専

　門療法の施設基準等を次のように定める。

　基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準等

第一　届出の通則

　一　心神喪失等の状態で重大な他書行為を行った者の医療及ぴ観察等に関する
　　法律（平成十五年法律第百十号。以下「法』という。）第二条第四項に規定す

　　る指定医療機関は、第二及び第三に規定する施設基準に従い、適正に届出を
　　行わなければならないこと。

　二　指定医療機関は、届出を行った後に、一当該届出に係る内容と異なる事情が

　一生じた場合には、速やかに届出の内容の変更を行わなければならないこと。
　三　届出の内容又は届出の変更の内容が第二及び第三に規定する施設基準に適

　　合しない場合には、当該届出又は届出の変更は無効であること。

第二　基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準等の通則

　一　地方厚生局長に対して当該届出を行う前六月間において、法第八十五条第
　　一項、健康保険法（大正十一年法律第七十号）第七十八条第一項、又は高齢者

　　の医療の確保に関する法律（昭和五十七年法律第八十号）第七十二条第一項の

　　規定に基づく検査等の結果、診療内容又は診療報酬の請求に関し、不正又は
　　不当な行為が認められたことがない・こと。．

　二　地方厚生局長に対一して当該届出を行．う前六月間におい七、健康保険法第九

　　＋四条第一項又は高齢者の医療の確保に関する法律第八＋一条第一項の規定

　　に基づく検査等の結果、健康保険法第八十八条第一項に規定する指定訪問看

　　護及ぴ高齢者の医療の確保に関する法律第七十八条第一項に規定する指定訪

　　問看護の内容又は訪問看護療養費の請求に関し、不正又は不当な行為が腿め

　　られたことがないこと。

第三　基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準等

　一　入院対象者入院医学管理料の施設基準

　（1）　次に掲げる病棟を単位として行うものであるζと。

　（一）　法第四十二条第一項第一号又は第六十一条第一項第一号の決定を受け

　　　た者であって、集中的な治療を要するものを入院させる病棟
　（二）　（一）に掲げるもののほか、病院の病棟の一部であって、法第四十二条第

　　　一項第一号又は第六十一条第一項第一号の決定を受耽た者であって集中

　　　的な治療を要するものを入院させるための精神病床（十四床を超えないも

　　　のに限る。）により構成される病棟（以下「小規格病棟」という。）

　（2）　医療法施行規則（昭和二十三年厚生省令第五十号）第十九条第一項第一号

　　　に定める薬剤師の員数以上の員数が配置されていること。

　（3）　当該病棟における医師の数は、当該病棟に法第四十二条第一項第・一号又

　　　は第六十一条第一項第一号の決定を受け現に入院している者（以下「入院対

　　　象者』という。）の数が八又はその端数を増すごとに一以上であり、かつ、

　　　当該病棟に勤務する医師の過半数は常勤の医師であること。一

　（4）　当該病棟に常勤の精神保健指定医が一名以上配置されており、かつ、当

　　　該病棟を有する指定入院医療機関に常勤の精神保健指定医が二名以上配置

　　　されていること。

　（5）　当該病棟における常勤の看護師の数は、四に、当該病棟の入院対象者の

　　数に一・三を乗じた数を加えた数以上であること。ただし、その一部に小
　　規格病棟を有して・いる病院の病棟にあっては、当該病院の病棟における看

　　護職員の数が当該病院の病棟の入院患者の数が三又はその端数を増すごと
　　　に一以上であり、かつ、その最小必要数の四割以上が看護師であって、当

　　該小規格病棟について入院対象者の入院医学管理を行うにつき十分な体制
　　　が整備されていること。

　（6）　当該病棟における常勤の作業療法士、精神保健福祉士及び心神喪失等の・

　　　状態で重大な他書行為を行った者の医療及び観察等に関する法律に基づく

　　　指定医療機関等に関する省令（平成十七年厚生労働省令第百十七号）第二条

　　　第四項ホの臨床心理技術者の数の合計は、rに当該病棟の入院対象者の数

　　　が五又はその端数を増すごとに一を加えた数以上であること。ただし、百

　　　人以上の患者を入院させるためり施設を有し、その診療科名中に内科、外

　　　科、婦人科、眼科及び耳鼻いんこう科を含む病院であって、入院対象者の

　　　状態に応じた入院医学管理を行うにつき十分な体制が整備されているもの

　　　にあってはこの限りでない。

　（7）　入院対象者入院医学管理を行うにつき十分な体制が整備されていること。

　（8）　入院対象者入院医学管理を行うにつき十分な構造設備を有していること。
二　’入院対象者入院医学管理料の対象者

　（1）　急性期入院対象者入院医学管理料の対象者
　　　　当該指定入院医療機関の管理者により、急性期における医療を提供する必．

　　　要性があると認められた入院対象者

　（2）　回復期入院対象者入院医学管理料の対象者

　　　　当該指定入院医療機関の管理者により、回復期における医療を提供する必

　　　要性があると隠められた入院対象者

　（3）　社会復帰期入院対象者入院医学管理料の対象者

　　　　当該指定入院医療機関の管理者により、社会復帰期における医療を提供す

　　　る必要性があると認められた入院対象者

三　急性期入院対象者入院医学管理料に係る施設基準

　　病状が重度な入院対象者に対し、医学的管理を適切に行っていること。

四　通院対象者通院医学管理料の施設基準



　（1）　指定通院医療機関に通院対象者通院医学管理を担当する常勤の精神保健

　　　指定医が一名以上配置されていること。

　（2）　通院対象者通院医学管理を行うにつき十分な体制が整備されていること。

五　通院対象者社会復帰体制強化加算の施設基準

　（1）　通院対象者を常時三名以上受け入れる体制が確保されていること。

　（2）　通院対象者通院医学管理を行うにつき従事者の配置の強化による十分な

　　　体制が整備されていること。
六　医療観察精神科作業療法、医療観察精神科ショート・ケア、医療観察精神科

　デイ・ケア、医療観察精神科ナイト・ケア及び医療観察精神科デイ・ナイト．・

　ケアの施設基準

　（1）　医療観察精神科作業療法については作業療法士が、医療観察精神科ショ

　　　ート・ケア、医療観察精神科デイ・ケア、医療観察精神科ナイト・ケア又

　　　は医療観察精神科デイ・ナイト・ケア（以下r医療観察ショート・ケア等」

　　　と．いう。）については必要な従事者が、それぞれ適切に配置されていること。

　（2）　患者数は、医療観察精神科作業療法については作業療法士の、医療観察

　　　ショート・ケア等については必要な従事者の、それぞれの数に対し適切な

　　　ものであること。

　（3プ医療観察精神科作業療法、医療観察ショート・ケア等を行うにつき十分
　　　な専用施設を有していること。

七　医療観察認知療法・認知行動療法の施設基準

　　　当該指定通院医療機関における認知療法・認知行動療法に関する講習を受

　　けた医師の有無を地方厚生局長に届け出ていること。

八　医療観察治療抵抗性統合失調症治療指導管理料の施設基準

　（1）　当該指定通院医療機関に、統合失調症の診断及び治療に関する十分な

　　　経験を有する常勤の医師及び常勤の薬剤師が配置されていること。

　（2）　薬剤による副作用が発現した場合に適切に対応するための体制が整備
　　　一されていること。

’九　医療観察訪問看護療養費に係る訪問看護事業型指定通院医療機関の基準等

　（1）　医療観察24時間対応体制加算の基準
　　　　　通院対象者又はその家牒等から電話等により看護に関する意見を求め

　　　　られた場合に、常時対応できる体制にある場合であって、計画的に訪問

　　　　することとなっていない緊急時訪問を必要に応じて行うことができる体

　　　　制にあること。

　（2）　医療観察24時間連絡体制加算の基準
　　　　　．通院対象者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求め

　　　　られた場合に、・常時対応できる体制にあるごと。

　（3）　医療観察特別地域訪問看護加算に係る厚生労働大臣が定める地域

　　　イ　離●島振興法（昭和二十八年法律第七十二号）第二条第一項の規定によ

　　　　　り離島振興対策実施地域として指定された離島の地域

口　奄美群島振興開発特別措置法（昭和二十九年法律第百八十九号）第一

　条に規定する奄美群島の地域
ハ　山村振興法（昭和四’十年法律第六十四号）第七条第一項の規定により

　振興山村として指定された山村の地域
二　小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和四十四年法律第七十九号）第二

　条第一項に規定する小笠原諸島の地域
ホ　沖縄振興特別措置法（平成十四年法律第十四号）第三条第三号に規定

　する離島
へ　過疎地域自立促進特別措置法（平成十二年法律第十五号）第二条第一

　項に規定する過疎地域



与

㊥い （添付資料2別添①）

障精発0330第5号

平成34年3月3．0日

都道府県

各 精神保健福祉主管部（局）長　殿

指定都市

　厚生労働省社会・援護局

．　障害保健福祉部精神・障害保健課長

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及ぴ観察等に関する法律

第83条第2項の規定による診療方針及び医療による療養に要する費用の額の

算定方法の施行に伴う実施上の留意事項について

　　　標記については、本日、「心神喪失等の状態で重大な他書行為を行った者の医

．　療及び観察等に関する法律第83条第2項の規定による診療方針及び医療によ

　　る療養1こ要する費用の額の算定方法の一部を改正する件」（平成24年厚生労働

　　省告示第242号）’が公布され、平成24年4月1日より適用されることとな

　　つたところであ蕊こ醸施に伴い，噛喪失等中状態で重大な他害告為を

　　行った者の医療及ぴ観察等に関する法律第83条第2項の規定による診療方針’

　　及び医療による療養に要する費用の額の算定方法の施行に伴う実施上の留意事

　　項について」（平成17年8月2日障精発第0302001号厚生労働省社会・

　　援護局障害保健福祉部精神保健福祉課長通知）の一部を別添のとおり改正する

　　こととレたので、貴管内市町村を含め関係者、一関係団体に対する周知方につき

　　配慮されたい。



心神喪失等の状態で重大な他書行為を行った者の医療及び観察等に関する法律第83条第2項の規定による診療方針及び
医療による療養に要する費用の額の算定方法の施行に伴う実施上の留意事項について（平成17年8月2日障精発第0802001
号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精衿・障害保健課長通知）新旧対照表

（改　正　案）

第1部　基本診療料

第1節　入院料
1　入院対象者入院医学管理料
（1）【’（6）　　　（略）

7　「｝4の『　　　や’　亡い は

び　察等に　　る法　第92　　3
によし心　ので重大オ’

の　定に基づき厚生　　大
　　　一つた　の　　及

臣が　め （平成17　　生 示　337　）　行

第2節　通院料
1　通院対象者通院医学管理料
（1）～　　（2）　　　（略）

（3）　当該通院対象者通院医学管理料には、1一
　　か　一　■一つたの　　　にす法　83
　　2の　によ　　　　によ　に　　の
　墾一＿初・再診料、医学管理等　　（特定薬剤治療管理料及びてんかん指導料を除く。）、在宅医療、

　　投薬（処方せん料に限る。）並びに100点未満の処置並びにそれに

　　係る薬剤料及び特定保険医療材料が含まれている。
（4）～（16）　（略）

1 は の　　により　　独の

において　81の で亡い△に

によ　診　に係 供 ことにより、指

2 　　　　　　　　　は　1の▲に’いて
し　　のロ

（病院及び多　所に　る。）から他の指定通

て　　　　　　　　　　理 していオ’

　　に

い指定通

（病　及び　　所で　って、 理　行ってい

（現　　行）

第1部　基本診療料

第1節　入院料
1　入院対象者入院医学管理料
（1）～（6）　（略）

第2節　通院料
1　通院対象者通院医学管理料
（1）＾’（2）　　　（略）

（3）

（4）～（16）

当該通院対象者通院医学管理料には、初・再診料、医学管理等（特

定薬剤治療管理料及びてんかん指導料を除く。）、在宅医療、投薬

（処方せん料に限る。）並びに100点未満の処置並びにそれに係る

藁剤料及び特定保険医療材料が含まれている。

　　　　（略）

盤第2部医療観察精神科専門療法1　（略）

2　医療観察精神科退院前訪問指導料

（1）　医療観察精神科退院前指導料は、入院対象者の退院に先立ち、

　　患家又は宿一等を訪問し、

　　よし　　　　　　　　　　　　　一つた　ム

　　　　　　　　　　　に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　示す　　に　　　　　　　　　　　　　　）に　して　詠

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1人づき　1口に

　　当該入院対象者の病状、生活環境及び家族関係等を考慮しなが

　　ら、当該入院対象者の家族等、退院後当該入院対象者の看護や相

　　談に当たる者に対して、退院後の療養に係る調整又は療養上の指

　　導を行った場合に算定する。

　　なお、医師の指示を受けて指定入院医療機関の保健師、看護師、

　　作業療法士又は精神保健福祉士が訪問し、指導を行った場合にも

　　算定できる。
（2）’り（5）　　　（略）

3　医療観察通院精神療法

（1）　医療観察通院精神療法（簡便型精神分析療法を含む。以下同じ。）

　　とは、統合失調症、躁うつ病、神経症、中毒性精神障害（アルコ

　　ール依存症等をいう。）、心因反応、児童・思春期精神疾患、パ

　　ニ盟障害』精神症状を伴う脳器質性障害一
　　一定等（以下「対象精神疾患」という。）の
　　ため通院対象者（通院対象者の著しい病状改善に資すると考えら

　　れる場合にあっては、当該通院対象者の家族）に対して、医師が

　　一定の治療計画のもとに危機介入、対人関係の改善、社会適応能

　　力の向上を図るための指示、助言等の働きかけを継続的に行う治

　　療方法をいう。

（2）　医療観察通院精挿療法は、精挿科を担当する医師が行った場合

　　に限り算定する。

（3）～（5）　（略）

（6）　当該通院対象者の家族に対する医療観察通院精神療法は、当該

　　家族に対し専門的見地から精神療法を行うことが当該通院対象

第2部　医療観察精神科専門療法
1　（略）

2　医療観察精神科退院前訪問指導料

（1）　医療観察精神科退院前指導料は、入院対象者の退院に先立ち、患

　家又は整麹室査壷一等を訪問し、当該入
　院対象者の病状、生活環境及び家族関係等を考慮しながら、当該入

　院対象者の家族等、退院後当該入院対象者の看護や相談に当たる者

　に対して、退院後の療養に係る調整又は療養上の指導を行った場合

　に算定する。

　　なお、医師の指示を受けて指定入院医療機関の保健師、看護師、

　作業療法士又は精神保健福祉士が訪問し、指導を行った場合にも算

　定できる。
（2）～（5）　（略）

3　医療観察通院精神療法
（1） 医療観察通院精神療法（簡便型精神分析療法を含む。以下同じ。）

とは、統合失調症、躁うっ病、神経症、中毒性精神障害（アルコー

ル依存症等をいう。）、心因反応、児童・思春期精挿疾患、ム埜障

害又は精神症状を伴う脳器質性障害等（以下「対象精神疾患』とい

う。）のため通院対象者（通院対象者の著しい病状改善に資すると

考えられる場合にあっては、当該通院対象者の家族）に対して、医

師が一定の治療計画のもとに危機介入、対人関係の改善、社会適

応能力の向上を図るための指示、助言等の働きかけを継続的に行

う治療方法をいう。

（2）　医療観察通院精神療法は、精神科を担当する医師が行った場合に

　　限り算定する。圭一知　症てんかんに して　　　　　　　　　　　が一

（3）～（5）　（略）

（6）　当該通院対象者の家族に対する医療観察通院精神療法は、当該家

　　族に対し専門的見地から精神療法を行うことが当該通院対象者の

　　社会復帰を促進するために重要であると推定される場合に限り、

　　週1回に限り算定する。このとき、当該通院対象者に対して医療



者の社会復帰を促進するために重要であると推定される場合に

限り、週1回に限り算定する。このとき、当該通院対象者に対し

て医療観察通院精神療法を行った日と同一の日に別途行った場

合も算定できる。ただし、当該通院対象者の病状説明、服薬指導

等一般的な療養指導である場合は、算定できない。

（7）　（略）

（8）「イ』は　の　　 のにカ　って
　瞳精神保健指定医又はこれに準ずる者（精神保健指定医であっ
　　た医師及び旧精神衛生法に規定する精神衛生鑑定医であった医

　　師をいう。一　鑓」』一初診時に医療観察通院精神療法が行われた場合
　に限り初診時にのみ算定できる。

　　なお、この場合においても他の初診時と同様に診療時間が30

　分を超えた場合に限り算定できる。

イ　　　　　　　上の　　　　　　の公　　としての　　（
　　　　　について　　　　　　（　　　　　　　　22

　67　252の191の　 の　 ’の
以下同じ。）に　極的に協力し、　察　　等　　1ロ以上』“こ

」
には に連

よ公　としての　に面し から’・　でのいずれ

し、　　　　の　　に

イ　　　入　　び
かの　　又は

　　入　　の

1口尼上一軸こと

（ロ）医　入及び応入のための送の診
（ハ） 会におけ

べの立　　し　　での

　　　　　　　　　　の　　に　　　　　　　の　　　　　急

体　の　　への協力等　行っていること。　体的には、（イ）から

ホ　　　の　　　　　　　　　の　によ公　としての

イ日又はに’け救魚　　センター等の相　　からの閏ムせに　応ず　こ
　　　　　　　　　　　　　　　　への　　に　し

観察通院精神療法を行った日と同一の日に別途行った場合も算定

できる。ただし、当該通院対象者の病状説明、服薬指導等一般的

な療養指導である場合は、算定できない。　　に　して

　　　　　法一つたムは　　　の　に

鐡（7）　（略）（8）　rイ」は精神保健指定医又はこれに準ずる者（精神保健指定医で

　　あった医師及び旧精神衛生法に規定する精神衛生鑑定医であった

　　医師をいう。盟初診時に医療観察通院精神療法が行われた場
　　合に限り初診時にのみ算定できる。

　　なお、この場合においても他の初診時と同様に診療時間が30分
　　を超えた場合に限り算定できる。

と には 鯖　　セン　　　の　応　　（ン

（ロ）　　間外、休日又は深　における外来　応施　　（自治　　の
　コール　　　　’　に　カしてい

応」又は1の応）での や

への　　　カ〔 は 』
つ

零
丁

（い　れも

し

　　　　　　　　　　　に　加

が　　又は　ンコールに加して

　　　　　　の　　　　　　　　　　　一。）　　と

並ハ　　　時　　において
てい　　　に　す の　　せに応じ

　できる体　　有していること。　体的には　（イ）又は（ロ）のい

と　に　　　に　じて　’かじめ　　してい

整　す　と

　的に　　し

　　　　に

（イ）　基 の施基’等及びの　に　手きの取
いについて　　成24　3月5日 0305第2　の

口 　　　　　　　セン
、消　　（　急　）　救　　急センター、一般 等か

らの　にす　ムせにし　貝1として当該
において、 応で がとられてい　　また、

や’　　オ’い　　によし によ　・▲せに応じ　こと

がで　オ’かった　　で　って やカ、1こコー」レ，く“

（9）　「注4　の 剤　　用　　加　は　几

用　の

又1こ　に噂 が

に加え　　に 外症　 尺（DIEPSS）用いて
　一軸べ　　　　の　　　　の　　　　の

かつ に 外 症唱の一 一つた上で

法の治　方 した　▲に　　　1口に　　り 一
』

る

の1式1に●じて い　　の　　と　　した治

4　医療観察認知療法・認知行動療法
　　　　について　　　　に

4
（1）

（2）

（3）～（4）

（5）

医療観察認知療法・認知行動療法
　（略）

　医療観察認知療法・認知行動療法は、一連の治療計画を策定し、

墨壷に対して詳細な説明を行った上で、当該療法に関する研修を

受講するなど当該療法に習熟した指定通院医療機関の医師によっ

て30分以上の治療が行われた場合に算定する。
　　　　（略）

　医療観察認知療法・認知行動療法の実施に当たっては、厚生労働

科学研究班作成の「うつ病の認知療法・認知行動療法マニュアル」



（1）　（略）

（2）　医療観察認知療法・認知行動療法は、一連の治療計画を策定し、

　　鐡萱に対して詳細な説明を行った上で、当該療法に関する
　　研修を受講するなど当該療法に習熟した指定通院医療機関の医

　　師によって30分以上の治療が行われた場合に算定する。
（3）＾’　（4）　　　（略）

（5）　医療観察認知療法・認知行動療法の実施に当たっては、厚生労

　　働科学研究班作成の「うつ病の認知療法・認知行動療法マニュア

　　ル』（平成21年度厚生労働省こころの健康科学研究事業「精神療

　　法の実施方法と有効性に関する研究」）一

露藍6「イはの　　のにカーって　　い　　　　　　　　が　　の　　ロ　ハのい　　か2つ’上の

たした　▲に　　で

　　　　　上の
（　置　　　）について

等　　1口差上一軸こと。

に　極的に　カし　　　業

　の公　　としての

には　　　　　に　　先等

機
からm　でのい　　かの

し の　によ公　としての　に価
　　　　　　　　　は　　　　1ロ～上

口 のための　　　の
，、 ムに’1

への

ホ　　の の　によ公　とての
　　　し　　での

口　　道府　や

の確　への　力等　　ってい　こと。
の　に応じて地の　救医
　　　　　　　　　　には　　（イ）から

イ日又はに’け への　応に　し

センター　の　　　か’の口　せに

こと。　　的1こ1ま

　　　　　　日又は　　に’け

　間・休日角　センター　や　　　　艶

無　センターの応　（オ

口 （自治　　の

制整　　業の

（平成21年度厚生労働省こころの健康科学研究事業「精神療法の

実施方法と有効性に関する研究』）一と」」

常　応1又は　 1の
　　　　　への　　　カ

）での　　跡　や

（いずれも　　孝 必とる者の　行軸。）
　　　　　　又は

し　当

　　　　　　　　　　　　　加

が当又はンコールに加して

堕
　てい　畠　に

，、 において 的に　　し

のロムせに応じ 整 と

と　に　　　に　じて　’かじめ　　してい

で　　体 してい　こと。 には　（）又は（口）のい
　　　　　　　　に

イ の基’びの出に きの取

いについての 加1の出　ってい
（ロ） 無　　センター　　　府 健所

の　にす　▲せ等にし　卿として当
　　｝　　（　　）　　　　　センター から

において常　　応で がとら　てい　。また　や’

つた　ムで　っても　　やかにコールバ・’ク　　ことがで

がい　　によし、 によ　・ムせに応じ　ことがで　なか

（7） 知　法・　知　　　法　行った　合は　　の　点及

5　（略）

6　医療観察精神科作業療法

（1）　医療観察精神科作業療法は、一至宣の社会生活機
　　能の回復を目的として行うものであり、実施される作業内容の種

　　類にかかわらずその実施時間は通院対象者1人当たり1日につき

　　2時間を標準とする。
（2）～（4）　（略）

7　医療観察精神科ショート・ケア

（1）　医療観察精神科ショート・ケアは、頻漣塾継査の社会
　　生活機能の回復を目的として個々の通院対象者に応じたプログ

　　ラムに従ってグループごとに治療するものであり、実施される内

　　容の種類にかかわらず、その実施時間は通院対象者1人当たり1

5　（略）

6　医療観察精神科作業療法

（1）　医療観察精神科作業療法は、蟄劃蓮豊査の社会生活機能の回復を

　　目的として行うものであり、実施される作業内容の種類にかかわ

　　らずその実施時間は通院対象者1人当たり1日につき2時間を標

　　準とする。
（2）＾’（4）　　　（略）

7　医療観察精神科ショート・ケア
（1）　医療観察精神科ショート・ケアは、劃園塵畳畳の社会生活機能の

　　回復を目的として個々の通院対象者に応じたプログラムに従って

　　グループごとに治療するものであり、実施される内容の種類にか

　　かわらず、その実施時間は通院対象者1人当たり1日につき3時

　　間を標準とする。

　　　なお、この実施に当たっては、当該通院対象者の症状等に応じ

　　たプログラムの作成、効果の判定等に万全を期すること。

（2）　医療観察精神科ショート・ケアは入院（法のみならず精神保健福

　祉法等に基づく全ての入院を含む。）中の者以外の通院対象者に限

　　り算定する。

　　なお、医療観察精神科ショート・ケアを算定している通院対象

　　者に対しては、同一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、別

　　に算定できない。ただし、前期通院対象者通院医学管理料を算定



日につき3時間を標準とする。’

　なお、この実施に当たっては、当該通院対象者の症状等に応じ
たプログラムの作成、効果の判定等に万全を期すること。

　r大　　なものについては、　　　が共同して　　　に応じた

　　　　　　　　　　ムに　　　　　　　　　　　　　に当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　について　　　一い
の　　　　　　に　　　　　　　　　　　　加

医療観察精神科ショート・ケアは入院（法のみならず精神保健福

祉法等に基づく全ての入院を含む。）中の者以外の通院対象者に

限り算定する。

　なお、医療観察精神科ショート・ケアを算定している通院対象

者に対しては、同一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、別

に算定できない。ただし、前期通院対象者通院医学管理料を算定

した月において、医療観察精神科ショート・ケアの前後に医療観

察精神科訪問看護・指導が行われる場合にあっては、この限りで
はない。

医療観察精衿科ショート・ケアと医療観察精神科デイ・ケア又

は医療観察精神科ナイト・ケアの届出を併せて行っている指定通

院医療機関にあっては、医療観察精神科ショート・ケアと医療観

察精神科デイ・ケア又は医療観察精神科ナイト・ケアを各々の通

院対象者に対して同時に同一施設で実施することができる。この

場合、医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神科ナイト・ケ

アを算定する通院対象者は、各々に規定する治療がそれぞれ実施

されている場合に限り、それぞれ算定できる。

　なお、同一日に実施される医療観察精神科ショート・ケアの通

院対象者数と医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神科ナイ

ト・ケアの通院対象者数の合計は、医療観察精神科デイ・ケア又

は医療観察精神科ナイト・ケアの届出に係る通院対象者数の限度

を超えることはできない。この場合において、医療観察精神科シ

ョート・ケアの対象患者数の計算に当たっては、医療観察精神科

デイ・ケアの対象患者数の2分の1として計算する。

医療観察精神科ショート・ケアに要する消耗材料箸については、

当該指定医療機関の負担とする。

した月において、医療観察精神科ショート・ケアの前後に医療観

察精挿科訪問看護・指導が行われる場合にあっては、この限りで
はない。

医療観察精神科ショート・ケアと医療観察精神科デイ・ケア又は

医療観察精神科ナイト・ケアの届出を併せて行っている指定通院

医療機関にあっては、医療観察精神科ショート・ケアと医療観察

精神科デイ・ケア又は医療観察精神科ナイト・ケアを各々の通院

対象者に対して同時に同一施設で実施することができる。この場

　　医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神科ナイト・ケア

を算定する通院対象者は、各々に規定する治療がそれぞれ実施さ

れている場合に限り、それぞれ算定できる。

　なお、同一日に実施される医療観察精神科ショート・ケアの通

院対象者数と医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神科ナイ

ト・ケアの通院対象者数の合計は、医療観察精神科デイ・ケア又

は医療観察精挿科ナイト・ケアの届出に係る通院対象者数の限度

を超えることはできない。この場合において、医療観察精神科シ

ョート・ケアの対象患者数の計算に当たっては、医療観察精神科

デイ・ケアの対象患者数の2分の1として計算する。

医療観察精神科ショート・ケアに要する消耗材料等については、

当該指定医療機関の負担とする。

　r注3』に掲げる医療観察通院前期・中期加算の対象となる通院

対象者は、前期通院対象者通院医学管理斜又は中期通院対象者通

院医学管理料を算定している通院対象者であって、入院（法のみな

らず精神保健福祉法等に基づく全ての入院を含む。）中の者以外の

通院対象者であること。

　医療観察精神科デイ・ケア

（1）　医療観察精神科デイ・ケアは盤盤の社会生活機能の回復を
　　目的として個々の通院対象者に応じたプログラムに従ってグルー

　　プごとに治療するものであり、実施される内容の種類にかかわら

　　ず、その実施時間は通院対象者1人当たり1日につき6時間を標
　　準とする。

　　　なお、この実施に当たっては、当該通院対象者の症状等に応じ

　r注3」に掲げる医療観察通院前期・中朝加算の対象となる通院

対象者は、前期通院対象者通院医学管理料又は中期通院対象者通

院医学管理料を算定している通院対象者であって、入院（法のみ

ならず精神保健福祉法等に基づく全ての入院を含む。）中の者以

外の通院対象者であること。

　　　　　　　　ショート・ケア　　つた　ムは　その

医療観察精神科デイ・ケア

　医療観察精神科デイ・ケアは短一畳の社会生活機
能の回復を目的として個々の通院対象者に応じたプログラムに

従ってグループごとに治療するものであり、実施される内容の種

類にかかわらず、その実施時間は通院対象者1人当たり1日につ
き6時間を標準とする。

　なお、この実施に当たっては、当該通院対象者の症状等に応じ

たプログラムの作成、効果の判定等に万全を期すること。

オ’ものについては、

　　　　　　ムに

が共同して疾　等に応じた

がお　　　　　　に当　計

　について　　一い、そ
　　　加　　　のプログ辱

医療観察精神科デイ・ケアは入院（法のみならず精神保健福祉法

等に基づく全ての入院を含む。）中の者以外の通院対象者に限り

算定する。

　なお、医療観察精神科デイ・ケアを算定している通院対象者に

対しては、同一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、別に算

定できない。ただし、前期通院対象者通院医学管理料を算定した

月において、医療観察精神科デイ・ケアの前後に医療観察精神科

訪問看護・指導が行われる場合にあっては、この限りではない。

治療の一環として治療上の目的を達するために食事を提供する

場合にあっては、その費用は所定点数に含まれる。

　r注3」に掲げる医療観察通院前期・中期加算の対象となる通院

対象者は、前期通院対象者通院医学管理料又は中期通院対象者通

院医学管理料を算定している通院対象者であって、入院（法のみ

ならず精神保健福祉法等に基づく全ての入院を含む。）中の者以

たプログラムの作成、効果の判定等に万全を期すること。

医療観察精神科デイ・ケアは入院（法のみならず精神保健福祉法

等に基づく全ての入院を含む。）中の者以外の通院対象者に限り算

定する。

　なお、医療観察精神科デイ・ケアを算定している通院対象者に

対しては、同一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、別に算

定できない。ただし、前期通院対象者通院医学管理料を算定した

月において、医療観察精神科デイ・ケアの前後に医療観察精神科

訪問看護・指導が行われる場合にあっては、この限りではない。

治療の一環として治療上の目的を達するために食事を提供する

場合にあっては、その費用は所定点数に含まれる。

　『注3』に掲げる医療観察通院前期・中期加算の対象となる通院

対象者は、前期通院対象者通院医学管理料又は中期通院対象者通

院医学管理料を算定している通院対象者であって、入院（法のみな

らず精神保健福祉法等に基づく全ての入院を含む。）中の者以外の

通院対象者であること。

同一の通院対象者に対して同一日に医療観察精神科デイ・ケアと

医療観察精神科ナイト・ケアを併せて実施した場合は、医療観察

精神科デイ・ナイト・ケアとして算定する。

医療観察精神科デイ・ケアに要する消耗材料等については、当該

指定通院医療機関の負担とする。

医療観察精神科ナイト・ケア

　医療観察精神科ナイト・ケアは、通院対象者の症状から特に必要

があると判断される場合に算定するものとする。

　医療観察精神科ナイト・ケアは撞雌の社会生活機能の回復
を目的として行うものであり、その開始時間は午後4時以降とし、

実施される内容の種類にかかわらず、その実施時間は通院対象者

1人当たり1日につき4時間を標準とする。



　　外の通院対象者であること。

（6）　同一の通院対象者に対して同一日に医療観察精神科デイ・ケア

　　と医療観察精神科ナイト・ケアを併せて実施した場合は、医療観

　　察精神科デイ・ナイト・ケアとして算定する。

（7）　医療観察精神科デイ・ケアに要する消耗材料等については、当

　　該指定通院医療機関の負担とする。

璽　　　　　　　　デイ・ケア　㌍つた　ムは、　の　　　び

9　医療観察精神科ナイト・ケア

（1）　医療観察精神科ナイト・ケアは、通院対象者の症状から特に必

　　要があると判断される場合に算定するものとする。

（2）　医療観察精神科ナイト・ケアは翌困一の社会生活
　　機能の回復を目的として行うものであり、その開始時間は午後4

　　時以降とし、実施される内容の種類にかかわらず、その実施時間

　　は通院対象者1人当たり1日につき4時間を標準とする。
（3）　医療観察精神科ナイト・ケアを算定している通院対象者に対し

　　ては、同一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、別に算定で

　　きない。

（4）　その他医療観察精神科ナイト・ケアの取扱いについては、医療

　　観察精神科デイ・ケアの取扱いに準じて行う。

璽医　　　　　ナイト・ケア　行った　△は、その　点及び診

一一10　医療観察精神科デイ・ナイト・ケア
（1）　医療観察精神科デイ・ナイト・ケアは、通院対象者の症状から

　　特に必要があると判断される場合に算定するものとする。

（2）　医療観察精神科デイ・ナイト・ケアは撞一畳の社
　　会生活機能の回復を目的として行うものであり、実施される内容

　　の種類にかかわらず、その実施時間は通院対象者1人当たり1日

　　につき10時間を標準とする。
（3）　医療観察精神科デイ・ナイト・ケアと医療観察精神科デイ・ケ

　　ア又は医療観察精神科ナイト・ケアを行っている指定通院医療機

　　関にあっては、医療観察精神科デイ・ナイト・ケアと医療観察精

　　神科デイ・ケア又は医療観察精神科ナイト・ケアを各々の通院対

　　象者に対して同時に同一施設で実施することができる。この場

（3）　医療観察精神科ナイト・ケアを算定している通院対象者に対して

　　は、同一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、別に算定でき

　　ない。

（4）その他医療観察精神科ナイト・ケアの取扱いについては、医療観

　　察精神科デイ・ケアの取扱いに準じて行う。

10　医療観察精神科デイ・ナイト・ケア
（1）　医療観察精神科デイ・ナイト・ケアは、通院対象者の症状から特

　　に必要があると判断される場合に算定するものとする。

（2）　医療観察精神科デイ・ナイト・ケアは整捌陸豊宣の社会生活機能

　　の回復を目的として行うものであり、実施される内容の種類にか

　　かわらず、その実施時間は通院対象者1人当たり1日につき10時

　　間を標準とする。

（3）　医療観察精神科デイ・ナイト・ケアと医療観察精神科デイ・ケア

　　又は医療観察精神科ナイト・ケアを行っている指定通院医療機関

　　にあっては、医療観察精樟科デイ・ナイト・ケアと医療観察精神

　　科デイ・ケア又は医療観察精神科ナイト・ケアを各々の通院対象

　　者に対して同時に同一施設で実施することができる。この場合、

　　医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神科ナイト・ケアを算

　　定する通院対象者は、各々に規定する治療がそれぞれ実施されて

　　いる場合に限り、それぞれ算定できる。

　　　なお、同一日に実施される医療観察精神科デイ・ナイト・ケア

　　を受ける通院対象者数と医療観察精挿科デイ・ケア又は医療観察

　　精神科ナイト・ケアを受ける通院対象者数の合計は、医療観察精

　　神科デイ・ケア又は医療観察精神科デイ・ナイト・ケアの届出に

　　係る通院対象者数の限度を超えることはできない。

（4）　医療観察精神科デイ・ナイト・ケアを算定している通院対象者に

　　対しては、同一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、別に算

　　定できない。

　　医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神科ナイト・ケア

を算定する通院対象者は、各々に規定する治療がそれぞれ実施さ

れている場合に限り、それぞれ算定できる。

　なお、同一日に実施される医療観察精神科デイ・ナイト・ケア

を受ける通院対象者数と医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察

精神科ナイト・ケアを受ける通院対象者数の合計は、医療観察精

神科デイ・ケア又は医療観察精神科デイ・ナイト・ケアの届出に

係る通院対象者数の限度を超えることはできない。

医療観察精神科デイ・ナイト・ケアを算定している通院対象者

に対しては、同一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、別に

算定できない。

　「注4　に　げ　加　の　　とな　’　　　　は、多　　が共

・して　　　に

　　　　　　　　　　に　当

　　　　について　　　　い　　　　　　　　　に己

　　その他医療観察精神科デイ・ナイト・ケアの取扱いについては、

　　医療観察精神科デイ・ケアの取扱いに準じて行う。

皿　　　　　　　　デイ・　　ト・ケア　一つた　ムは　　の

1
1
（1）　医療観察精神科訪問看護・指導料（1）魍は、精神科を担

　　当している医師の指示を受けた一他豊
　　　　　一つた　の　　　　　　　に

作業療法士又は精神保健福祉士（以下r保健師等』という。）が、

入院（法のみならず精神保健福祉法等に基づく全ての入院を含

む。）中の者以外の通院対象者又はその家族等の了解を得て患家

等を訪問し、個別に当該通院対象者又は煙家族等に対して看護

及び社会復帰指導等を行った場合に算定する。

　「注7　の　　　　　　・　看　・指　　の　　　　は

（日　日か’土　　　での　　　　　　　　い　　　について

1
1　
ω

その他医療観察精神科デイ・ナイト・ケアの取扱いについては、

医療観察精神科デイ・ケアの取扱いに準じて行う。

医療観察精神科訪問看護・指導料

医療観察精神科訪問看護・指導料（1）は、精神科を担当している

医師の指示を受けた指定通院医療機関一
　　　　　　’一つた　の　　及

　　　　　　310　　　　　　　　　　　　　　　　に　げ

（以下r保健師等』という。）が、入院（法のみならず精神保健福祉

法等に基づく全ての入院を含む。）中の者以外の通院対象者又はそ

の家族等の了解を得て患家等を訪問し、個別に当該通院対象者又

は家族等に対して看護及び社会復帰指導等を行った場合に算定す
る。

　「注3に　加は　　　　　が　の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　示

目して

ってい

　　に

堕
畷



から　　した7日間について
一つた　ムで　っても　1日につ　1ロ
　　　　　　ロー日に　　目

皿魅（3）　「注7　のただし　に △とは が性
した　　で　って の　　が

指示した　▲で　　。また　　「注8　に ムには

一つた からの　　によし

が　　　　　の に　　し、　　と1して　　示した
　　　　　　　　　　　　の

4　「注7　ただし　に r注8　に ム

においては　れれの指示はに1・つにし　の必
について　　　　　の　　及び　示　　の　　と　せて に

し 明　　にも　の　　性について

の　示　　けた が 立 （平成17

123　　に サービス　” しくは

福　ホームの了　のもとにこれ’の施 して　当　施に
入　し　かつ　当 で

又は　の に　して に　　又は会
　ってい　　　の

一つた　ムに

6 ∬　については　1人の

の数は5人
　　　　　　　　の
とし　1口の　野　　・指　に8人

口 けよ一と　　・一 に　して　当

又は　　上必　な 一つた　▲（「注7　ただし　及び

「注8　に ム　　〈。）において　一人の

につ　　　　　　　理 してい　　▲は　5日 2

拠

8　。一建 とは　貝1として建基‘法（　25法
201　　　2　　1　に に　　　　　　の
象者のこと　い噂が　　体的には　マンションなどの集▲住宅

に入　又は入　してい　　　の 又はイ　しくは口に

一一イ　　人 （　38法　133）20の4にす
老人ホーム、。ま　20　の5に 老人ホ

ーム　ロ　　20　の6に 老人ホーム　甜　　29

　1　に 人小一ム　マンションむどの　▲　宅

ロ介　法（成9法123）8　9にす
短　入所生。 8　17に　す小
］宅・　（ 1サービスの　　の人

及び　　に　　る基’　（平成18　　生 34　）第63
5　に　　す　　、サービスに　　。） 法　8
18　に　　す　　知症　応型共同生　介暑、介　　　法　8

の2第9　に　　す　介　予　　　入所生活 法

8　の2　16　に 小　　多　　1宅
サービスの　　の人

並びに指定地域　　型　　予　サービスに　る

の オ’支　の　法に　す　基　　（平成18　　生　働省　第
　　　　　　　　　　　　　　　　　　のため

36）　44　51、 」サービスに　　　）

4　8　の2　17　に 知 1共・

生，　　がどのサービス　　けてい　　　の
9

の施　に基づき30分未’又は30以上の　区の
　　　　　口　　・　　（1　び（皿）は　1口の

い　　か一　の の　　行軸こと。また

愚
　　口 n　については　1　　から3

10　　「注4　の加　は の　　が　　　の

等又は准看　　等（准看　　又は看　　助　　い一。以下同じ。）

によ への　　が　　と1し 又は　の



に　して 一つたムに　す。

看　・指　イーつたことのみもって ることはできない。

（11）　健　　とロー　 、 等は　　に・ はオ燭い

がずに’いてが・にす　の す

一12　　吟　6　の 加　は

によし

の　　が90
　　の

えた　ム　　1口に　し

　に　　て　　1口の

一13　　「注9　の 弱　　加　は （　6時から午
10　　で　い軸。）又は　　（　16　か’　18　　での
　い魅　）に　　　　　　　　　　　　　　一つた　ムに

。　　加　は （午　10　から午　6　ま

でい軸。）に
。当　加　は
　　　　　　口

響つた　▲に

数　加 緊　　。看

14　　13は

　　口
一つた　ムに　　で　　もので　し

の　めに応じて　　　　に

の　ムにより　当 に保健　等 させて医

科 一つたムには　で濯い。
15　「注10の 額　。　　加　は 口

で　って 又はの　ののめに’て
男 つた　ムに1日につ　1口に　り加　　る。

の　　に

口 一つた やかに　小　一つた

の　　等 とと　に オ、　ム

（亘）

（18）

　　　　　　　　の医師は、保健師等に対して行った指示内容

の要点を診療録に記載する。

　保健師等は、」豊定一医師の指示に基づき行った指

指画についてし

（5）　医師は、保健師等に対して行った指示の内容の要点を診療録に記

　載する。
（6）　保健師等は、医師の指示に基づき行った指導の内容の要点並びに

　精神科訪問看護・指導を実施した際の開始時刻及び終了時刻を記

　　録にとどめておく。

（7）　r注6』に規定する交通費は実費とする。

（8）　医療観察精神科訪問看護・指導料を算定している通院対象者に対

　　しては、同一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、別に算定

　　できない。ただし、前期通院対象者通院医学管理料を算定した月

　　において、医療観察精神科訪問看護・指導の前後に医療観察精神

　　科ショート・ケア、医療観察精神科デイ・ケア、医療観察精神科

　　集団療法又は医療観察認知療法・認知行動療法を行う場合にあっ

　　ては、この限りではない。

　　導の内容の要点並びに屋幽霊精神科訪問看護・指導を実施した

　　際の開始時刻及び終了時刻を記録にとどめておく。

（19）　r注11」に規定する交通費は実費とする。

（20）　医療観察精神科訪問看護・指導料を算定している通院対象者に

　　対しては、同一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、別に算

　　定できない。ただし、前期通院対象者通院医学管理料を算定した

　　月において、医療観察精神科訪問看護・指導の前後に医療観察精

　　神科ショート・ケア、医療観察精神科デイ・ケア、医療観察精神

　　科集団療法又は医療観察認知療法・認知行動療法を行う場合にあ

　　っては、この限りではない。

　1　　　　　　 示は入（　　　、に基
　　づく入　　　’）　　の　　　　で　って　　旋毛

　　　　　　　るため　　　・　に　る示”こと
　　　　　　ものでし　　の　　理甲ってい指

の　　　（2下「主治医　とい噂。）が　　に基づ

族　の・

　口

て 式2 に　成した

1　　目に　げる指定通
　　　示　に 飼　　6

（以下「　看　　　型指

に　　　　　　　して　く

という。）に　して交・した　合に

オ’お1かの示一』ムには 口

2　　　　　　　ロ　　の　示は　当 に　して　　して

が一軸こと　　1とし　　での

っている について1月に1口 として

で　　。オ’お　・一月において　1人の について

　　　　　　　　　　　に
示　交・した　 でっても当　示は　1

等によし

　　　　　　は
した　ムで　って

纏

に　して行軸

　の

め、当 又は　の



　の口　　　　て

1　ロ　　　　示

交付した　合に、

　ここでいうr一
う’　　　とは

’　　ではむく

　の口　又は

　については
、む 口又は の は 当

轄1』』壬一結O瞳壱貫印臨櫨

　　　式3

1月に1口
　　に　口又は
一　　む　口又は

　　の　化　で日

では　応できオ’い

　　　　　　　」

　　の　示1こ

愚　4　　　　　　　の　　　ノ呷った　　　　ロの　めたには
　　　　　　　　　・　　　示　及び
　　　示　　（以　　r

　　　成　　。当

　　連　　として　　　　　つた

　　　　　した上で
　　　オ、・　　　　　　　　　　　　　　　　一
　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　ホ
　　　めに応じて通　　又はの
　　　　　　　　　　に交・で　　。
　5　　　　　　　　にかか　主治　は

6　　　　　　　　　の主払　は　　　　　　　　　　　。

　　示交・でっても　　 の　に応じての

　　　むお、医　　　　。　　の　示　行った指　　　　　　は、

　　が　つた　▲には、　　丁　に　応ず　。
13
　　　　　　　　　　　　　ノ
（1）　医療観察持続性抗精神病注射薬剤治療指導管理料は、塑

　堡塁幽艷精神科を担当する医師が、持続性抗精神病注射薬剤を
　　投与している入院（法のみならず精神保健福祉法等に基づく全て

　　の入院を含む。）中の者以外の統合失調症を有する通院対象者に

1　　　　　　　　に　して

　　の　　　　　　　口　　　　炉

　　の　　　　　　　　　の
　かってい　　　　　　　ロ

ムで　。また、の由
　口　　　示　に

　の日から14日以　に

　　　　の　　は
　　　に　づ　　やかに

　　　　　　別　。看

　　示等とい軸。）
　　不等には緊　の
　　　　の
　　　　　　1こ　・

　　は　　に　　　　　の
族等　　して　問者

交・した

に　　した

として　定　る。

一口 ホ の　し に　　・

十昌白

口
1

の について
A｛虹 十視▲

　　みならず精神保健福祉法等に基づく全ての入院を含む。）中の者以

　　外の統合失調症を有する通院対象者に対して、計画的な治療管理

　　を継続して行い、かつ、当該薬剤の効果及び副作用に関する説明

　　を含め、療養上必要な指導を行った場合に、月1回に限り、当該

　　薬剤を投与した日に算定する。

（2）　（略）

（登）

齧ﾖ行った場合は・
第3部医療観察訪問看護
1　医療観察訪問看護基本料

（1）　　　　　　　　　　一、　　　　　　又は　　　法士（以下「看

　　　　　とい鞠。）とは　次のい　　かに　　　　　　い嘲。

　　　　　　　　　　　　　　　　63　　3　に
　　　において　　　　　又は　　　　　に　　した　　　有

　童
　ロ　　　　　に　する　・看　の　　　　　る

ハ　　福センター又は　所におけ　　にす

二　　　　　が主　す　　　　　及び　　　　法　　に　す

　　対して、計画的な治療管理を継続して行い、かつ、当該薬剤の効

　　果及び副作用に関する説明を含め、療養上必要な指導を行った場

　　合に、月1回に限り、当該薬剤を投与した日に算定する。
（2）　（略）

（3　　ジ　　ムー’　　理は
　　　　　の’すが邑几▲治
　　　段治理　して一いかつ当’剤の　び1用
　　に　　　日　め　　上’・む　　4一つた△に　　1ロ

4　治　　九性　ム失　症治　　とは、クロザピン　いう。
（至）

皷ﾛする場合は・
第3部医療観察訪問看護
1　医療観察訪問看護基本料

（1）　　　　　　看　基本料を　　す　場合には、次のいずれかに

　　　当　　　　　　　有す　　に　す　看’について　当の　験

　　　　す　　　　、　　　又は　　　法士（2下「　　等　とい
　　、。　が　　　　　　。　　　辱軸

　イ　　　科　　　する保　医　　　において、　　病棟又は

　　科外来に　　した経　　有す　者

　口疾すにす閏の　する　ハ　　　センター又は　 におけ　　にす

　二『等が主　 に研了している　置
（2）医　’・　基　（1）は、医　 口看　けよ軸

してい　治 ム失　症 に して、計画
6占ナも」重心臨コ闘コヒ堂鐘娼：
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び
主
．
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と
及
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看
イ

　
　
　
　
3

　　　　　　してい

　　　　　　　口　基　1は’104のに
　　計画や当　院　にかかる院 書院医学管理
　　い指　医　の主シの示に基づ　ム第1
　　す　　　　　　　　　以下「　　’　　　」

　　とい鞠　の　　　　が　　　法のみオ’ら

　　基づく全ての入　　含む。　以外の　　　　　又は　の

　　　　　て　　・して個に当　　 又は

　　にして又は上む　一つた▲に

　計画や当にかか理　　い　　　’　　　　　の主治　の　示　　けた　　　　が

　一プ小一ム又は　　　しくは　　　の　　　　　　、け’

　い　　　　　会　　施’の了　の下にこれらの施’

　て．　　　　に入　し　かつ　　　　　　　　によ

　　　　　学理　けてい　の　　又はの
　　　　　　にしてロに又は上倉　一

一

2

（3）　　　　　　看　基　　（H）は噂　104　の処　に

4

5

6

⑦
⑥
働

　　　　　。　　基
る1用　の　は5名程
いこと。

　r注3にかか
理　　一ってい

　　と一　し　　　主ぬ

　　　　　の　　　等が
して　看　又は　　上必

一　　口　　　　　は　　　　察し看　師等は　　施した
した　の　　　刻及

　r注6　に

　　　　　　　　の　施

行って
1こ　’

　　1こ

　　の

　　　　　　　　　　　　　　一って

　　　　　　　　　　　　　　グル

　　　　　　　　　　　　　ていむ

　　　　　　　　　　　　　。し

　　　　　　　　　　　　　　　担

　　　　　　　　　　　　　つた

Hは　1人の　　　　が1日に　口
　　とし、8　　超えることはできな

・　　加　は　　　　　　　　　学

　　　の主幅　が　　　　　　　　が

の　示　　iた　　　　　　　」

の又は、と・に。な　　　　つた　▲に所　の区　に

　　　に　　　　3　　　のみによ

　　基ののとはがらオ’

　　　・　　の内　の　　並びに　施
　禦　　　にとどめておくこと。

は　　と

　は1ロの　　につき、医



30から1こついては301

基 皿 については1 か、3 と

の

の

墜
生1日

とこ

旦
闘

畦
した

匙（10）　ロの　閏においては　　・　　　　　での　’の　こ　　　　の

　　　　サービスの　　　噂　の

11　　ロの　　においては
　　象者の病状．家庭等での看護の状

L

口剴壁に対して、
　　サービス　一一　　又は　　小一ム（彪　r

とい価　　に入　してい　　　のものに　して

　　の主治　から交付　　けた　　　　　　お

及び精神科訪問看護計画書に基づき、通院対塾ヨ

　看　について　　　　。

　　ここでい一　　　　　　　とは　　　　　　が入　してい

　　で　って　’に　げ　　の　い一

（イ）　グループ小一ム及　ケア’・一ム（　　　立　　，第5　第

　　11　に　　　　共同生’　　　詫一軸　業所及び・　　17　に

　　　　　共・生，　　　一幅　　　いう。）

ロ　 （立513に　　る　　　　　施’　いい　日　、　として・　　7　に

　　　生」　　　一一もの　　く。）

（ハ）障　者自立支　法　5　第23　に　　す　福祉ホーム

ロ　　　基皿はイにす　の了魂
　て’にしていの　に・して・に
　　　　　。　　　帰った　ムに　　で
　　なお、当　通　　　者の看　　　当　る者に　する社会　　指

　　に　　　　用については、所　の　　に　まれ　。

ハ　　　　　　ロ　　基　　　皿については　1人の　　　　が1

　日に。　　　のは5　　’とし8　え
　ることはできない。

のにでって同一く。）での

の

1回の

危　また　一一　　　　とは　 2の11の（8）に

一5）　医療観察訪問看護基本料（1）及び（」皿）については

　　　裁上の　ムの　　　　のい　れか一　　　　　　。

（6）　　　　　　看基本については　（7）の　ム　　き前

　　　　　　　　学理　　してい　月は5口　れ
　　2のムは3口　れれ　として
（7）　医療観察訪問看護を受けようとする者であって「注5』の医療

の・の日か’　て14日駐に一つた▲は1口に
り14日　としての　 で。
　むお　　　　別　　示の交・の日の
　　び当交・のった日から　して14日の日の
に’いては　　　の噛　　　　　　　　口　　示の
　　に　　した日　　き　（6）に　める口　　　　として

　　。た　　　　 唖　　示が交・　た
　　　に　　　　　　　　　　については　当　　　　　者
の病状等を十分把握し、一時的に　口又は　　　に　　　　　・

看　指示　が交付され

問看護療養費明細書に

〆　　で　って

は　3　　　　一た
又はその端数を増すご

及加算は、基

　　ること．　口に　　　　　　・　別

　てい　　についてはの

幽8　　　　　　口　　　　　（皿　　　囑　　　　口　　の　　が3　　　　一た

　　について　5　　　　　として　1
　とに　　　数に加　　る。

9）イ　　「注8』の医療観察特別地域訪問1

3の9の（3）にという。）示、以下r基366示

型
問看

　も合理　オ’常の

　　に　して
加算する。

　　　のまでの口につ
4で　　1　　嵯上
護を行った場合に、所定の点



む’ @　加　1　　　　　の　　の　　に　し　　に　し
た が　　1　　尼上　なった　△は　　で　がい
口 別地域　　看　加　　　定　る　　看　　　　指

@は　　の　　　が　’直示　3の9の（3）に
げ に

L
か　かについては　　　　生　に　　　　こ

10 ら9　の　　　　　　　　　　　　加　はに　づ　　　に”　　　　　　　　・

又1　の　　　の　　　　　　　　　　　噸の　めに　　’て　　　　　　　　又
は　宅　　　　　　の　　　に　　。（10）において。じ。）の

示により　連　す　　　　　　粟型　　　　　　　の
が　　　　　　　　　　一つた　△に1日につき1ロに

り加　　　　　　加　は　　　　　　　　が24
び　　　　　　。看　によし　応できる　　　　　　し

において24　　　　　　け　　　又は　　　　の氏
、連　先　　　　　担当日、緊急時の注　　　等並びに往

＿当　及び　　　　　　野　　担　　の氏　等について、文　に

よし　　してい　　　・　　に　り　　で　　　かお　　示

一つた　　　　　　　　の主亀　は　　示内　　　　　に
する。

また、　Ωの医　　　　　　　卍睡った　△は、　やかに主

治　に’　　　　の　　　　　　　とともに　’　な　ムは

。　　　示　の　・　　け　　・
薗について　　し　一軸

1
1
「注10の　　　　　　　　　　　．　5　　は　主治　が 2　医療観察訪問看護管理料

別 示　　交・した　　　の 1　　　　　　　　　　　　は　　　　　　　　」
す に　して　1ロの　　観　　・　　の　　が90 において　　　　　　　　　”につ　　全か　　　　が
えた　△　1人の　　　　　に　して　1口に　し　　の て講　　　　　　　　　　　一ってい　　　　　　　　j

点 に加　す　。

12イ 「注4　に　　　　　　　　。　　加　は　・　に
が　　　　　　に　　　。　　　　　及び　。106　によ　　　　　　　　　　してい

所と 師等又は准 一等との同行による医　　　　．看 歯　　　　　してい に
した　合（30　　　の　▲　　く　）　月　の　　に加 して　　　　とともに　当　　　　　　に 。看
ただし　　　　　　又は　　　　　　士が・一 の　　に　　　　　　が　　　　　して一つた　ムに

合には、　1・に限り所　の点　に加　　　。
血

　口・にの　又は、　によ　　。
　　　　一隅ことについて　　　又はの　の・
　　血
　ハ　単に2人の　健師　又は准看　師　が・　に医　　　　．看

　　’一つたことのみもって　　・　加　 すこ

一　二　看　　　と・一す　准看　　等又は　　　　福　士は、常に。　　一の　はがいが’・　において　が・に在　一

（13）イ「注9に　　　　　・　口看加は
　　　間又は　朝に　　　　　問者　　行った　合に、医　　察深

　　　れ’れ　　の　　に加

　　ロ　イの　▲については　　　　　の　めに応じて　当　　閉

　　　り、　看　型　’　　の合により、当時
　　　に　　　　　野　　行った　△には　　で　がい。

　　ハ当加は　　　・　加と　が・であ
し2　医療観察訪問看護管理料
（1）イ医　　看　理は、断　業1指
　　　において　　　　　　・　　　一うにつ　　全か　　　　が整

　　　れて’り　　　　　　・　　基　　　　　すべ

　　ロ　　　　ってい　　口　　　　」　　　　　　　が
　　　に　　　　　　。　　　面　　び　。看　　　　　主治
　　に　出　るとともに　主治　との連　　　や　・　　　　の　直

　　し等　め、当　　　に　医観　。看の　に
　　　　　　オ　理　　　して一つた　ムに
　ロ　イの　全か　　　　の整　とは　以下の　　　　たすもの　い

五　　（イ）　安全　理に　する基　的な　え方　　故　生　の　応方法
　　　等が文　化　れてい

　　口　で生したインシデントがれ
　　　の　析　　した改　策が　施　れ　体制が整　　れてい　。

看　加　は、 に 看・ 一つた　△に、
十rコ”当言直中　　占幽』

に 口 一つた ムにのみ で ものであ
しI 壷台閣曇甚魯”r聾 幅

2　1の全土’　　の　とは駐の　　たものであ

辿　イ　安全管理に　　る基　的な　え方　　故発生　の　応　法等が　　文　ヒ　れてい　こと。

　ロ　　。　で生した　　インシデントが　　　　　の
　　　　　じた　　　が　　　　　　　が　　　　てい　こと

3　　　　　　　　が一う　　又はの
　　　　との　　　　　宅におけ　　　に

　　　　　の　　に　　　　　　な　　　　　　　　　　・
　　　との連　　　やケア会　が　　　　ていがい　の　　　　への

　　　　供　む。に　　用は　　　　 理に金

鎚4　　　106　に　　　　　　　　　　　してい　　　　　　　び　　　　　　　　　　管理　　施している　　　　　　　　に　し

　　て看　　 出した は　　 のし　看
　　　　　に添付しておくこと。ただし　　　看　　　　と　　看

　　　　　の内　が一の　ムは　　　　　　　に　出　　日
　　　　　ことでこれに代え　ことがで
（5　1人の　　　　　に　し　　口　　1　　　　　　　が　　の

　　　看　　　　1指　通　　　　　又は　　箸　　　型指定通

　　　　　　く　　　　　　　と　　　　　　　又は

　　　　　・　’　の　にす　　六理一うムは、
　　　　　　に’いて　　に　　　　　こと



又は　の との 宅に’け に

　　　　　の主亀　に　して　口　　　生

す

した　▲

は当 の　し に　・しておく。ただし

亜ホ　1人の
　　　　に 日 ごとでこれに　λ　ことがで

に　し　　　の 業型

▲は　　。 において十　に

雌へ の　　に　　　計　　む　理に　たっては

月 町 （特別区 む。） 所又は 福

祉センターにおいて 健　祉サービスとの　　に十

幽2イ 院　　　又は　の　族等から　　等により看　に　　る意　　「注2のr　の　　 24　一応　加は

められた　ムに常　　応で　　　佃に　　　合で

って、　額　　ロ に応じて一軸　　に　　ものと

　　　　　　　　　に

　　生
　’いて

に　して当 し　　のロ た

けよ師と 一
、

に当たっては

ノ、 　　　　　24 応　　加　は　1人の に

でき。このため、医
し　1つの

24　聞応佃加　に係
　　　　　に’いてのみ

口 けようと に に当たっ

ては に　して　　の　口

絵
が

により　　に　す
　　24 応　　加　に　し から

められ　これに　応した

ム　び　　に 目 した　ムは　　の日

ロ（イ）　「注2の「口の
　　　　内　　　　　　二

24　　連　　　加　は
　　　に

又はその　族等から により看にす
められた　ムに常　　応でき に　　ものとし

において　看　　等が

に　　一　　目し　　の・
　　　　　　口

けよ、とする

　に　して当
ム
ロ場た

けようとす　　に　す　　　に当たっては、当

　に
地、

　　　　　　　　　　　　　　の
自並びに時間外及び緊急　の連絡方法　己　した

，、腿幽24　連　加は、1人の に

し　1つの　・ に’いてのみ

で このため

口

24 加　に

に　して　　の　野

けよ軸と　　　に に当たっ

ては　当 型

　　　　　24 加　に　し か’

▲は　　の日

により看　に　する意　　　められ、これに　広した

　　　　　　　及　　応　況　　・看　　　　に

粧ホ　医 24　　連絡制加 すムは、24間

（6）　医療観察訪問看護の実施に関する計画的な管理に当たっては、

　　「通院処遇ガイドライン』（平成17年7月14日障精発第0714002
　号）や「地域社会における処遇のガイドライン」（平成17年7月

　14日障精発第0714003号）を参考とすること。

3　医療観察訪問看護1萱型医
（1）＾ナ（4）　　（略）



　　　　24　　　　　　加
は　1つの　　看　　業型 においてい“れか

のみ　　　す　もので　り 田

に’け によって 24 応　　加
　　　医

凱（旦）　医療観察訪問看護の実施に関する計画的な管理に当たっては、　　「通院処遇ガイドライン』（平成17年7月14日障精発第0714002

　号）や「地域社会における処遇のガイドライン」（平成17年7月

　14日障精発第0714003号）を参考とすること。

　　　については　。　　のにより　成

　　　　　　　　24　　又は　　　　　　　　　　　　　　　加　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ことは　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に

3　医療観察訪問看護幽
（1）～（4）　　　（略）



（3脚E級式1）

DIEPSS（薬原性錐体外路症状評価尺度）全項目評価用紙

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上一憲者：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0　3なし、正常
評価者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1＝こく織屋、不確実

隔日・　　年　　月　　日　　　　2富1巴翻賦
評価瞬間1　　　　－　　　　　　　　3・中等度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4實重度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　櫨当なもの1つに触つ‘ナる．

1歩行G欲　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0　1234
　櫛瓶貼ゆ”・職¢螂漉勲”書繕。融。齢順口鋤贈霜朝臓醐膿
む”薦▽も。

2幽欄隆8r●dy㎞ogia　　　　　　　　　　 O1234　9●陰”●る《累しいニヒ．9伽●賃鎗，亀尊醜7σ遭睡象亀“口虜」顧ω嶺億實伽εしβ｛価賃

身■鵬⊃や」肉隔マ劃一1“鷲し2φ顧妬翻餌マる●

3　釧鵬Siobπhea
　一蹴鋭勝蝸ゆ．

0　1　2　3　4

4麓彊剛Mu8cl●h9団醇　　　　　　　　　　01234
　繕σ賃機”確麓。◎皐鵬．る帽鵬．働曽脅期や穐姐が鳴禽姐虞珊“▼る．

5掘職丁附mor　　　　　　　　　　　　　O1234
　口”．娯竃．爾鎮．艦鱒こ罐φ6創る属復の．鬼鱒鈴14一〇Hz〕恩、りx亀カル“■■』

6アカシジアA㎞伽＄ia　’　　　　　　　　　　　　　0　1234
　髄翠亀C”Ψる禽糞；丁騰σムXム7q醸．ソワソワ醸．絶え頑喚いてい豪いという響簒奪ビ●病的

樽賦と驚“‘こ簡篤し象費“●鴛膿漏誉躍験の伽の鰯｝鵬かし．了候◎震り■し．亀鎗毒．亀φ鱈

亀御し．ウロウロゆG塁筍こつい｛も纈vる．

7ジスト・ニアDy伽nia　　　　　　　　　　　　　　　　O　1234
　9鮒●の貫鵬”鵬よ，で蓼1偵こ帥裾執．管、弱．陥．鋸融ご“舗繍卿φ痴煽…

，つ，ぽ｝．縛■鈴魯貫禦曜ジシ働ン●菅●臼曲論霜i．』嘲賦、観．野飼繋念．賦埠よ鞍．ピ憺臓雛

私ど愈翻贋▼る，

8ジスキネジアD鵬kinggia　　　　　　　　　　　　　　　O　12　34
　翔■』①貫禦こ寛嘗しと執■』1藺■．口鯵．曽．艦．鶴鯨．劇P賦二毒G“る09一瓢二自●蝕マ不鯛な

㎜●賃劃■馴瞳ヨ■臨、アテトー葛臓■■』尊食む」『晒■陶露“口卿『し“い．

9屈指職。鴨ra聾＄gvo晦
　6偉」幌q絵傭の麓8虞．

0　1　2　3　4



（別紙様式2）

医療観察精神科訪問看護指示書

旛最期闇（平成年月日～年月日〉
対象者氏名 生年月日　明・大・昭・平　　年　　月　　日

@　　　　　　　　　　　　　（　　　崩）

対象者住”『

電話番号（　　　）　　　　一

憶験名

主たる傷“名

網状・治療状況 （1）　　　　　（2）　　　　　　（3）

殻与中の藥剤の用隆・用1法

肩名告知 あり　　　　　なし
現
在
の
状
況

治療の動ナ入れ

櫨数名㎜性 あり　　　　　なし

短崎帽魔勘必要性 あり　　・　　なし

日常生活自立震 認知症の状況 （1　　π息　　πb　　皿亀　　皿b　　罫ノ　　M）

12　寮事能力、

R
4
5
6
7
　
そ
の
他

医療籔閑膚神訪問看醜こ■ける留意事項及び捲景事項

@　　生活リズムの帽立

@　　　　　　社会技㎜
@　　対人■㈱魯（家簾含む）

@　　社倉資源活用の支撮

@　　藥物療泊麟嶺読への振駒

@　　身体合併症の郵作・懸化の防止

緊急時の連絡先

s在時の対応法

主治医との2見交換の手組

特記すべき智慧事項

上記のとおり、医療観察訪問看護の実施を指示いたします．

平成 年 月 日

医療轍閲名

住所
電話
（F似）

医師氏名

訪問看護事業型指定通院医療穏関

（訪問着韻ステーシコン）

殿



（ヌ蝦i様式3〕

医療観察精神科特別訪問看護指示書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※該当する指示書をOで囲むこと

医療観察特別訪問看護指示期間（平成年月日～年月日）
対象者氏名 生年月日明大昭平 年　　　月

（

日

態）

症状・主訴：

一時的に医療観察訪問看護が頻回又は長・短時間必要な理由：

留意事項及び指示事項（1主：煮沸主射薬の帽■体用・

（該当する項目にOをつけてください〉

（複数名訪問の必要性　　　あり　・　なし

（長時間訪問の必要性　　　あり　・　なし

（短時間訪問の必要性　　　あり　・　なし

引伸用につし、ての層激」畝があれ1ま量己戯してくだきい．）

理由：

理由：

理由：

特に観察を要する項目（餓当する項目にOをつ1ナてください）

1細葉硝認

2水分及び負物摂駁の状況

3輪神嬉状（儒粛が必要な事項：　　　　　　　　　　　　　　　）

4身体建状（蟹粛が必要な事項：　　　　　　　　　　　　　　　）

5その他〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

点滴注射指示内容（投与薬剤・投与量・投与方法等）

緊急時の連絡先等

上記のとおり、指示いたします。

訪問看護事業型指定通院医療轍関
（訪問看護ステーシ5ン）

医療欄間名

電話
（F　A　X）

医師氏名

殿

平成　　　年　　　月

印

日



（参考：改正後全文）

障精発第0802001号

平成17年8月2日

一　　部　　改　　正

障精発第0331001号
平成20年3月31日

一　　部　　改　　正

障精発0331第4号
平成22年3月31日

一　　部　　改　　正

障精発0330第5号
平成24年3月30日

都道府県

各 精神保健福祉主管部（局）長　殿

指定都市’

厚生労働省社会・援護局

　障害保健福祉部精神・障害保健課長

心神喪失等の状態で重大な他書行為を行った者の医療及び観察等に関する法律第83条第

2項の規定による診療方針及び医療による療養に要する費用の額の算定方法の施行に伴う

実施上の留意事項について

　標記については、本日、「心神喪失等の状態で重大な他書行為を行った者の医療及び観

察等に関する法律第83条第2項の規定による診療方針及び医療による療養に要する費用
の額の算定方法』　（平成17年厚生労働省告示第365号）が公布され、本日から適用さ

れることとなったところであるが、この実施に伴う留意事項は下記のとおりであるので、

貴管内市町村を含め関係者、関係団体に対する周知方につき配慮されたい・



　　　　　　　　　　　　　　　　　記

第1部基本診療料
　　第1節　入院料

．1　入院対象者入院医学管理料

（1）入院対象者入院医学管理料については、多職種チームにより、心神喪失

　　等の状態で重大な他書行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（平

　　成15年法律第110号。以下r法』という。）第42条第1項第1号又
　　は第61条第1項第1号の決定により入院している者（以下「入院対象者」

　　という。）ごとに個別の治療プログラムを策定し、各職種が連携を図りな

　　がら医療を提供するとともに、入院対象者の治療段階をそれぞれ「急性期」、

　　r回復期』、r社会復帰期』の3期に分け評価することにより、早期退院

　　（概ね↑8ヶ月以内）を目指すものセある。

（2）入院対象者の各期別の評価は、多職種チームによる新病棟治療評価会議

　　において行い、その評価結果については、．新病棟運営会議において報告聴

　　取を行うものとする。当該評価結果に基づき、当該指定入院医療機関の管

　　理者は、急性期から回復期、回復期から社会復帰期への移行についての決－

　　定を行うものとする。これら、各期別の一連の評価結果については、その

　　旨を診療録に記載するとともに、毎月～診療報酬明細書に、　「入院処遇ガ

　　イドライン』’（平成17年7月14日障精発0714002号）皿の4の
　　3）．記録等の標準化による関係するシート（以　rシート」という3）の

　　写しを添付する。

　　　また、．19か月以上にわたり入院している場合にも、その理由等必要な

　　事項を診療録に記載するとともに、毎月、診療報酬明細書にシートの写し

　　を添付する。、

（3）当該入院対象者入院医学管理料には、医療観察精神科電気痙攣療法、医

　　療観察退院前訪問指導料並びに1000点以上の画像診断、処置及び手術
　　並びにそれ1亡係る薬剤料及び特定保険医療材料ば含まれていない。‘

（4）入院対象者が、治療の一環として外泊した場合にも、当該入院対象者入

　　院医学管理料を算定することができる。

（5）入院対象者が、当該入院の原因となった疾病に起因した疾病に罹患し、

　　当該指定入院医療機関の別の診療科又は別の医療機関において診療を行っ

　　た場合は、その診療にかかる費用は、　（3）に掲げた費用を除き、当該入

　　院対象者入院医学管理料に含まれるものとする。

　　　このとき、費用の請求に当たっては、当該指定入院医療機関が行うもの

　　とし、診療報酬明細書の摘要欄に当該指定入院医療機関の別の診療科又は

　　別の医療機関において診療に要した費用について所定点数及び合計点数を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ
　併せて記載するとともに、当該診療報酬の分配は相互の合議に委ねる。

　　なお、こあ場合に、診療を行う必要を認めた日、その理由等必要な事項

　を診療録に記載するとともに、診療報酬明細書にもその旨記載する。

（6）入院対象者入院医学管理料を算定する病棟における入院対象者の処遇に

　ついては、　「入院処遇ガイドライン』　（平成17年7月’14日障精発第0

　714002号）を参考とする。
（7）　「注4』のr急性増悪等やむを得ない場合』とは、急性増悪等により心

　　神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する

　　法律第92条第3項の規定に基づき厚生労働大臣が定める行動制限（平成

　　17年厚生労働省告示第337号）を行っている場合とする。

　第2節　通院料
1　通院対象者通院医学管理料

（1）通院対象者通院医学管理料については、多職種チームによる、法第42

　　条第1項第2号又は第5↑条第1項第2号による沫定を受けた対象者（以

　，下r通院対象者1という。）ごとに個別の治療プログラムを策定し・各職

　　種が連携を図りながら医療を提供するとともに、通院対象者の治療段階を一

　　それぞれ「通院前期1、「通院中期』、「通院後期1の3期に分け評価す

　　ることにより、概ね3年以内に一般精神医際への移行を目指すものである。

階（2）通院対象者の各期別の評価は、多職種チーム会議において行うものとす

　　る。　これら｝連の評価結果については、その旨を診療録に記載するとと

　　もに、毎月、診療報酬明細書に、　r通院処遇ガイドライン』　（平成17年

　　7月14日障精発第07↑4002号）皿の3の3）記録等の標準化によ
　　るr指定通院医療機関における多職種チーム会議において整備すべき情報』

　　のうち当該月に係る部分の写しを添付する。

　（3）　当該通院対象者通院医学管理料には1心神喪失等の状況で重大な他書

　　行為を行った者の医療及び観察等に関する法律第83条第2項の規定による

　　診療報酬及び医療による療養に要する費用の額の算定方法に定めのあるも

　　のを除き、初・再診料、医学管理等（特定薬剤治療管理料及びてんかん指導

　　料を除く。）、在宅医療、投薬（処方せん料に限る。）並びに100点未満の処一

　　置並びにそれに係る薬剤料及び特定保険医療材料が含まれている。

（4）通院対象者が、当該通院の原因となった疾病に起因した疾病に罹患し、

　　当該医療機関の別の診療科において診療を行うた場合は、その診療にかか

　　る費用は、，（3）に掲げた費用を除き、別途算定することができる。

（5）急性増悪包括管理料の算定対象となる通院対象者は、

　　①行動は相当に妄想や幻覚に影響されている

、



　②　意思の伝達や判断に著しい障害がある

　③　殆ど全ての生活領域で機能することができない

　④当該通院対象者について法第33条に基づく申立てがなされた際にお

　　　ける他害行為時の精神状態と同様に病状が悪化している場合

　のいずれかの病状が認められ、精神保健指定医により集中的な精神医学管

　理（毎日通院対象者の状態を観察し服薬を確認する等）を行う必要がある

　　と判断された者に限る。

（6）急性増悪包括管理料は、精神保健指定医の診察に基づき急性増悪等によ

　　り集中的な精神医学管理を開始した日から1月を限度として算定すること，

　　としている。この場合において、算定期間が1月以内の場合又は算定開始

　　日が月の途中と．なる場合は、1日につき1300点で算定する。

　　なお、1月の期間の計算は、歴月によるものであり、例えば、7月15

　　日｛’8月↑4日、11月20日＾’12月19日等と計算する。

（7）急性増悪包括管理料を算定した日の属する月においては・1月間に16
　　日以上中期通院対象者医学管理又は後期通院対象者医学管理が行われてい

　る場合に限り、同月において中期導院対象者通院医学管理料又は後期通院

　対象者通院医学管理料を算定することができる。

’（8）急性増悪包括管理料を算定し1月を経過した場合には、法第42条第1

　項第2号又は第51条第1項第2号の決定（以下「通院決定』という。）

　がなされた日から経過した期間に応じて中期通院対象者通院医学管理料又

　　は後期通院対象者通院医学管理料を算定するものとする。

（9）急性増悪包括管理料を算定している通院対象者が入院（法のみならず精

　神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号。以
　下「精神保健福祉法」という。）等に基づく全ての入院を含む。）した場

　　合には、入院した日以降、急性増悪包括管理料は算定できない。

（10）急性増悪包括管理料を算定した場合には、必要と認めた日（算定開始日）、

　　その理由等必要な事項を診療録に記載するとともに、診療報酬明細書にも

　　その旨を記載する。

（11）通院対象者通院医学管理料を算定する指定通院医療機関における通院対

　　象者の処遇については、「通院処遇ガイドライン」　（平成17年7月14

　　日障精発第0714002号）を参考とする。

（12）通院対象者通院医学管理の開始に必要な調整を行い、通院医学管理事前’

　　調整加算を算定する場合は、当該調整にかかる要点を診療録に記載する。

（13）通院対象者通院医学管理の開始に必要な調整とは、法第38条による生

　　活環境の調査若しくは法第101条による生活環境の調整を担当している

　　保護観察所に対して通院対象者通院医学管理の開始に必要な調整を行う旨

　を伝達の上、予め当該決定前に当該対象者が入院している法第34条第1．

　項に基づき鑑定入院を実施している医療機関（以下、「鑑定入院医療機関』

　という。）若しくは指定入院医療機関から指定通院医療機関が独自に当該

　対象者の医療等にかかる情報を直接収集して、法第42条第1項第2号又

　は第51条第1項第2号による決定後に通院対象者通院医学管理を円滑に

　実施するために必要な体制確保にかかる一連の調整を言う。

（14）通院医学管理事前調整加算は、法第42条第1項第2号又は第51条第

　1項第2号による決定がなされた日の前日までに一連の調整が完了してい

　るものを算定の対象とする。

（15）通院医学管理情報提供加算を算定する場合は、算定の都度、ケア会議開

　催日時、指定通院医療機関のケア会議参加者名、保護観察所を含む関係機

　関への情報提供の要点を診療録に陀載する。

（16）ケア会議が開催されていない月における通院対象者の医療等の情報提供

　については、通院対象者通院軍学管理料に含まれる。

2　医療観察情報提供料

（1）　医療観察情報提供料は、地域等の事情により、単独の指定通院医療機関

　　において法第81条の医療を提供できない場合に、複数の指定通院医療機関

　　で連携し、当該医療を提供する指定通院医療機関による診療に係る情報提

　　供を評価することにより、指定通院医療機関の連携の強化を図ろうとする

　　ものである。

（2）医療観察情報提供料は、（1）の場合において、通院対象者に説明し、

　　その同意を得て通院対象者通院医学管理料を算定していない指定通院医療

　　機関（病院及び診療所に限る。）から他の指定通院医療機関（病院及び診

　　療所であって、通院医学管理を行っている指定通院医療機関に限る。）に

　　対して、診療状況を示す文書により医療観察情報提供を行った場合、対象

　　者1人づき月1回に限り算定する。

第2部医療観察精神科専門療法

1　医療観察精神科電気痙攣療法

（1）医療観察精神科電気疸攣療法は、症状から特1；必要があると判断する場

　　合に行うものとする。

（2）医療観察精神科電気痙攣療法とは、100ボルト前後の電流を頭部に短

　　時間通電することを反復し、各種の精神症状の改善を図る療法をいい、マ

　　スク又は気管内挿管による閉鎖循環式全身麻酔を伴い、精神科を担当する

　　医師が行った場合に限り、1日1回を限度として算定する。



（3）医療観察精神科電気痙攣療法は、当該療法について十分な知識を有する

　医師が実施すべきものであり、当該医師以外の介助者の立会いの下に、何

　らかの副作用が生じた際に適切な処置がとり得る準備の下に行わなければ

　ならない。

（4）医療観察精神科電気痙攣療法を実施する場合は、当該麻酔に要する費用

　は所定点数に含まれ、別に算定できない。ただし、当該麻酔に伴う薬剤料

　及び特定保険医療材料は別途算定できる。

（5）当該療法を行った場合には、その必要性等について診療録に記載すると

　ともに、診療報酬明細書にもその旨を記載する。

　　　’v

．2　医療貌察精神科退院前訪問指導料

（1）　医療観察精神科退院前指導料は、入院対象者の退院に先立ち、患家又は・

　　宿泊型自立訓練施設、就労継続支援事業所等を訪問し、当該入院対象者の

　　病状、生活環境及び家族関係等を考慮しながら、当該み院対象者の家族等・

　　退院後当該入院対象者の看護や相談に当たる者に対して、退院後の療養に

　　擦る調整又は療養上の指導を行った場合に算定する。

　　なお、医師の指示を受けて指定入院医療機関の保健師、看護師、作業療法，．

　　士又は精神保健福祉士が訪問し、指導を行った場合にも算定できる。

　（2）医療観察精神科退院前訪問指導料は、1回の入院につき3回を限度とし・

　　て指導の実施日にかかわらず退院日に算定する。

　（3）「注2』にかかる加算は、入院対象者の社会復帰に向けた調整等を行う

　　にあたり、必要があって複数の職種が共同して指導を行っ参場合に算定す

　　るものであり、単一の職種φ複数名による訪問の場合は対象としない。

　（4〉医療観察精神科退院前訪問指導を行うた場合は、指導内容の要点を診療

　　録等に記載する。

　（5）医療観察精神科退院前訪問指導に当たっては、指定入院医療機関におけ

　　る看護業務等に支障を来すことのないよう留意する。・

3　医療観察通院精神療法

（1）医療観察通院精神療法（簡便型精神分析療法を含む。以下同じ。）とは、統

　合失調症、躁うつ病、神経症、中毒性精神障害（アルコール依存症等をいう。）ザ

　心因反応、児童・思春期精神疾患、パーソナリティ障害、精神症状を伴う脳
　　　　　　　　　　　　　　　　　て
　器質性障害、認知症、てんかん、知的障害又は心身症等（以下r対象精神疾患』

　といち。）のため通院対象者（通院対象者の著しい病状改善に資すると考えら

　れる場合にあっては、当該通院対象者の家族）に対して、医師が一定の治療計

画のもとに危機介入、対人関係の改善、社会適応能力の向上を図るための指

示ζ助言等の働きかけを継続的に行う治療方法をいう。

（2）　医療観察通院精神療法は、精神科を担当する医師が行った場合に限り算

　定する。

（3）医療観察通院精神療法は、同時に複数の通院対象者又は複数の家族を対

　象に集団的に行われた場合には算定できない。

（4）医療観察通院精神療法の「イ」及び「口』は、通院決定を受けた後に初

　めて指定通院医療機関にお‘、て診療を行った時（以下「初診時』という。）

　には、診療に要した時間が30分を超えた場合に限り算定することとし、

　医療観察通院精神療法の「ロ』は、「イ」以外の場合において診療に要し

　た時間が5分を超え場合に限り算出する。この場合において診療に要した

　時間とは、医師自らが通院対象者に対して行う問診、身体診察（視診、聴

　診、打診及び触診）及び当該通院精神療法に要する時間をいい、これら以

　外の診療に要する時間は含まない。

（5）医療観察通院精神療法を算定する場合に当たっては、診療録に当該診療

　に要レた時間を記載すること。・ただし、．当該診療に要した時間が明確でな

　い場合には、当該診療に要した時間が5分又は30分を超えたことが明ら

　かであると判断される精神療法を行づた場合に限り、rO分超1などの記‘

　載でも差し支えない。また。医療観察通院精神療法の「イ』を算定する場

　合にあっては、診療報酬明細書の摘要欄に当該診療に要した時間を記載す

　る。

（6）当該通院対象者の家族に対する医療観察通院精神療法は、当該家族に対

　　し専門的見地から精神療法を行うことが当該通院対象者の社会復帰を促進

　するために重要であると推定される場合に限り、週1回に限り算定する。

　このとき、当該通院対象者に対レて医療観察通院精神療法を行った’日と同

　一の日に別途行った場合も算定できる。ただし、当該通院対象者の病状説

　明、服薬指導等一般的な療養指導である場合は、算定できない。

（7）医療観察通院精神療法を行った場合（家族に対して行った場合を含む。）

　は、その要点を診療録に記載する。

（8）　「イ」は、地域の精神科救急医療体制の確保に協力等を行っている精神

　　保健指定医又はこれに準ずる者（精神保健指定医であった医師及び旧精神

　　衛生法に規定する精神衛生鑑定医であった医師をいう。以下同じ。）が、次

　　のイ、ロ、ハのいずれか2つ以上の要件を満たし、初診時に医療観察通院

　　精神療法が行われた場合に限り初診時にのみ算定できる。

　　なお、この場合においても他の初診時と同様に診療時間が30分を超えた

　場合に限り算定できる。



イ　精神保健福祉法上の精神保健指定医の公務員としての業務．（措置診察等）

　について、都道府県（地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の

　19：第1項の指定都市の区域を含むものとする。以下同じ。）に積極的に

　協力し、診察業務等を年1回以上行うこと。

　・具体的には、都道府県に連絡先等を登録し、都道府県の依頼による公務

員としての業務等に参画し、（イ）から～（ホ）までのいずれかの診察又は業務、

　を年1回以上行うこと。

（イ）措置入院及び緊急措置入院時の診察

（口）医療保護入院及び応急入院のための移送時の診察
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1（ハ》精神医療審査会における業務

（二＞精神科病院への立ち入り検査での診察

（ホ〉その他都道府県の依頼による公務員としての業務

亘　都道府県や医療機関等の要請に応じて、地域の精神科救急医療体制の確

　保への協力等を行っていること。具体的には、（イ）から（ハ）までの協力等

　を合計して隼6回以上行うこと。

（イ〉時間外、休日又は深夜における救急患者への対応に関し、精神科救急

　情報セをタ一等の相談員からの問合せに対応すること。具体的には、精

　神科救急情報センター等の対応体制（オンコール体制を含む。）に協力

　している。

（ロ）時間外、休日又は深夜における外来対応施設（自治体等の夜間・休日

　急患センター等や精神科救急医療体制整備事業の常時対応型又は輪番型

　の外来対応施設等）での外来診療や、救急医療機関への診療協力（外来、

　当直又は対診）を行う。（いずれも精神科医療を必要とする患者の診療

　を行う乙）

（ハ）所属する医療機関が精神科救急医療体制整備事業に参加し、当該精神

　保健指定医が当直又はオンコール等に参加している。

ハ　標榜時間外において、所属する保険医療機関を継続的に受診している患

　者に関する電話等の問合せに応じる体制を整備するとともに、必要に応じ

　てあらかじめ連携している保険医療機関に紹介できる体制を有している

　こと。具体的1とは、（イ）又は（ロ）のいずれかの要件を満たすこと。

（イ）基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについ

　　て（平成24年3月5日保医発0305第2号）め時間外対応加算1の届出を

　　行っている。

（ロ）精神科救急情報センター、都道府県、市町村、保健所、警察、消防（救

　急車）、救命救急センター、一般医療機関等からの愚者に関する問合せ

　等に対し、原則として当該保険医療機関において、常時対応できる体制

　　がとられている。また、一やむを得ない事由により、電話等による問合せ

　　に応じることができなかった場合であっても、速やかにコールバックす

　　ることができる体制がとられている。

（9）　r注4』の医療観察特定薬剤副作用評価加算は、抗精神病薬を服用中の

　通院対象者にづいて、指定通院医療機関の精神保健指定医又はこれに準ず

　る者が、通常行うべき薬剤の副作用の有無等の確認に加え、更に薬原性錐

　体外路症状評価尺度（DIEPSS）を用いて定量的かつ客観的に薬原性錐体外

　路症状の評価を行った上で、薬物療法の治療方針を決定した場合に、月1

　回に限り算定する。この際、別紙様式1に準じて評価を行い、その結果と

　決定’した治療方針について、診療録に記載する。・

4　医療観察認知療法・認知行動療法

（1）医療観察認知療法・認知行動療法とは、入院（法のみならず精神保健福祉

　　法等に基づく全ての入院を含む。）中の者以外の通院対象者のうつ病等の気

　　分障害の患者に対して、認知の偏りを修正し、問題解決を手助ぜすること

　　によつで治療することを目的とした精神療法をいう。　　・・

（2）医療観察認知療法・認知行動療法ぱ、一連の治療計画を策定し、通院対

　　象者に対して詳細な説明を行った上で、当該療法に関する研修を受講する

　　など当該療法に習熟した指定通院医療機関の医師によって30分以上の治療

　　が行われた場合に算定する。

（3）一連の治療につき16回を限度として算定する。

（4）医療観察認知療法・認知行動療法と同一日に行う他の医療観察精神科専

　　門療法は、別に算定できない。ただし、前期通院対象者通院医学管理料を

　　算定した月において、医療観察認知療法・認知行動療法の前後に医療観察

　　精神科訪問看護・指導を行った場合にあっては、この限りではない。

（5）医療観察認知療法・認知行動療法の実施に当たっては、厚生労働科学研

　　究班作成の了うつ病の認知療法・認知行動療法マニュアル」（平成21年度

　　厚生労働省こころの健康科学研究事業r精神療法の実施方法と有効性に関

　　する研究」）に従って行った場合に限り、算定できる。

甲（6）　「イ』は、地域の精神科救急医療体制の確保に協力等を行っている精神

　　保健指定医が、次のイ、ロ、ハφいずれか2つ以上の要件を満たした場合

　　に算定できる。

　　イ　精神保健福祉法上の精神保健指定医の公務員としての業務（措置診察

　　　等）について、都道府県に積極的に協力し、診察業務等を年1回以上行

　　　うこと。具体的には、都道府県に連絡先等を登録し、都道府県の依頼に



　　よる公務員としての業務等に参画し、（イ）から（ホ）までのいずれかの診

　　察又は業務を年1回以上行うこと。

　　（イ）措置入院及び緊急措置入院時の診察

　　（ロ）医療保護入院及ぴ応急入院のための移送時の診察

　　（ハ）精神医療審査会における業務

　　（二）精神科病院への立ち入り検査での診察

　　（ホ）その他都道府県の依頼による公務員としての業務

　　ロ．都道府県や医療機関等の要請に応じて、地域の精神科救急医療体制の

　　　確保への協力等を行っていること。具体的には、（イ）から（ハ）までの協

　　　力等を合計して年6回以上行うこと。一

　　〈イ〉時間外、休日又は深夜における救急患者への対応に関し、精神科救

　　　急情報センター等の相談員がらの問合せに対応すること。具体的には、

　　　精神科救急情報センター等の対応体制（オンコ茜ル体制を含む。）に

　　　協力している。

　　（口）時間外、休日又は深夜における外来対応施設（自治体等の夜間・休

　　　日急患センター等や精神科救急医療体制整備事業の常時対応型又は輪・・炉

　　　番型の外来対応施設等）での外来診療や、救急医療機関への診療協力

　　　　（外来、当直又は対診）を行う。　（いずれも精神科医療を必要とする～

　　　患者の診療を行う。）

　　（ハ）所属する医療機関が精神科救急医療体制整備事業に参加し、当該精

　　　神保健指定医が当直又はオンコール等に参加している。

　　ハ　標榜時間外において、所属する保険医療機関を継続的に受診している

　　　患者に関する電話等の問合せに応じる体制を整備するとともに、必要に

　　　応じてあらかじめ連携している保険医療機関に紹介できる体制を有し

　　　ていること。具体的に1ま、（イ）又は（口）のいずれかの要件を満たすこと。

　　（イ）基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いにつ

　　　いての時間外対応加算1の届出を行っている。

　　（ロ）精神科救急情報センター、都道府県、市町村、保健所、警察、消防

　　　　（救急車）、救命救急センター、一般医療機関等からの患者に関する

　　　問合せ等に対し、原則として当該保険医療機関において常時対応でき

　　　る体制がとられている。また、やむを得ない事由により、電話等によ

　　　る問合せに応じることができなかった場合であっても、速やかにコー

　　　ルバックすることができる体制がとられている。

（7）医療観察認知療法・認知行動療法を行った場合は、その要点及ぴ診療時

　間を診療録に記載する。

　5　医療観察通院集団精神療法
　　（1）医療観察通院集団精神療法とは、対象精神疾患逢有する通院対象者に対

　　　し七、治療計画に基づき、集団内の対人関係の相互作用を用いて、一自己洞・

　　　察の深化、社会適応技術の習得、対人関係の学習等をもたらすことにより

　　　病状の改善を図る治療法をいうげ．

　　（2）医療観察通院集団精神療法は、指定通院医療機蘭において精神科を担当

　　　する医師と、1人以上の精神保健福祉士又は心理学に関する専門的知識及

　　　び技術により、心理に関する相談に応じ、助言、指導その他の援助を行う

　　　能力を有すると認められる者（以下「臨床心理技術者」という。）により

　　　構成される2人以上の者が行った場合に限り算定する。

　　（3）1回に10人を限度とし、1日につき1時間以上実施した場合に、前期

　　　通院対象者通院医学管理料を算定した月に限り週2回を、それ以外の場合

　　　には週1回を限度として算定する。

　　（4）医療観察通院集団精神療法を実施した場合は、診療開始日、その要点を

　　　個々の通院対象者の診療録に記載する。

’　（5）医療観察通院集団精神療法と同一日に行う他の医療観察精神科専門療法

　　　は、別に算定できない。ただし、前期通院対象者通院医学管理料を算定し

　　　た月において、医療観察通院集団精神療法の前後に医療観察精神科訪問看

　　　護・指導を行った場合にあっては、この限りではない。

6　医療観察精神科作業療法

（1）医療観察精神科作業療法は、精神疾患を有する者の社会生活機能の回復

　　を目的として行うものであサ、実施される作業内容の種類にかかわらずそ

　　の実施時間は通院対象者1人当たり1日につき2時間を標準とする。

（2）医療観察精神科作業療法は、1人の作業療法士が、通院対象者を含む精

　　神障害者に対して当該医療観察精神科作業療法を実施した場合に、当該通

　　院対象者について算定する。この場合の1日当たりの取扱い精神障害者数

　　は、概ね25人を1単位として、1人の作業療法‡の取扱い精神障害者数

　　は1日2単位50人以内を標準とする。
（3）医療観察精神科作業療法を実施した場合は、その要点を個々の通院対象

　　者の診療録に記載する。

（4）医療観察精神科作業療法に要する消耗材料及び作業衣等については、指

　　定通院医療機関の負担とする。

7　医療観察精神科ショート・ケァ



（1）医療観察精神科ショート・ケアは、精神疾患を有する者の社会生活機能・

　の回復を目的として個々の通院対象者に応じたプログラムに従ってグルー

　プごとに治療するものであり、実施される内容の種類にかかわらず、その

　実施時間は通院対象者1人当たり1日につき3時間を標準とする。，

　　なお、この実施に当たっては、当該通院対象者の症状等に応じたプログラ

　ムの作成、効果の判定等に万全を期すること。

（2）r大規模なもの』については、多職種が共同して疾患等に応じた診療計画

　を作成した場合に算定する。なお、診療終了後に当該計画に基づいて行っ

　た診療方法や診療結果について評価を行い、その要点を診療録に記載して

　いる場合には、参加者個別のプログラムを実施することができる。

（3）：医療観察精神科ショート・ケアは入院（法のみならず精神保健福祉法等

　に基づく全ての入院を含む。），中の者以外の通院対象者に限り算定する。

　　なおや医療観察精神科ショート・ケアを算定している通院対象者に対して

　は、同一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、別に算定できない。ただ

　し、前期通院対象者通院医学管理料を算定した月において、医療観察精神科

　ショ7ト・ケアの前後に医療観察精神科訪問看護・指導が行われる場合にあ

　っては、この限りではない。

（4’ン医療観察精神科ショート’ケアと医療観察精神科デイ・ケア又は医療観

　察精神科ナイト・ケアの届出を併せて行っている指定通院医療機関にあっ

　ては、医療観察精神科ショート・ケアと医療観察精神科デイ・ケア又は医

　療観察精神科ナイト・ケアを各々の通院対象者に対して同時に同一施設で

　実施することができる。この場合、医療観察精神科デイ・ケア又は医療観

　曙察精神科ナイト・ケアを算定する通院対象者は、各々に規定する治療炉そ

　れぞれ実施されている場合に限り・、それぞれ算定できる。

　　なお、同一日に実施される医療観察精神科ショート・ケアの通院対象者

　数と医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神科ナイト・ケアの通院対

　象者数の合計は、医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神科ナイト・

　ケアの届出に係る通院対象者数の限度を超えることはできない。この場合

　において、医療観察精神科ショート・ケアの対象患者数の計算に当たって

　は、医療観察精神科デイ・ケアの対象患者数の2分の1として計算する。

（5）医療観察精神科ショート・ケアに要する消耗材料等については、当該指

　定医療機関の負担とする。

（6）　「注3」に掲げる医療観察通院前期・中期加算の対象となる通院対象者，

　は、前期通院対象者通院医学管理料又は中期通院対象者通院医学管理料を

　算定している通院対象者であって、入院（法のみならず精神保健福祉法等に

　基づ・く全ての入院を含む。）中の者以外の通院対象者であること。

（7）医療観察精神科ショート、・ケアを行った場合は、その要点及び診療時間

　を診療録に記載する。

8　医療観察精神科デイ・ケア

（1）医療観察精神科デイ・ケアは精神疾患を有する者の社会生活機能の回復

　　を目的として個々の通院対象者に応じたプログラムに従ってグループごと

　　に治療するものであり、実施される内容の種類にかかわらず、その実施時

　　間は通院対象者1人当たり1日につき6時間を標準とする。

　　なお、この実施に当たっては、当該通院対象者の症状等に応じたプログラ

　ムの作成、効果の判定等に万全を期すること。

（2）r大規模なもの』については、多職種が共同して疾患等に応じた診療計画

　　を作成した場合に算定する。なお、診療終了後に当該計画に基づいて行っ

　　た診療方法や診療結果について評価を行い、その要点を診療録に記載して

　　いる場合には、惨加音個別のプログラムを実施することができる乙

（3）医療観察精神科デイ』ケアは入院（法のみならず精神保健福祉法等に基

　　づく全ての入院を含む。）中の者以外の通院対象者に限り算定する。

　　　なお、．医療観察精神科デイ・ケアを算定している通院対象者に対しては、

　　同一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、別に算定できない。ただし、

　　前期通院対象者通院医学管理料を算定した月において、医療観察精神科デ

　　イ．・ケナの前後に医療観察精神科訪問看護・指導が行われる場合にあって

　　は、この限りではない。

（4）治療の」環として治療上φ目的を達するために食事を提供する場合にあ

　　っては、その費用は所定点数に含まれる。

（5）r注3」に掲げる医療観察通院前期｝中期加算の対象となる通院対象者

　　は、前期通院対象者通院医学管理料又は中期通院対象者通院医学管理料を

　　算定している通院対象者であって、入院（法のみならず精神保健福祉法等に

　　基づく全ての入院を含む。）中の者以外の通院対象者であること。

　（6）同一の通院対象者に対して同一日に医療観察精神科デイ・ケアと医療観

　　，察精神科ナイト・ケアを併せて実施した場合は、医療観察精神科デイ・ナ

　　イト・ケアとして算定する』

　（7）医療観察精神科デイ・ケアに要する消耗材料等については、当該指定通

　　院医療機関の負担とする。

　（8）医療観察精神科デイ・ケアを行った場合は、その要点及び診療時間を診

　　療録に記載する。

9　医療観察精神科ナイト・ケア



（1）医療観察精神科ナイト・ケアは、通院対象者の症状から特に必要がある

　と判断される場合に算定するものとする。

（2）医療観察精神科ナイト・ケアは精神疾患を有する者の社会生活機能の回

　復を目的として行うものであ．り、その開始時間は午後4時以降とし、実施

　される内容の種類にかかわらず、その実施時間は通院対象者1人当たり1

　日につき4時間を標準とする。

（3）医療観察精神科ナイト・ケアを算定している通院対象者に対しては、同

　一日1；行う他の医療観察精神科専門療法は、別に算定できない。

（4）その他医療観察精神科ナイト・ケアの取扱いについては、医療観察精神

　、科デイ・ケアの取扱いに準じて行う。

（5）医療観察精神科ナイト・ケアを行った場合は、その要点及び診療時間を

　診療録に記載する。

10　医療観察精神科デイ・ナイト‘ケア

（1）医療観察精神科デイ・ナイト・ケアは、通院対象者の症状から特に必要

　があると判断される場合に算定するものとする。

（2）医療観察精神科デイ・ナイト・ケアは精神疾患を有する者の社会生活機

　　能の回復を目的として行うものであり、実施される内容の種類にかかわら

　　ず、その実施時間は通院対象者1人当たり1日につき10時間を標準とする。

（3）医療観察精神科デイ・ナイト・ケアと医療観察精神科デイ・ケア又は医

　療観察精神科ナイト・ケアを行っている指定通院医療機関にあっては、医

　療観察精神科デイ・ナイト・ケアと医療観察精神科デイ・ケア又は医療観

　、察精神科ナイト・ケアを各々の通院対象者に対して同時に同一施設で実施

　　することができる。この場合、医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精

　　神科ナイト・ケアを算定する通院対象者は、各々に規定する治療がそれぞ

　　れ実施されている場合に限り、それぞれ算定できる。

　　　なお、同一日に実施される医療観察精神科デイ・ナイト・ケアを受ける

　　通院対象者数と医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神科ナイト・ケ

　　アを受ける通院対象者数の合計は、医療観察精神科デイ‘ケア文は医療観

　　察精神科デイ・ナイト・ケアの届出に係る通院対象者数の限度を超えるこ

　　とはできない。

（4）医療観察精神科デイ・ナイト・ケアを算定している通院対象者に対して

　　は、同一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、別に算定できない。

（5）　r注4」に掲げる加算の対象となる通院対象者は、多職種が共同して疾

　　患等に応じた診療計画を作成して行った場合に、加算する。なお、診療終

　、了後に、当該計画に基づいて行った診療方法や診療結果について評価を行

　い、その要点を診療録に記載している場合には1参加者個別のプログラム

　を実施することができる。

（6）その他医療観察精神科デイ・ナイト・ケアの取扱いについては、医療観

　察精神科デイ・・ケアの取扱いに準じて行う。

（7）医療観察精神科デイ・ナイト・ケアを行った場合は、その要点及び診療

　時間を診療録に記載する。

1i　医療観察精神科訪問看護・指導料
（1）医療観察精神科訪問看護・指導料（1）及び（皿）は、精神科を担当してい

　　る医師の指示を受けた心神喪失等の状態で重大な他書行為を行った者の医

　　療及び観察等に関する法律施行令（平成16年政令第310号。以下「令」と

　　いう。）第1条各号に掲げるものを除いた指定通院医療機関（11において同

　　じ。）φ保健師、看護師、作業療法士又は精神保健福祉士（以下「保僅師等』

　　という。）が、入院（法のみならず精神保健福祉法等に基づく全ての入院を

　　含む。）中の者以外の通院対象者又はその家族等の了解を得て患家等を訪問

　　し、個別に当該通院対象者又はその家族等に対して看護及び社会復帰指導．

　　等を行った場合に算定する。

（2）r注7』の医療観察精神科訪問看護・指導料の算定回数は、週（日曜日

　　から土曜目まセの連続した7日間をいう。）について計算ずる。また、r注

　　7」ただし書の算定回数は、急性増悪した日から連続した7日間について

　　計算する。同一日に複数回医療観察精神科訪問看護・指導を行った場合で．

　　あっても、1日につき↑回に限り算定する。

（3）r注7」のただし書に規定する場合とは、通院対象者が急性増悪した状

　　態であって、指定通院医療機関の医師が通院対象者を直接診察した上で、

　、医療観察精神科訪問看護・指導の必要性を認め、指示した場合である。ま

　　た、「注8』に規定する場合には、指定通院医療機関の医師が通院対象者

　　を直接診察していない場合であっても、当該通院対象者に対して医療観察

　　精神科訪問看護・指導を行った保健師等からの情報により㌧指定通院医療

　　機関の医師が通院対象者の病状を充分に把握し、必要と判断してこ指示し

　　た場合を含むものとする。

（4）　「注7」ただし書に規定する場合及び「注8」に規定する場合において

　　は、それぞれの指示は月に1同ずつに限り、その必要性について、急性増

　　悪の状態及び指示内容の要点と併せて診療録に記載し、診療報酬明細書に

　　もその必要性について記載する。

　（5）医療観察精神科訪問看護・指導料（五）は、指定通院医療機関の医師の指

　　示を受けた保健師等が、障害者自立支援法（平成17年法律第123号）に規



　定する障害福祉サービスを行う施設若しくは福祉ホームの了解のもとにこ一

　れらの施設を訪問して、当該施設に入所し、かつ、当該指定通院医療機関

　で診療を行っている複数の者又はその介護を担当する者等に対して、同時

　に看護又は社会復帰指導を行った場合に算定する。

（6）医療観察精神科訪問看護・指導料（∬）については、1人の保健師等が

　同時に行う医療観察精禅科訪問看護・指導の刻象通院対象者等の数は5人

　程度を標準とし、‘1回の訪問看護・指導に8人を超えることはできない。

（7）医療観察精神科訪問看護・指導料（皿）は、医療観察精神科訪問看護・

　指導を受けようとする同一建物居住者に対して、当該通院対象者を診察し

　た指定通院医療機関の保健師等を訪問させて、看護又は療養上必要な指導

　を行もた場合（f注7』ただし書及びr注81に規定する場合を除く。）

　において、一人の通院対象者につき前期通院医学管理料を算定している場

　合は週5日、それ以外は週3日を限度として算定する。

（8）同一建物居住者とは、原則として、建築基準法（昭和25年法律第201号）

　第2条第1号に掲げる建築物に居住する複数の通院対象者のことをいうが、

　具体的には、マンションなどの集合住宅等に入居又は入所している複数の

　通院対象者又はイ若しくはロに掲げる複数の通院対象者をいう。’

イ　老人福祉法（昭和38年法律第133．号）第20条の4に規定する養護老人

　　ホーム、同法第20条の5に規定する特別養護老人ホーム、同法第20条の

　　6に規定する軽費老人ホーム、同法第29．条第1項に規定する有料老人ホー

　　」ム、マンションなどの集合住宅等に入居又は入所している複数の通院対

　　象者

口　介護保険法（平成9年法律第123号）第8条第9項に規定する短期入所

　　生活介護、介護保険法第8条第17項に規定する小規模多機能型居宅介護

　　　（指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平‘

　　成18年厚生労働省令第34条）第63条第5項に規定する宿泊サービスに

　　限る。）ぐ介護保険法第8条第18項に規定する認知症対応型共同生活介

　　護・介護保険法第8条の2第9項に規定する介護予防短期入所生活介護・．

　　介護保険法第8条の2第16項に規定する介護予防小規模多機能型居宅介

　　護（指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及ぴ運営並びに

　　指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援

　　の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第36号）第44条第5項に

　　規定する宿泊サ占ビスに限る。）、介護保険法第8条の2第17項に規定

　　する介護予防認知症対応型共同生活介護などのサービスを受けている複

　　数の通院対象者

（9）医療観察精神科訪問看護・指導料（1）及び（皿）は、1回の訪問の実

　施時間に基づき、30分未満又は30分以上の時間区分のいずれか一方の所定

　点数の算定を行うこと。また、医療観察精神科訪問看護・指導料（H）に

　ついては、1時間から3時間程度を標準とすること。

（10）「注4』の加算は・指定通院医療機卿医師が・複数の保健師等准看

　講師等（准看護師又はi看護補助者をいう。以下同じ。）による患家への訪

　問が必要と判断し、通院対象者又はその家族等に同意を得て、当該医師の

　指示を受けた当該指定通院医療機関の保健師等と保健師等又は准看護師等

　が、通院対象者又はその家族等に対して看護及び社会復帰指導等を行った

　場合に算定する。単に2Aの保健師等又1ま准看講師等が同時に医療観察精

　神科訪問看護・指導を行ったことのみをもって算定することはできない。

（11）保健師等と同行する准看講師等は、常に同行する必要はないが、必ず患

　家において両者が同時に滞在する，一定の時間を確保する必要がある。

（12）　「注6』の医療観察長時間精神科訪問看護・指導加算は、急性増悪によ

　　り長時間の訪問を要する者に対して、1回の医療観察精神科訪問看護の時

　間が90分を超えた場合、週↑回に限り所定点数に加算する。・…

（13）r注9」の夜間・早朝訪問看護加算は、夜間（午後6時から午後10時ま．

　でをいう，）又は早朝（午前6時から午前8時までの時間をいう。）に医

　療観察精神科訪問看護・指導を行った場合に、医療観察深夜訪問看護加算

　　は、深夜（午後10時から午前6時までをいう。）に医療観察精神科訪問看

　護・指導を行った場合に、所定点数を加算する。当該加算は、医療観察精

　神科緊急訪問看護加算との併算定を可とする。

（14）（13）は通院対象者の求めに応じて、当該時間に医療観察精神科訪問看護・

　　指導を行った場合に算定できるものであり、指定通院医療機関の都合によ

　　り、当該時間に保健師等を訪問させて医療観察精神科訪問看護・指導を行

　　つた場合には算定できない。，

（15）　r注10』の医療観察精神科緊急訪問看護加算は、精神科訪問看護計画に

　　基づき定期的に行う医療観察精神科訪問看護・指導以外であって、通院対
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ
　　象者又はその家族等の緊急の求めに応じて、指定通院医療機関の医師の指

　　示により、保健師等が医療観察精神科訪問看護・指導を行った場合に1日

　　につき1回に限り加算する。

（16）医療観察精神科緊急訪問看護加算に係る医療観察精神科緊急訪問看護を

　　行った場合は、、速やかに指示を行った指定通院医療機関の医師に通院対象

　　者の病状等を報告するとともに、必要な場合は医療観察精神科特別訪問看

　　護指示書の交付を受け、精神科訪問指導計画について見直しを行う。



（17）指定通院医療機関の医師は、保健師等に対して行った指示内容の要点を

　診療録に記載する。

（18）保健師等は、指定通院医療機関の医師の指宗に基づき行った指導φ内容

　の要点並びに医療観察精神科訪問看護・指導を実施した際の開始時刻及び

　終了時刻を記録にとどめておく。

（19）　「注11』に規定する交通費は実費とする。

（20）医療観察精神科訪問看護・指導料を算定している通院対象者に対しては、

　同一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、別に算定できない。ただし、

　前期通院対象者通院医学管理料を算定した月において、医療観察精神科訪

　問看護・指導の前後に医療観察精神科ショート・ケア、医療観察精神科デ

　イ・ケア、医療観察精神科集団療法又は医療観察認知療法・認知行動療法

　を行う場合にあっては、この限りでは1ない。

12　医療観察精神科訪問看護指示料

（1）医療観察精神科訪問看護指示料は、入院（精神保健福祉法に基づく入院

　　も含む。）中以外の通院対象者であって、適切な在宅医療を確保するため、

　　医療観察訪問看護に関する指示を行うことを評価するものであり、通院対

　　象者の通院医学管理を行っている指定通院医療機関の医師（以下「主治医」

　　と；いう。）が診療に基づき医療観察訪問看護g必要性を認め、当該通院対

　　象者又はその家族等の同意を得て、別紙様式2を参考に作成した医療観察

　　精神科訪問看護指示書に有効期間（6月以内に限る。プを記載して、令第1

　　条各号に掲げる指定通院医療機関（以下「訪問看護事業型指定通院医療機

　　関1という。．）に対して交付した場合に算定する。なお、可一か月の指示を’

　　行う場合には、医療観察精神科訪問看護指示書に有効期間を記載すること

　　を要しない。

（2）医療観察訪問看護の指示は、当該通院対象者に対して主として診療を行

　　・う指定通院医療機関が行うことを原則とし在宅での療養を行っている通院

　　対象者について1月に1回を限度として算定できる。なお、同一月におい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　び　　て、1人の通院対象者について複数の訪問看護事業型指定通院医療機関に

　　対して医療観察精神科訪問看護指示書を交付した場合であっても、当該指

　　示料は、1月に1回を限度に算定するものであること。

（3）医療観察精神科特別訪問看護指示加算は、当該通院対象者が服薬中断等

　　により急性増悪した場合であって、当該通院対象者の主治医が、一時的に

　　頻回又は長時間の医療観察訪問看護を当該通院対象者に対して行う必要性

　　を認め、当該通院対象者又はその家族等の同意を得て、別紙様式3を参考

　に作成した医療観察精神科特別訪問看護指示書を、訪問看護事業型指定通

　院医療機関に対して交付した場合に、1月に1回を限度として算定する。

　　ここでいう「一時的に頻回又は長時間の医療観察訪問看護を行う必要性』

　とは、恒常的な頻回又は長時間の医療観察訪問看護の必要性ではなく、状態

　の変化等で日常行っている医療観察訪問看護の回数又は時間では対応でき

　ない場合である。また、その理由等については、医療観察精神科特別訪問看

　護指示書に記載する。』

　　なお、当該頻回又け：長時間の医療観察訪問看筆は、当該医療観察精神科特

　別訪問看護の指示に係る診療の日から14日以内に限り実施する。

（4）通院対象者の診療を行った指定通院医療機関の医師は、医療観察訪問看

　護の必要性を認めた場合には、診療に基づき速やかに医療観察精神科訪問

　看護指示書及び医療観察精神科特別訪問看護指示書（以下「医療観察精神

　科訪問看護指示書等」という。）を作成する。当該医療観察精神科訪問看

　護指示書等には、．緊急時の連絡先として、診療を行った指定通院医療機関

　の電話番号等を必ず記載した上で、訪問看護事業型指定通院医療機関に交

　申付する。　　　　　　．　　　　・　一

　　なお、医療観察精神科訪問看護指示書等は、特に通院対象者の求めに応じ

　て、通院対象者又はその家族等を介して訪問看護事業型指定通院医療機関に

　交付できる。

（5）当該通院対象者の主治医は、交付した医療観察精神科訪問看護指示書等

　の写しを診療録に添付する。

（6）指定通院医療機関の主治医ぱ、当該医療観察精神科訪問看護指示書交付

　後であっても、通院対象者の病状等に応じてその期間を変更することがで

　きる。

　　なお、医療観察訪問看護の指示を行った指定通院医療機関は、訪問看護事

　業型指定通院医療機関の通院対象者について相談等があった場合には、思切

　丁寧に対応する。

13　医療観察抗精神病特定薬剤治療指導管理料

（1）医療観察持続性抗精神病注射薬剤治療指導管理料はし指定通院医療機関

　　の精神科を担当する医師が、持続性抗精神病注射薬剤を投与している入院

　　（法のみならず精神保健福祉法等に基づく全ての入院を含む。）中の者以外

　　の統合失稠症を有する通院対象者に対して、計画的な治療管理を継続して

　　行い、かつ、当該薬剤の効果及び副作用に関する説明を含め、療養上必要

　　な指導を行った場合に、月1回に限り、当該薬剤を投与した日に算定する。

（2）　持続性抗精神病注射薬剤とは、ハロペリドールデカン酸エス



　　テル縞フルフェナジンデカン酸エステル及びリスペリドンをい

　　う。

（3）医療観察治療抵抗性統合失調症治療指導管理料は、指定通院医療機関の

　精神科を担当する医師が、治療抵抗性統合失調症治療薬を投与している治

　療抵抗性統合失調症通院対象者に対して、計画的な治療管理を継続して行

　い、かつ、当該薬剤の効果及び副作用に関する説明を含め、療養上必要な

　指導を行った筋合に、月1回に限り算定する。

（4）’ ｡療抵抗性統合失調症治療薬とは、クロザピンをいう。

（5）医療観察抗精神病特定薬剤治療指導管理料を算定する場合は、治療計画

　及び治療内容の要点を診療録に記載する。

第3部　医療観察訪問看護

1．医療観察訪問看護基本料

（1）医療観察訪問看護基本料を算定する場合には、次のいずれかに該当する

　　精神疾患を有する者に対する看護について相当の経験を有する保健師、看

　　講師又は作業療法士（以下「看護師等」という。）が医療観察訪問看護を

　　行う。

　イ　精神科を標榜する保険医療機関において・精神病棟又は精神科外来に勤

　　務した経験を有する者

　ロ　精神疾患を有する者に対する訪問看護の経験を有する者

　ハ　精神保健福祉センター又は保健所等における精神保健に関する業務の経

　　験を有する者

　二専門機関等が主催する精神保健に関する研修を修了している者

（2）医療観察訪問看護基本料（1）ば、医療観察訪問看護を受けようとする通

　院対象者又はその家族等（医療観察訪問看護基本料（皿）及び（皿）を算定する

　ものを除く。）に対して、それらの通院対象者φ主治医から交付を受けた医

　療観察精神科訪問看護指示書及び精神科訪問看護計画書に基づき、訪問看護

』事業型指定通院医療機関の看護師等が医療観察訪問看護を行った場合に所定

　点数を算定する。

　（3）イ　医療観察訪問看護基本料（五）は、医療観察訪問看護を受けようとす

　　る通院対象者であって、障害者自立支援法に規定する障害福祉サービスを

　　行う．施設又は福祉ホーム（以下「精神障害者施設』という。）に入所して

　　いる複数のものに対して、それらの通院対象者の主治医から交付を受けた

　　医療観察精神科訪問看護指示書及び精神科訪問看護計画書に基づき、通院

　　対象者に対して、訪問看護事業型指定通院医療機関の看護師等が当該医療

観察精神科訪問看護指示書に記載された有効期間内に行った医療観察訪問

看護について算定する。

　ここでいう精神障害者施設とは、通院対象者が入所していう施設であって、

』次1；掲げるものをいう。

　（イ）グループホーム及びケアホーム（障害者自立支援法第5条第11項に

　　規定する共同生活介護を行う事業所及び同条第17項に規定する共同生

　　活援助を行う事業所をいう。）

　（ロ）障害者支援施設（障害者自立支援法第5条第13項に規定する障害者

　『支援施設をいい、日中活動として同条第7項に規定する生活介護を行う

　　ものを除く。）

　　（ハ）障害者自立支援法第5条第23項に規定する福祉ホーム

ロ　医療観察訪問看護基本料（皿）は、イに規定する施設の了解を得て、当該

　施設に入所している複数の通院対象者に対して同時に医療観察訪問看護

　　を行った場合に算定できる。

　　　なお、当該通院対象者の看護を担当する者に対する社会復帰指導に要す一

　　る費用については、所定の点数に含まれる。　　　　　　・　軸

　　　医療観察訪問看護基本料（皿）については、1人の看護師等が1日に訪問

　　する通院対象者の数ば5名程度を標準とし、8名を超えることはできない。

　　る通院対象者又はその家族等（医療観察訪問看護基本料（皿）を算定する

　　ものを除く。）であって同一建物居住者であるものに対して、主治医か

　　ら交付を受けた医療観察精神科訪問看護指示書及び精神科訪問看護計画

　　書に基づき、訪問看護事業型指定通院医療機関の看護師等が医療観察訪

　　問看護を行った場合に所定の点数を算定する。

　　　また、同一建物居住者とは、第2部の11の（8）に規定するものと同様

　　である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ご

　ノ￥

（4）　医療観察訪問看護基本料（血）iま、医療観察訪問看護を受けようとす

（5）医療観察訪問看護基本料（1）及び（皿）については、1回の医療観察

　訪問看護の実施時間に基づき、30分未満の場合又は30分以上の場合の時間

　区分のいずれか一方を算定する。

（6）医療観察訪問看護基本料については、（7）の場合を除き、前期通院対象者

　通院医学管理料を算定している当該月は週5回を、それ以外の場合は週3

　回をそれぞれ限度として算定する。
（7）’ 纓ﾃ観察訪問看護を受けようとする者であって「注5』の医療観察精神

　科特別訪問看護指示書が交付された者に対する医療観察訪問看護について

　は、当該医療観察精神科特別訪問看護指示書の交付の日から起算して14日



つれ一＝

　　以内に行った場合は、月1回に限り、14日を限度として所定の点数額を算

　定できる。’

　　なお、医療観察精神科特別訪問看護指示書の交付の日の属する週及び当該

　交付のあった日から起算して14日目の日の属する週においては、当該週の

　うち医療観察精神科特別訪問看護指示書の期間中に算定した日を除き、（6）

　に定める回数を限度として算定する。’また、医療観察精神科特別訪問看護指

　示書が交付された通院対象者に対する医療観察訪問看護については、当該通

　院対象者の病状等を十分把握し・一時的に頻回又は長時間に摩擦観察訪問看

　護が必要な理由を記録書に記載㌧、精神科訪問看護計画書の作成及び医療観

　察訪問看護の実施等において、主治医と連携を密にすること。頻回に医療観

　察精神科特別訪問看護指示書が交付されている通院対象者については、その

　旨を訪問看護療養費明細書に記載する。

（8）医療観察訪問看護基本料（n）を算定する場合であっ’て、医療観察訪問

　看護の時間が3’時間を超えた場合は、3時間を超えた時間について、5時

　間を限度として、1時間又はその端数を増すごとに所定点数に加算する。

（9）イ・「注8』の医療観察特別地域訪問看護加算は、基本診療料及び医療

　　　観察精神科専門療法の施設基準等（平成17年厚生労働省告示第366号、

　　　以下「基準告示』という♂）第3の9の（3）に掲げる地域に所在す

　　　る訪問看護事業型指定通院医療機関の看護師等が、当該訪問看護事業

　　　型指定通院医療機関の所在地から通院対象者の家庭までの訪問につき、

　　　最も合理的な通常の経路及び方法で片道1時間以上要する通院対象者

　　　に対して医療観察訪問看護を行った場合に・所定の点数を加算する。

　　　　なお、当該加算は、交通事情等の特別の事情により訪問に要した時
　　　　間が片道t’時間以上となった場合は算定できない。

　　　口　医療観察特別地域訪問看護加算を算定する訪問看護事業型指定通

　　　　院医療機関は、その所在地が基準告示第3の9の（3）に掲げる地域

　　　　に該当するか否かについては、地方厚生局に確認すること。

．（10）　r注9」の医療観察精神科緊急訪問看護加算は、訪問看護計画に基づ

　　　き定期的に行う医療観察訪問看護以外であって、通院対象者又はその家

　　　族等の緊急の求めに応じて、主治医（診療所又は在宅療養支援病院の保

　　　険医に限る。（10）において同じ。）の指示により、連携する訪問看護事

　　　業型指定通院医療機関の看護師等が医療観察訪問看護を行った場合に

　　　1日につき1回に限り加算する。当該加算は、・指定通院医療機関が、24

　　　時間往診及ぴ医療観察訪問看護により対応できる体制を確保し、指定通

　　　院医療機関において、24時間連絡を受ける医師又は看護職員の氏名、連

　　　絡先電話番号、担当日、緊急時の注意事項等並びに往診担当医及び医療

　　　観察訪問看護担当者の氏名等について、文書により提供している通院対

　　　象者に限り算定できる。なお、指示を行った指定通院医療機関の主治医

　　　は、指示内容を診療録に記載する。

　　　　また、緊急の医療観察訪問看護を行った場合は、速やかに主治医に通一

　　　院対象者の病状等を報告するとともに、必要な場合は医療観察精神科特

　　　別訪問看護指示書の交付を受け、訪問看護計画について見直しを行う。

（11）「注10』の医療観察長時間精神科訪問看護加算は、主治医が医療観察精

　神科特別訪問看護指示書を交付した長時間の訪問を要する通院対象者に対．

　　して、1回の医療観察訪問看護の時間が90分を超えた場合、1人の通院対

　象者に対して週1回に限り所定の点数に加算する。

（12）イ　「注4』に規定する複数名訪問看護加算は、同時に看護師等と保健

　　　師等又は准看護師等との同行による医療観察訪問看護を実施した場合

　　　　（30分未満の場合を除く。）、所定の点数に加算する。ただし、看護

　　　補助者又は精神保健福祉士が同行する場合には、週1回に限り所定り

　　　点数に加算する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　夏
　　ロー同時に複数の保健師等又は准看護師等による医療観察訪問看護を行

　　　うことについて、通院対象者又はその家族等の同意を得る。

　　ハ　単に2人の保健師等又は准看護師等が同時に医療観察訪問看護を行

　　　つたことのみをも？て複数名訪問看護加算を算定することはできない。

　　二　看護師等と同行する准看講師等又は精神保健福祉士は、常に同行の必

　　　要はないが、必ず患家において両者が同時に滞在する一定の時間を確保

　　　する。

（13）イ　「注9』に規定する医療観察夜間・早朝訪問看護加算は、夜間又は

　　　　早朝に医療観察訪問看護を行った場合に、医療観察深夜訪問看護加算

　　　　は、深夜に医療観察訪問看護を行った場合に、それぞれ所定の点数に

　　　　加算する。

　　　ロ　イの場合については、通院対象者の求めに応じて、当該時間に医療

　　　　観察訪問看護を行った場合にのみ算定できるものであり、訪問看護事

　　　　業型指定通院医療機関の都合により、当該時間に医療観察訪問看護を

　　　　行った場合には算定できない。

　　　ハ　当該加算は医療観察緊急訪問看護加算と併算定が可能である。

2　医療観察訪問看護管理料

（1）イ　医療観察訪問看護管理料は、訪問看護事業型指定通院医療機関にお

いて、医療観察訪問看護を行うにつき安全な提供体制が整備されており、

医療観察訪問看護基本料を算定すべき医療観察訪商看護を行っている訪

問看護事業型指定通院医療機関が、通院対象者に係そ5精神科訪問看護計，



　　画書及び訪問看護報告書を主治医に提出するとともに、主治医との連携

　　確保や訪問看護計画の見直し等を含め、当該通院対象者に係る医療観察

　　訪問看護の実施に関する計画的な管理を継続して行った場合に算定する。

　．ロ　イの安全な提供体制の整備とは、以下の要件を満たすものをいう。

　　　（イ）安全管理に関する基本的な考え方、事故発生時の対応方法等が文書

　　　　化されている。

　　　（ロ）　訪問先等で発生した事故、インシデント等が報告され、その分析

　　　　を通した改善策が実施される体制が整備されている。

　　ハ　訪問看護事業型指定通院医療機関の営業時間内における通院対象者

　　　又はその家族等との電話連続、居宅におげる療養1；関する相談等、医療

　　，観察訪問看護の実施に関する計画的な管理（他の訪問看護事業型指定通

　　　院医療機関との連絡調整を含む。）に要する費用は、医療観察訪問看護

　　　管理料に含まれる。

　　二　通院対象者の主治医に対して訪問看護報告書を提出した場合は、当該

　　　報告書の写しを訪問看護記録書に添付しておく。ただし、訪問看護報告

　　　書と訪問看護記録書の内容が同一の場合は、訪問看護記録書に提出年月

　　　日を記録することでこれに代えることができる。

　　ホ　1人の通院対象者に対し、複数の訪問看護事業型指定通院医療機関に

　　　おいて医療観察訪問看護の実施に関する計画的な管理を行う場合は、訪

　　　問看護事業型指定通院医療機関において十分に連携を図る。

　　へ　医療観察訪問看護の実施に関する計画的な管理に当たっては、保護観

　　　察所、市町村（特別区を含む。）、保健所又は精神保健福祉センターに

　　　おいて実施する保健福祉サービスとの連携に十分配慮する。

（2プイ（イ〉・　「注21の「イ」の医療観察24時間対応体制加算は、通院対象

　　　　　者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求められ

　　　　　た場合に常時対応できる体制にある場合であって、．緊急時訪問看

　　　　　護を必要に応じて行う体制にあるものとして地方厚生局長に届け

　　　　　出た訪問看護事業型指定通院医療機関において、看護師等が医療

　　　　　観察訪問看護を受けようとする者に対して当該体制にある旨を説

　　　　　明し、その同意を得た場合に、月1回に限り所定の点数に加算す

　　　　　る。

　　（ロ）　医療観察24時間対応体制加算に係る医療観察訪問看護を受けよう

　　　　　とする者に対する説明に当たっては、当該通院対象者に対して、訪

　　　　　問看護事業型指定通院医療機関の名称、所在地、電話番号並びに時

　　　　　間外及び緊急時の連絡方法を記載した文書を交付する。

　　　の訪問看護事業型指定通院医療機関においてのみ算定できる。この

　　　ため、医療観察24時間対応体制加算に係る医療観察訪問看護を受け

　　　ようとする者に説明するに当たっては、当該通院対象者に対して、

　　　他の訪問看護事業型指定通院医療機関から医療観察24時間対応体制

　　　加算又は医療観察24時間連絡体制加算に係る医療観察訪問看護を受

　　　けていないか確認する必要がある。

　　　より看護に関する意見を求められ、これに対応した場合及び緊急に医

　　　療観察訪問看護を実施した場合は、その日時、内容及び対応状況を訪

　　　問看護記録書に記録する。

　　　　「注2』の「口』の医療観察24時間連絡体制加算は、，通院対象者又

　　はその家族等から電話等によサ看護に関する意見を求められた場合に

　　常時対応できる体制にあるものとして地方厚生局長に届け出た訪問看

　　護事業型指定通院医療機関において㌧看護師等が医療観察訪問看護を受

　　けようとする者に対して当該体制にある旨を説明し、その同意を得た場

　　合に、月1回に限り所定の点数に加算する。

　　とする者に対する説明に当たっては、当該通院対象者に対して、訪問看

　　護事業型指定通院医療機関の名称、所在地、電話番号並びに時間外及び

　　緊急時の連絡方法を記載した文書を交付する。

　　訪問看護事業型指定通院医療機関においてのみ算定できる。このため、

　　医療観察24時間連絡体制加算に係る医療観察訪問看護を受けようとす

　　る者に説明するに当たっては、当該通院対象者に対して、他の訪問看護．

　　一事業型指定通院医療機関から医療観察24時間対応体制加算又は医療観

　　察24時間連絡体制加算に係る医療観察訪問看護を受けていないか確認

　　する必要がある。

　　　医療観察24時間連絡体制加算に関し、通院対象者等から電話等によ

　　　り看護に関する意見を求められ、これに対応した場合は㌔その日時、内

　　容及び対応状況を訪問看護記録書に記録する。

　　　整備するように努めなければならない。

ハ　医療観察24時間対応体制加算又は医療観察24時間連絡体制加算は、1

　（ハ）　医療観察24時間対応体制加算は、1人の通院対象者に対し、1つ

　（二）　医療観察24時間対応体制加算に関し、通院対象者等から電話等に

　（目）　医療観察24時間連絡体制加算に係る医療観察訪問看護を受けよう

ロ（イ）

　（ハ）医療観察24時間連絡体制加算は、1人の通院対象者に対し、1つの

（二）

　（ホ）　医療観察24時間連絡体制加算を算定する場合は、24時間対応体制を

つの訪問看護事業型指定通院医療機関においていずれか一方のみを算定す

るものであり、当該訪問看護事業型指定通院医療機関における通院対象者



　　によって医療観察24時間対応体制加算又は医療観察24時間連絡体制加算

　　を選択的に算定することはできない。

（3）医療観察訪問看護の実施に関する計画的な管理に当たっては、「通院処遣

　　ガイドライン」（平成17年7月14日障精発第0714002号）や「地域社会に

　　おける処遇のガイドライン」（平成17年7月14日障精発第0714003号）を

　　参考とすること。

注：第3部医療観察訪問看護の精神科訪問看護計画書、訪問看護報告書等につ

　　いては、訪問看護療養費の例により、作成する。

（別紙様式1）

DIEPSS（薬原性錐体外路症状評価尺度）全項目評価用紙

患者：

評価者：

評価日：　　　年
評価時間：

月 日

3＝中等度
4＝重度

コード

0＝なし、正常
一1＝ごく軽度、不確実

2＝軽度

適当なもの1つに丸をつける．

3　医療観察訪問看護情報提供料

（1）医療観察訪問看護情報提供料は、保護観察斎が開催するケア会議に訪問

　　看護事業型指定通院医療機関の看護師等が参加し、保護観察所を含む関係

　　機関に対して潭院対象者にかかる看護又は療養上必要な指導についての情

　　報提供等を行った場合。ケア会議が開催された当該月に算定する。

（2）ケア会議が開催されていない月における通院対象者にかかる看護又は療

　　養上必妻な指導についての情報提供等については、医療観察訪問看護管理

　　料に含まれる。

（3）ケア会議を通じて、保護観察所を含む関係機関に対して情報提供’した場

　　合、、ケア会議開催日時、訪問看護事業型指定通院医療機関のケア会護参加

　　者名、関係機関への情報提供の要点を訪問看護記録書に記録しておくこと。

（4）医療観察訪問看護情報提供料は、1人の通院対象者に対し、」1つの訪問

　　看護型指定通院医療機関においてのみ算定できるものであること。したが

　　って、同一の通院対象者について他の訪問看護型指定通院医療機関が医療

　　観察訪問看護を行っている場合、医療観察訪問看護情報提供料の算定には

　　他の訪問看護型指定通院医療機関と十分調整を図ること。

1歩行Galt　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　O　12　34
　小剣鍬な遣い歩ε方．速魔の値下，歩幅の減少，上鼓の振れの減少，前通姿勢や蘭方喪進現象の租實

を評価する．

2動作緩慢Bradykinesia　　　　　　　　　　・　　　　0　1234
　働作ガのるく乏しいこと●動作の翻蛤または縷了の遺鑑または困難．顔面の哀情変化の乏しさ（仮面

様顔続）や単葡で綬僚取話し方の羅度も騨価する・

3流涎Sialorrhea
　唾湾分泌過多．

0　1　2　3　4

4筋強剛Muscle肖gidity　　　　　　　　　　　　　　　O　1234
　上肢の属悼に対†る揺抗．歯車現象，ろう賜現象，鉛管様強剛や手曾の曲ガリ具合の覆虞も評価する．

5振戦Tremor　　　　　　　　　　　　　　　　　　　O1
　ロ郁，手摺，四肢，躯幹に認め6れる反復的，規則的｛4－8Hz）で，リズミカルな退猶．

2　3　4

6アカシジアAkathisia　　　　　　　　　　　　　　　　O　12　34
　糠塵不龍に対’する自覚；下肢のムズムズ繊，ソワソワ感，絶えず働いてし、たいという衝動などの内的

不穏痘状とぞれに闘達した苦痛．辺動亢進疲状（身体の掘り動かし，下肢の撮り回し，足踏み，足の緯

距換え齢ウロウロ歩虐など〕についても評価マる．

7ジストニアDystonia　　　　　　　　　　　　　　　O　12．34
　筋緊張の異常数亢進によって引ε起こされる建状．舌，頚部，四肢，躯幹などに轟6れる筋肉の嬉転

やつうばり，持続的雇員常ポジション．舌の突出捻転，斜頚，後頭，牙関粛急，曝球上転．ビサ懇懐群

などを評価する．

8ジスキネジアDyskinesia　　　　　　　　　　　　　　　O　12　3　4
　運動の異常に充遣した状顛・顔面．口部、舌，嶺、四肢．躯幹にみ6れる他覚的に無目的で不規則な

不随意通勤．録踏癖様運動，アテトーゼ犠運動は含むガ，掻職は評価しない・

9概括重症度Overall　seve肖ty

　錘体外路霊歌全体の重建屋．

0　1　2　3　4



（別紙様式2）

医療観察精神科訪問看護指示書

指示期間　（平成　　年 月 日～ 年 月 日）

対象者氏名 生年月日　明・大・昭・平　　年　　角　　日

@　　　　　　　　　　　　　（　　　歳）

対象者住所

電話番号（　　　）　　　　一

施設名

主たる傷病名

病状・治療状況 （1）　　　　　　（2）　　　　　　　（3）

投与中の薬剤の用量・用法

病名告知 あサ　　・　　なし
現
在
の
状
況

治療の受け入れ

複数名訪問の必要性 あり　　　　なし

短時間訪問の必要性 あり　　　　なし

日，常生活自立度 認知症の状況　（1　　皿a　五b　皿a　皿b．　W，　M）

医療観察精神訪問看護に関する留意事項及び指示事項

E1　生活リズムの確立

@2　家事能力、社会技能等の獲得

@3　’対人関係の改善（家族含む）

@4　社会資源活用の支援

@5薬物療法継緯への援助

@6　身体合併症の発作・悪化の防止

@7　その他

緊急時の連絡先

s在時の対応法

主治医との意見交換の手段

特記すべき留意事填

上記のとおり、医療観察訪問看護の実施を指示いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成

　　　　　　　　　　　　　　　医療機関名

　　　　　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　電話

　　　　　　　　　　　　　　　（F似）

　　　　　　　　　　　　　　　医師氏名

訪問看護事業型指定通院医療機関　　　　　　　　　　　殿

（訪問看護ステーション）

年 月 日

（別紙様式3）

医療観察精神科特別訪問看護指示書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※該当する指示書をOで囲むこと

医療観察特別訪問看護指示期間（平成一　　年　　月　　日　～　　年　　月　　日）

対象者氏名 生年月日　　明　　大　　昭　　平　　　年　　　月 　　日
（　　歳）

症状・主訴：

一時的に医療観察訪問看護が頻回又は長・短時間必要な理由：

留意事項及び指示事項（注：点滴注射薬の相互作用・副作用についての留意点があれば記載してください．）

（該当する項目にOをつけてください）

（複数名訪問の必要性　　，，あり　・　なし　理由：

（長時間訪問の必要性　　　あり　・　なし　理由：

（短時間訪問の必要性　　　あり　・　なし　理由：

特に観察を要する項目（該当する項目にOをつけてください）

1服薬確認

2水分及び食物摂取の状況

3精神症状（観察が必要な事項：　　　　　　　．　　　　　　　）

4身体症状（観察力｛必衰な事項：　　　　　　　　　　　　　　　　）

5その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

点滴注射指示内容（投与薬剤・投与量・投与方法等）

緊急時の連絡先等

t

上記のとおり、指示いたします。

訪問看護事業型指定通院医療機関

（訪問看護ステーション）

医療機関名

電話

（F　A　X）

医師氏名

殿

平成　　　年 月

印

日



，

禽・雌ソ
（添付資料2別添②）

　　　　（
障精発0330第7号
一平成24年3月30日

都道府県

．各 精神保健福祉主管部（局）長殿

指定都市

厚生労働省社会・援護局

　障害保健福祉部精神・障害保健課長

r基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準及びその届出に関する手続の取

扱いについて」の一部改正にういて

　標記についてば．本日、「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者φ医療及び

観察等に関する法律第83条第2項の規定による診療方針及び医療による療養に要す

る費用の額の算定方法の一部を改正する件1（平成24年厚生労働省告示第242号）

が公布され、平成24年4丹↑日より適用されることとなったところであるが、この

実施に伴い、「基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準及びその届出に関す

る手続の取扱いについて」（平成↑7年8肩2日障精発第0802003身厚生労働省

社会・援護局障害保健福祉部精神保健福祉課長通知）の一部を別添新旧対照表のとお

り改正することとしたので、貴管内市町村を含め関係者、一関係団体に対する周知方に．

つき配慮されたい。

ピ



基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準及びその届出に関する手続の取扱いについて（平成17年8月2日障精発第

0802003号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課長通知）新旧対照表

　　　　　　　　　　　　（改正案）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（現　　行）

第1届出に関する手続　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第1届出に関する手続

1，2　（略）　　　　　　　　　　　　　　　　　　1，2　（略）

　　　　　が　　　　　　　　16ケ月　において　　　　　　　　で

重大オ’　　願ったの　　　に　　　成15
　110　　　　　　　とい　　　　85　　　　　　　　　　　　11

　　70　　78　　　　　　　’　　　　　　　　又1

　　　　　　るヤ　　　57　幅　　80　　72

　　　　　　　　　　又1　　　に　し　　又は当詮　　力

　　　　　　とみオ　　　　宅サ一一ビス　　　も　　　）で　　　　に

　むお　　正又は・　　　カ　　られた　　　　　85

　に　づく　　　　　　　　　によ　　　　　　　　と1

　　　　　　　　　　び監査について（平成7　12月22日　　　117

　いて　　　成20　9月30日　　　0930009

　に　　　　監査　　に基づき戒　　しく1よ1　　は　　　　　　　 け

　た　　　い　　のと

届出の要件を満たしている場合は届出を受理し、次の受理番号を決定し、

提出者に対して冨1体に受理番号を付して通知するとともに、当該指定医療機

関の所在する都道府県にある社会保険診療報酬支払基　　　に対して受理

番号を付して通知するものであること。

重大オ’

　110

　　70

和57

　又1

　　　　　　　　　　　において

　　　　　　　　　　　　に　　　　　平成15年噸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11

78　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

80

に　し、不正又は不当な行力　　られた

　　　当　　出の　　は甲設いもので

　オ’お　　　　　又1

め’れた　　　とは

て　（平成7年12月22日保髭　117目厚生試

　　に基づ　　戒　　しくは三　　は

幽

　オ’一　力艦

　　　につい

に　　る監

けた　　　い

届出の要件を満たしている場合は届出を受理し、次の受理番号を決定し、

提出者に対して副本に受理番号を付して通知するとともに、当朧医療

機関の所在する都道府県にある社会保険診療鞭酬支払基金支部に対して受

理番号を付して通知するものであること。

　入院対象者入院医学管理料　　　　　　　　　　（人烟医働第OO号

　通院対象者通院医学管理料　　　　　　　　　　樋処医管）第00号

通院対象者社会復帰連携体制強化加算　　　　（通社運強）第00号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
医療観齋精神科作業療法　　　　　　　　（医精神作業）第00号

　医療観察精神科ショート・ケア「大規模なもの」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（医籍ショ大）第OO号

　医療観察精神科ショート・ケア「小規模なもの」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（医精ショ小）第OO号

医療観察精神科デイ・ケア「大規模なもの」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（医籍デイ大）第OO号

医療観察精神科デイ・ケア「，1槻模なもの」　　（医籍デイ小）第OO号

医療観察精神科ナイト・ケア　　　　　　　　　（医籍ナイト）第OO号

医療観察精神科デイ・ナイト・ケア　　　　　　（医デイナイ）第OO号

症治 1こ る。 ）

24 ・応

24

（ 爺口 第

（ 基10）第

（ 23）

（ 連24）

5，6　（略）第2届出受理後の措置

第2届出受理後の措置
1，2　（略）　’

3　届出事項については、一玄至こと。

第3施設基準
通則施設基準の届出に当たって、入院対象者の数及び看護要員の数等の取

　扱いについては、「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続き

　の取扱尉こついて⊥（平成題年3月5日保医発0305第2号）別派2入院基

　本料等の施設基準等第2病院の入院基本料に関する施設基準4の例による

　こと。

灘灘
（入処医働第OO号

（通処医働第OO号

（通社運強）第OO号

医療観察精神科作業療法　　　　　　　　　　（医精神作業）第OO号

医療観察精神科ショート・ケア「大規模なもの』

医療観察精神科ショート・ケア「小規摸なもの』

医療観察精神科デイ・ケアr大規模なもの』

（医精ショ大）第OO号

（医精ショ小）第OO号

5，6

第2
1，2

3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（医籍デイが第OO号

医療観察精神科デイ・ケアr小規模なもの』　（医精デイ小）第OO号

医療観察精神科ナイト・ケア　　　　　　　　（医籍ナイト）第OO号

医療観察精神科デイ・ナイト・ケア　　　　　（医デイナイ）第OO号

（略）

届出受理後の措置
（略）

届出事項については、一　　1おいても　のやすし　に出　　示一軸よ軸

幽こと。
第3施設基準
通則施設基準の届出に当たって、入院対象者の数及び看護要員の数等の取

　扱いについては、「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続き

　の取扱いについて（平成雀年3月5日保医発0305第2号）⊥別添2入院基

　本料等の施設基準等第2病院の入院基本料1＿関する施設基準4の例による

　こと。



1入院対象者入院医学管理料

（1）　入院対象者入院医学管理料に関する施設基準

①｝⑤　（略）

　⑥病院の病棟の一i部に4槻格病棟を有している場合においては、小規格

　病棟に勤務する常勤看護師として、当該’1親権病棟の入院対象者の数に

　1．3を乗じた数以上を配■すること。なお、当該常勤看護師については当

　該医療機関の病棟における小規格病棟以外の部分に係る看護職員として

　算定してはならないこと。

⑦　（略）

（2）～（4）　　　（略）

（5）　急性期入院対象者入院医学管理料に係る施設基準

　　「注3の「別に　　　　　める’　●たさない　　と1
1 て　　た創　　ま た　オ’い　　で

し
①隔離又は身体拘束が行われている状況下で当該医療機関内に設置され

1入院対象者入院医学管理料

（1）　入院対象者入院医学管理料に関する施設基準

①～⑤　（略）

⑥病院の病棟の一部に4槻格病棟を有している場合においては、小規格

　病棟に勤務する常勤看護師として、当該小規格病棟の入院対象者の数に

　1．3を乗じた数以上を配置すること。なお、当該常勤看護師については当

　該医療樹巽㎞耕剰こおける小規格病棟以外の部分に係る看護職員として

　算定してはならないこと。

　　60　、らオ’　　　　　　　3の　　　一ってい

60人×1／3＝20人

　　　　　　　　’」

の燭　　　　4α％噸　力

20人x伽＝8人
ii．’1 10　　ける

10人×1．3ニ13人

50人x1／3＝16．7人≒17人

13人十17人＝30人

17人x4096十13人二19．8人≒20人

⑦　（略）

（2）一’（4）　　　（一畳）

（5）　急性期囚院i対象者入院医学管理料に係る施設基準

　　　　　の日日として91日以上180日以内 で

①隔離又は身体拘束が行われている状況下で当該医療機関内に設置され

　た行動制限最’Mk委員会による評価を受けてから7日以内であること。

②入院対象者の同意によらない医療行為が行われている状況下で当該医

　療機関に設置された新病棟倫理会議による評価を受けてから7日以内で

　あること。

（6）　届出に関する事項

　入院対象者入院医療管理料の施設基準に係る届出は、別派の様式1及び様

　式1－2、当該病棟に従事する医師の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・

　非専従の別）及び勤務時間国秉式2を用いること。なお、■注2⊥に該当し

　た場合についても同様式を用いて届け出ること。また、当該病棟の配置図

　及び平面図を添付すること。

2通院対象者通院医学管理料
（1），（2）　（略）

（3）　届出に関する事項

　通院対象者通院医学管理料の施設基準に係る届出は、別添の様式3を、

　通院対象者社会復帰連携体制強化加算の施設基準に係る届出は様式8を、

　当該治療に従事する作業療法士、精神保健福祉士又は臨床心理技術者の氏

　名、勤務の態様（常勤・非常勤、専任・非専任の男ID及び勤務時間に係る届

　出は様式9をそれぞれ用いること。

3 ■
幽

1 ■ に る

「

（平成24

　及びの出に　る　きの　いについ
　　0305　3　　生
）　（以下「　　　　　　　とい幅。）の

によ　こと。

一
、

一4医療観察精神科作業療法（1）　医療観察精神科作業療法に関する施設基準

　　た行動制限最’1叱委員会による評価を受けてから7日以内であること。

②入院対象者の同意によらない医療行為が行われている状況下で当該医

　　療機関に設置された新病棟倫理会議による評価を受けてから7日以内で

　　あること。

（6）　届出に関する事項

　入院対象者入院医療管理料の施設基準に係る届出は、別派の様式1及び様

　式1－2、当該病棟に従事する医師の氏名、勤務の態様（常勤・非常動、専従・

　非専従の別）及び勤務時間匿様式2を用いること。なお、注2に該当した場

　合についても同様式を用いて届け出ること。また、当該病棟の配置図及び

　平面図を添付すること。

2通院対象者通院医学管理料
（1），（2）　（略）

（3）届出にコ関する事項

　通院対象者通院医学管理料の施設基準に係る届出は、別派の様式3を、

　通院対象者社会復帰連携体制強化加算の施設基準に係る届出は様式7を、

　当該治療に従事する作業療法士、精神保健福祉士又は臨床心理技術者の氏

　名、勤務の態様（常勤・非常勤、専任・非専任の別）及び勤潮間に係る届

　出は様式8をそれぞれ用いること。

3医療観察精神科作業療法

（1）　医療観察精神科作業療法に関する施設基準

　1　　　　　士1よ　　　　として　　1人力 で　　こと

阜　　は、 士1人に　して、1日50人 とす　こと。



（2）届出に関する事項

　　医療観察精神科作業療法の施設基準に係る届出は別派の様式亙を、当該

　治療に従事する作業療法士の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専

　従の肋及び勤務時間に係る届出は様式ユをそれぞれ用いること。また、当

　該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付すること。

5　医療観察精神科ショート・ケア「大規模なもの」

（1）　医療観菊醗神科ショート・ケア「大規模なもの』に関する施設基準

　　　　　　　　　　　・ショート・ケア「　　オ’もの　　　によ　こと

一幅 ｽめにふ　　しし　用の しており 用

の　　広1 1人に　して50　　メートル と

こと　溢’ の してい

において「用とい軸ことでリ 駐

において に ことは差し　えオ’い。

　　　　　　　　工
・コミュニケーション・

　　　日　生5

パーソナルコンピュータ

によ のオ’ど ■
」 ゲームスポーツ

魎（2）届出に関する事項　　医療観察精神科作業療法の施設基準に係る届出は別海の様式三を、当該

　治療に従事する作業療法士の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専

　従の別及び勤務時間に係る届出は様式至をそれぞれ用いること。また、当

　該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付すること。

4　医療観察精神科ショート・ケアr大規模なもの』

（1）　医療観察精神科ショート・ケアr大規模なもの』に関する施設基準

　1　　　　ショート・ケアでって　オもの　すに当
たっては び1日当たし ｛次のい　れかで

ること。

ア 及 3人 （ 士又1 、
ン

ヨート・ケア　しく1 デイ・ケア いず

れか1人 1人 心 のいれか1
人 の4人で れ に　っては は

アに 4人 に　　に 1

びアに　　る 彪 1人加えて　6人で
に って‘ 6人に して1口

ショート・ケアー、にふしし用の　広60

（2）届出に関する事項

　　医療観察精神科ショート・ケアr大規模なもの」の施設基準に係る届出

　については別派の様式6を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・

　非常勤、専従・非専従の励D及び勤務時間に係る届出については様式ユをそ

　れぞれ用いること。

　　なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア

　又は精神科デイ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨

　を備考欄に記載すること。また、当該治療が行われる専用の施設の配置図

　及び平面図を添付すること。

6　医療観察精神科ショート・ケアr4槻模なもの」

（1）　医療観察精神科ショート・ケアr小規模なもの」に関する施設基準

　　　　　　　　　　　　・ショート・ケア「4　　なもの　　　による

　
コ
と一
』

（2）届出に関する事項

　　医療観察精神科ショート・ケアr小規模なもの』の施設基準に係る届出

　については別派の様式6を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・

　非常勤、専従・非専従の別及び勤務時間に係る届出については様式ユを

　それぞれ用いること。

　なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア

平メートル以上としかつ、 1人たりの　は4．0　メート
ル　　　と 又は。 デイ・ケア、

ナ　ト・ケ　　しく1 一
7

ト・

（2）届出に関する事項

　　医療観察精神科ショート・ケアr大規模なもの」の施設基準に係る届出

　については別派の様式5を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・

　非常勤、専従・非専従の男ID及び勤務時間に係る届出については様式至をそ

　れぞれ用いること。

　　なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア

　又は精神科デイ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨

　を備考欄に記載すること。また、当該治療が行われる専用の施設の配置図

　及び平面図を添付すること。

5　医療観察精神科ショート・ケアr’1槻模なもの」

（1）　医療観察精神科ショート・ケアr小規模なもの」に関する施設基準

1　・及　る1人　（、　亀士
福祉士又1 のいずれか1人）の2人で れ　　。に

は は 2人に　しては1口20人 とこるすと

オ’お ショート・ケア又1 デイ・ケア し

ショート・ケア　一軸にふ　　しし　用の 広　30

メートル以上とし 1人たしの　は33平メートル
とす　　又1・ デイ・ケア

ナイト・ケ　 しく1 ・デイ・ナイト・ケアとの

（2）届出に関する事項

　　医療観察精神科ショート・ケアr’1頻模なもの」の施設基準に係る届出

　については別派の様式5を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・

　非常勤、専従・非専従の別及び勤務時間に係る届出については様式亙を

　それぞれ用いること。

　　なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア



　又は精神科デイ・ナイト・ケアの経験を有する看護師について1よその旨

　を備考欄に記載すること。また、当該治療が行われる専用の施設の配置図

　及び平面図を添付すること。

7医療観察精神科デイ・ケア『大規摸なもの』

（1）　医療観察精神科デイ・ケアr大規模なもの』に関する施設基準

　　　　　　　　　　　　デイ・ケア「　　オ’もの　　　によ　こと。

（2）届出に関する事項

　医療観察精神科デイ・ケアr大規模なもの』の施設基準に係る届出につ

いては別派の様式6を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非

常動、専従・非専従の別及び勤務時間に係る届出については様式7をそ

れぞれ用いること。

　なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア

　又は精神科デイ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨

　を備考欄に記載すること。また、当該治療が行われる専用の施設の配置図

　及び平面図を添付すること。

　医療観察精神科デイ・ケアr大規模なもの」

（1）　医療観察精神科デイ・ケアr大規摸なもの」に関する施設基準

　1　　　　　　　耳デイ・ケアで　って　　　オもの　　　す　に当たっ

至

て1 1日当たり が・のいずれかであ　こ

虹
ア

ト・ケア

　　　　3人
デイ・ケア

士又1　　　ンヨー

のい●黷ｩ1人　看

1人及 又1 のい 、1 の4
人で に　っては は、 4人に　して1

アに 4人 に　　に 1　　　アに

に　っては 当

1人加えて　6人で
6人に　して1日70人　　　とする

と一
』

デア一軸にふししの
ショート・ケア イト・ケ　　しく1

デイ・ナイト・ケアと　　の しておし　当　　用の施

の広　は60平　メートル以上とし　かつ 1人当たしの

3　なお デイ・ケアと ナイト・ケア　同

にあっては、 同一　　　に混在し

（2）届出に関する事項

　医療観察精神科デイ・ケアr大規模なもの」の施設基準に係る届出につ

　いては別添の様式5を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非

　常勤、専従・非専従の肋及び勤務時間に係る届出については様式6をそ

　れぞれ用いること。

　　なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア

　　又は精神科デイ・ナイト・ケアの経験を有する看護師について1よその

　　旨を備考欄に記載すること。また、当該治療が行われる専用の施設の配

　　置図及び平面図を添付すること。

8　医療観察精神科デイ・ケアr小規模なもの』

（1）医療観察精神科デイ・ケアr小規模なもの』に関する施設基準

　　　　　　　　　　　　・デイ・ケア「4　　がもの　の例によ　こと。

②　届出に関する事項

　　医療観察精神科デイ・ケア「小規模なもの』の施設基準に係る届出につ

　いては別派の様式6を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非

　常勤、専従・非専従の別）及び勤務時間に係る届出については様式7をそ

　れぞれ用いること。

　　なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア

　又は精神科デイ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨

　を備考欄に記載すること。また、当該治療が行われる専用の施設の配置図

　及び平面図を添付すること。

9医療観察精神科ナイト・ケア

（1）　医療観察精神科ナイト・ケアに関する施設基準

　　又は精神科デイ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その

　　旨を備考欄に記載すること。また、当該治療が行われる専用の施設の配

　　置図及び平面図を添付すること。

7医療観察精神科デイ・ケアr小規模なもの」

（1）　医療観察精神科デイ・ケアr小規模なもの」に関する施設基準

　　　　　　　及　　　　　2人　　　　　　　法士　　　　　　　又

　　‘　　　　　　　　いれか1人　　　　1　の3人で　　　れ

ムには は 3人に　しては1日30人　　　と　　こ

　
台。む

と

ショート・ケア又‘ デイ・ケア

デイ・ケア　一にふ　　しし　用の

斗ショート・ケア

・デ　・ナイト・　アと　　の

ナイト・ケ　しく1

して斗 の

のは40メートル’としかっ 1人　たりの

3　オ’お、 斗デイ・ケアと医 斗ナイト・ケア　同

　　　　　　　　　　　　　　　にあっては　　　　　　　　　に、　し

（2）届出に関する事項

　　医療観察精神科デイ・ケア「小規模なもの」の施設基準に係る届出につ

　いては別海の様式5を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非

　常勤、専従・非専従の男の及び勤務時間に係る届出については様式6をそ

　れぞれ用いること。

　　なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア

　又は精神科デイ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨

　を備考欄に記載すること。また、当該治療が行われる専用の施設の配置図

　及び平面図を添付すること。

β　医療観察精神科ナイト・ケア

（1）　医療観察精神科ナイト・ケァに関する施設基準

　1　　及　 2人　作法士又‘　ショー



（2）届出に関する事項

　　医療観察精神科ナイト・ケアの施設基準に係る届出については別派の様

　式6を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専

従の男ID及び勤務時間に係る届出については様式7をそれぞれ用いること。

　　なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア

　又は精神科デイ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨

　を備考欄に記載すること。また、当該治療が行われる専用の施設の配置図

　及び平面図を添付すること。

10　医療観察精神科デイ・ナイト・ケア

（1）医療観察精神科デイ・ナイト・ケアに関する施設基準

　　　　　　　　　　　・デイ・ナイト・ケア　　によ　こと。

ト・ケア デイ・ケ　　しく1 ナイト・ケア

いれか1
　い　　か1 は

心

の3人 に‘

ナイト・ケア　一にふ　　しし

ショート・ケア

の

デ　・　　卜・ア の

デイ・ケ　　しく1

て瓢 の

の広　1　40・　メートル’　と　　かつ 1人　たしの

3　む’ デ ・ケアと ナ　ト・ケア　・

　　　　　　　　　　　　　　　に　っては　　　　　　　　に∂　し

（2）届出に関する事項

　　医療観察精神科ナイト・ケアの施設基準に係る届出については別添の様

　式5を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専

　従の肋及び勤務時間に係る届出については様式旦をそれぞれ用いること。

　　なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア

　又は精神科デイ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨

　を備考欄に記載すること。また、当該治療が行われる専用の施設の配置図

　及び平面図を添付すること。

9医療観察精神科デイ・ナイト・ケア

（1）医療観察精神科デイ・ナイト・ケアに関する施設基準

　1　　　　　　　デ　・ナイト・ケア　　　　　に　たっては

1日当たし く次のい　れかで　　こと。

ト・ケア

　　　　2人
・デイ・ケア イト・ケ　　しく1 デイ・

ンヨー

ナ　ト・ケア のい 、1

心理技術者又1

　　　　　｛噸

のいずれか1人）の3人で

に　っては 3人に　して1日30人

幽 ンヨー

（2）届出に関する事項

　医療観察精神科デイ・ナイト・ケアの施設基準に係る届出については別

派の様式6を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・

非専従の別）及び勤務時間に係る届出については様式ヱをそれぞれ用いる

こと。

　なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア

又は精神科デイ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨

を備考欄に記載すること。また、当該治療が行われる専用の施設の配置図

及び平面図を添付すること。

堂

ト・ケア デイ・ケア ナイト・ケ　　しく1 デイ・

ナイト・ケア のい れか1人 又は准

い　　　、1 ソーシ　ルワーカー 又は

のいれか1人）の4人で に　って‘ は

ウ イに 4人に イに 以 2人 加

えて　6人で に　って‘

6人に　して　1日70人 と　　こと　ただし　イにおいてい

れか1人と れてい の区 ごとに。 区 ｛2

オ’お 又1訂 しに　1　に　し も

聾幽デイ・ナイト・ケア　一、にふ　　しし　用のショート・　ア デ ア　しくは

の広さは⑩平方メートル以上とし　かつ

　7一　　　ト・ケアと　　の してい　　ので

り　当 1

人当たりの　　は3．3平　メートル とす　こと。

な’ 一
㌔

ことが望　しい

（2）届出に関する事項

　医療観察精神科デイ・ナイト・ケアの施設基準に係る届出については別

派の様式5を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・

非専従の別）及び勤務時間に係る届出については様式亙をそれぞれ用いる

こと。

　なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア

又は精神科デイ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨

を備考欄に記載すること。また、当該治療が行われる専用の施設の配置図

及び平面図を添付すること。
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別添
尋　一，

別流 ■

施設基準：こ係る届出書 施設基準に係る届出書

届出番号 届出番号

（届出事項）
～

（届出事項）

［　　　　　　　　　．］の施設基準に係る届出 ［　　　　　　　　　］の施設基準に係る届出

□当該届出を行う前0月間』おいq地ゐ厚生局1・対し駅心神喪失等の状態び □当該届出を行う前6月間において、地方厚生局に対して、心神喪失等の状態で
重大な｛也害守デ為孝Fぞテしつアト者σ）医療ム乏～♪石見酪等1こ閲で■る∫去ぞ軍第R5条第1羽自画健康f呆　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　● 重大な他害行為を行りた者の医療及び観察等に関すそ法律第05条第1項、健康保

険法弟78条第1項及び高齢者の医療の確保に関する法律第72条第1項の規定に 険法第7β条第1項及ひ高齢者の医療の確保に関する法律第72条第1項の規定に

基づく検査等の結果、診療内容又は診療報酬の請求に関し、不正又は不当な行為が 基づく検査等の結果、診療内容又は診療報酬の請求に関し、不正又は不当な行為が

認められたことがないこと。（訪問看護事業型指定通院医療機関においては、当該届 認められたことがないこと。

吊を行う前6月間において、地質厚生局に対して、心神農夫等の状簾で重大な他喜

行為を行った：者の医療及び観察等Ir閲する法律第85条第1項、健康保険法篇94

条第1項及び高齢者の医療の穰保に関する法律第81条第1項の規定に基づく検査

等の結果、指定訪問看護の内容又は訪問看護療養費の請求に関し、不正又は不当

な行為か認められたことがないこと。） 補記について、卜記基準のすべてに伯脅しているの℃、別流の様式を添7して届吊し

ます。

標記について、上記基準のすべてに適合しているΦで、別添の様式を添えて届出し

よす。

平成　　守　　月　　日

平成　　年　　月・日 ｝ 保険医療機関の所在地及び名称

保険医療機関の所在地及び名称
開設者名　　　　　　印

開設著名　　　　　　印 殿

備考1［　］欄1』は、該当dる施設基準q）名称を記入9るしと。

澱 2ロには、適合する場合rレ」を記入すること。

備考1：］欄には、議当する施設基準の名称を記入すること， 3届出書1よ、正副2通提出のこと。

2ロには、適合する場合rレ」を肥人すること。

3届出書は、正副2通提出のこと．　、＿
噛



様式1～3　　（略）

様式4
　医痛瞭然［獅夫・鷹所動療シ去イの鰍鴨峯に係る届出書添付盗料
　医療親票認弐L療法・認知行動療拙］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　喉該当す弟届出窮哨篭Oで囲むこと・

　1　医療観察認知療法・認知行動療法の届出

2

医源1国見緊雨6耐六u王累’1＝　　　昌16ス　　1■丁3VJ　’

標榜診療科

医師の氏名

指定番号

研修受講の有無 有　　　　　　薫

研修の名称
ア　耀矢口行動痛涜研僚事業（厚牛労働省事業）

C　その他（名称）

（1）

≧　医療観察認知療法・　　　　　　認知行動療法イの実績に係る要件
s道府県等に協力し診察業務等を行った回数 回（≧’回）

（2） ①＋⑦＋②
@時間外、休日又は深夜に精神科救急情
�Zンター等¢対応休制（オンr一ル等〕

ﾉ協力した回数

回（≧6回）

@　　　回

②他O医療機関で時間外、休R1憂は深夜

ﾌ外来診療や、救急医療機関び診凛協力

i外来、当直、対診等）を行？た回数

同

⑭所属の医癩徽関が精神科救急医叛体制

ｮ備事業に参加し、当直又はオン二一ル

凾�sった回数

回

（3）

1①届出の：有無

④所属する指定通院医療磯間の時間外対応加算 有　・無

⑤所属する指定通玩医療機関の時間外・休日又は
[夜における精神千斗救急情報セニノター等方・ら皇

@Oかかりつけ患者に閲する問い合わせ等に対

桙ﾅきる体制の有無

有　・・無

［記載上の注意］
、医師が精ネ曜謝綻医の場合指定番号を記呵ること・
2　研修受諾有の場合、研修の名称を記載すること。
3医療観痴忍知癬か認知予期郷云イを届げ出る場合・当該精神保謝皆
空医の届出前直近・年間の実績割己賊し・要件の（・）・（2）又は（3）
のいずれか2つ以上の憂件を満たすこと・具体的には、　（3）の場合、・
の又は⑤の要件斎満たすr～．割葺等について胤照劉謝t’速や梱こ
回答でぎるように医療機関で保’督すること．

様式5’》g （略）

様式1～3（略）

様式4ん8　（略）



様式10

医療齢療鞭職調症治療指導管理料の施麟購届出書添付書楽員

1　統合失調症の診断・治癒に十分な経

ｱを有する精1申科医の氏名

2　統合失調症について十分な知識を有

ｷる薬剤師の酩

0副作用発現時闘応ずるための体布IIの概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

A

へ



様式11

医療観察訪問看護基本料に係る届■書

　（届出’変更’取消し）の添付資料

受理番号 （医訪着基10） 号

受付年月日 平」成 年　　月　　日　　決定年月日 平成　　年　　月 ’目

（届出：事項） 医療観察訪問看護基本料に係る届出

　平」成

n方厚生局長

上記のとおり届け出ます。

@　　　　　年　　月

¥療観察訪問看護事業者の所在及び名称

@　　　　　　　殿

日　　　　　　　　　　代表渚の氏名

印

届出内容’
ヌテーシ日ンコード

所在地及び名称

訪間着看難業型指定通院医療機関の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　管理者の氏名

俣ｬ出に係る医療観賜順寵行う看渡師等

氏名 職種 当該医療観齋訪問看護を行うために必要な経験内容

備考＝職種とは保健師、

@　：経験内容嫉

　　　　　　　　看護師」准看講師又は作業療法士の別を記載すること

@　　　　　具体的かっ簡潔に記載すること

F届出：書は正副2通：を提出すること



様式12
　医療観察24時間対応体制加算・時間遺絡偉制加算に係る届出書（届出・変更・取消し）

受理番号 （医訪看対28、医訪眉逆24）　　　号

受付年月日 平成　　年　　月　　日 決定年月日 平成　　年　　月　　日

（届出：事項）

@1．医療観齋24時間対応体制加算、2．医療観察24時間遮絡体制加算
上記のとおり届け出ます。

@平成　　年　　月　　日
纓ﾃ観察訪問看護事業者

ﾌ所在地及び名称

@　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　　印

宸nO厚生局長　殿
スチーシ5ンコード

訪問看護事業型指定通院医療御開の

轄ﾝ地及び名称

@　　　　　　　　　　　　　　管理者の馬名
1．24晴間対応体制加算　2．24時間連絡体制加算に係斎届出内容

，保健師 人 常勤　　　　　　人 非常勤

助産師 人 常勤　　　　　　人 非常動

看護師 人 常勤　　　　　　　人 非常勤

O連絡相談を担当する職員（　　　〉人

尨A絡方法

○道絡先’電話番号・

1 （　　　　） 4 （　　　）

2 （　　　） 5 （一@　）
3 （　　　） 6 （　　　）’

※」 纓ﾃ観察24時間対応体制加算の場合、連絡相談を担当する職員には緊急時訪問看
@護を担当略する職員についても記載すること。

し’・

、

A



様式13

医療観察デイ・ケア等　疾患別等診療計画

患者氏名 性別 生年月日

主治医 デイ・ケア、

S当職負
診1 f 既往症

、入院歴 ロなし ロあり（最綿入院　　・年　　月～　　年　　月　　　病院〉

治療歴

iデイ・ケア

凾ﾌ利用歴

�ﾜむ）

ロなし　ロあり

@　　デイ・ケア零利用歴
@　ロシコート。ケア　　　　（施設名　　　　乳用期間　　　　　　）

@　ロデイ・ケア・　　　　　（施設名　　　　　乳用期間　　　　　　　）

@　ロナイト・ワ’ア　　　　　（施設名　　　　　乳用期間　　　　　　　）

@　・デイ・才イト・ケア　（施設名　　　手帳期間　　　　〉
@　ロその他　　　　　　　（施設名　　　　乳用期間　　　　　　）

現在の状況

i症状・治療

燉e等）

デイ・ケア

�p相酌

デイ・ケア

燉e

（具体的なプログラム内寄こその実施頻旗及び期間について記載をすること・）

デイ・ケア

ﾚ標

短期目標（概ね3マ月以内）

長期目標（概ね，1年以内）

特記事項

、
、
㌦



（参考：改正後全文）

障精発第0802003号
平成17年8月2日
一　　部　　改　　正

障精発第1116003号
平成17年11月16日
一　　部　　改　　正

障精発第0331003号
平成20年3月31日
一　　部　　改　　主

障精発第0331001号
平成21年3月31日
一　　部　　改　　正

障精発0331第6号
平成22年3月31日
一　　部　　改　　正

障精発0330第7号
平成24年3月30日

都道府県

各 精神保健福祉主管部’i局）長殿
指定都市

厚生労働省社会・援護局

　障害保健福祉部精神・障害保健課長

基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準及びその届出に関する手続の取扱いに

ついて

　標記については、本日「心神喪失等の状態で重大な他書行為を行った者の医療及び観察

等に関する法律第83条第2項の規定による診療方針及び医療による療養に要する費用の

額の算定方法（平成17年厚生労働省告示第365号）が公布され、本日から適用される

こととなったところであるが、指定医療機関からの届出を受理する際の留意事項は下記の

とおりであるので、貴管内市町村を含め関係者、関係団体に対する周知方につき配慮され

たい。



記

第1　届出に関する手続

1　各施設基準に係る届出を行おうとする指定医療機関の開設者は、当該指定医療

　機関の所在地を管轄する地方厚生局長に対して、別派の当該施設基準に係る届出

　書を正副2通提出するものであること。

2　届出書の提出があった場合は、届出書を基に、　「基本診療料及び医療観察精神

　科専門療法の施設基準等入院料等の施設基準」（平成17年厚生労働省告示第＄66

　号）及び本通知に規定する基準に適合するか否かについて要件の審査を行い、記

　載事項等を確認した上で受理又は不受理を決定するものであること。また、補正

　が必要な場合は適宜補正を求めるものとする。

　　なお、この要件審査に要する時間は原則として2週間以内を標準とし、遅くと

　も概ね↑ヶ月以内（提出者の補正に要する期間ば除く。）とするものであること。

3　基奉診療料及び曙療観察精神科専門療法の施設基準に係る届出を行う指定医療

　機関が、当該届串を行う前6ヶ月間において、心神喪失等の状態で重大な他書行

　為を行った者の医療及ぴ観察等に関する法律（平成15年法律第11b号。以下「法』

　という。）第85条第1項．健康保険法（大正11年法律第70号）第78条第1項（同

　項を準用する場合も含む。）又は高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法

　律第80号）第72条第1項の規定に基づく検査等の結果、診療内容又は診療報酬

　に関し、不正又は不当な行為が認められた保険医療機関並びに法第85条第1項、

　健康保険法第94条第1項（同項を準用する場合も含む。）又は高齢者の医療の確

　保に関する法律第81条第↑項の規定に基づく検査等の結果、健康保険法第88条

　第・↑項に規定する指定訪問看護及び高齢者の医療の確保に関する法律第78条第

　1項に規定する指定訪問看護の内容又は訪問看護療養費の請求に関し、不正又は

　不当な行為が認められた訪問看護事業所（健康保険法第89条第2項の規定する

　訪問看護事業所とみなす指定居宅サービス事業者も含む。）である場合にあって

　は、当該届出の受理は行わないものであること。

　　なお、「不正又は不当な行為が認められた」場合（法85条露1項の規定に基

　づく報告の請求及ぴ検査による場合を除く。）とは、「保険医療機関及び保険

　医等の指導及び監査について」（平成7年12月22日保発第117号厚生省保険局

　長通知）及び「指定訪問看護事業者等の指導及び監査について」　（平成20年9

　月30日保発第0930009号厚生労働省保険局長通知）に規定する監査要綱に基づ

　き、戒告若しくは注意又はその他の処分を受けた場合をいうものとする。

4　届出の要件を満たしている場合は届出を受理し、次の受理番号を決定し、提出

者に対して副本に受理番号を付して通知するとともに、当該指定医療機関の所在

する都道府県にある社会保険診療報酬支払基金支部に対して受理番号を付して通

知するものであること。

　　入院対象者入院医学管理料　　　　　　　　　　　　　・（入処医管）第OO号

通院対象者通院医学菅垣料

通院対象者社会復帰連携体制強化加算

医療観察認知療法・認知行動療法

医療観察精神科作業療法

医療観察精神科ショート・ケアr大規模なもの」

医療観察精神科ショート・ケア「小規模なもの」

医療観察精神科デイ・ケア「大規模なもの」

医療観察精神科デイ・ケ7r小規模なもの」

医療観察精神科ナイ’ g・ケア

医療観察精神科ディ・ナイト・ケア，

　（通処医官）第OO号

　（通社運強）第OO号一

　　（医認）第OO号

（医精神作業）第00号

（医精ショ大）第OO号

（医精ショ小）第OO号

（医精デイ大）第OO号

（医精デイ小）第OO号

（医精ナイト）第OO号

（医デイナイ）第OO号

　　医療観察抗精神病特定薬剤治療揖導管理料く医療観察治療抵抗性統合失調症治

　　療指導管理料に限る。）　　　　　．　　　　　’　⊥（医抗治僚）第OO号

　　医療観察訪問看護基本料　　　　　　　　　　　　（医訪看基10）第OO号：

　　医療観察24時間対応体制加算　　　　・．　　　　　（医訪看対23）第OO号

　　医療観察24時間連絡体制加算　　　　　　　　　．（医訪看連24）第OO号

5　要件審査を終え、届出を受理した場合は、届出日に遡って算定することができ

　るものとする。

6　届出の不受理の決定を行った場合ば、速やかにその旨を提出者に対して通知す

　るものであること。，

第2・届出受理後の措置・
1　届出を受理した後において、届出の内容と異なった事情が生じた場合には、指

　定医療機関の開設者は遅滞なく変更の届出等を行うものであること。次に掲げる

　事項についての一時的な変動については、，ごの限りではないことげ

（1）　医師と法第42条第1項第↑号又は第61条第1項第1号の決定によりみ院し

　　ている者（以下「入院対象者』，という。）の比率についてはい歴月で3か月を超

　　えない期間の1割以内の一時的な変動。

（2）　看護師と入院対象者の比率については、歴月で1か月を超えない期間の1割

　　以内の一時的な変動。

（3）　作業療法士、精神保健福祉士及び’p理学に関する専門的知識及び技術により、

　　心理に関する相談に応じ、助言、指導その他の援助を行う能力を有すると認め

　　られる者（以下r臨床心理技術者』という。）と入院対象者の比率については、

　　歴月で3か月を超えない期間の1割以内の一時的な変動。

2　基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準に適合しないことが判明し、

　所要の指導の上なお改善がみられない場合は、当該届出は無効となるものである

　が、その際には指定医療機関に弁明を行う機会を与えるものとすること。

3　届出事項については、必要に応じ、診療報酬の届出等と関連づけて確認するこ

　と。

第3　施設基準



通則　施設基準の届出に当たって、入院対象者の数及び看護要員の数等の取扱いに

　ついては、　「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いにつ

　いて」（平成24年3月5日保医発0305第2号）別添2入院基本料等の施設基準
　等第2病院の入院基本料に関する施設基準4の例によること。

1　入院対象者入院医学管理料

（1）入院対象者入院医学管理料に関する施設基準

　　①当該指定入院医療機関の専ら入院対象者に医療を実施するための病棟に係

　　　る病床は全て個室で、床面積は10平方メートル以上であり、以下に掲げる施

　　　設を有していることを標準とする。ただし、病院の病棟の一部であって、法

　　　第42条第1、項第1号ヌは第61条第1項第1号の決定を受けた者であって集

　　　中的な治療を要する者を入院させるための精神病床（14床を超えないものに

　　　限る。）により構成される病棟（以下「小規格病棟」と．いう。）にあってはこの

　　　限りでない。

　ア　2カ所以上の診察室

　イ　酸素吸入装置・吸引装置等を有する処置室

　ウ　床面積10平方メートル以上の保護室

　工　集団精神療法室、作業療法室

　オ　入院対象者が使用できる談話室、食堂、面会室、浴室及び公衆電話

②　当該指定入院医療機関には、医療の質を確保するため、丁新病棟外部評価

　会議」、　「新病棟運営会議」、　「新病棟倫理会議」、　「新病棟治療評価会議』

　及び「地域連携を確保するための会議」が設置され、甲定期的に開催されている

　こと。

③　緊急時の対応のため、「事故・火災発生対応マニュアル」及び「無断退去

　等対応マニ．ユアル』が整備されていること。

④　無断退去を防止するため、安全管珪体制が整備されていること。

⑤　当該入院医学管理の実施等についてぱ、「指定入院医療機関運営ガイドラ

　イン」（平成17年7月↑4日障精発第07↑4001号）を参考とすること。

⑥　病院の病棟の一部に小規格病棟を有している場合においてはζ小規格病棟一

　に勤務する常勤看護師として、当該小規格病棟の入院対象者の数に1．3を乗

　じた数以上を配置すること。なお、当該常勤看護師については当該医療機関

　の病棟における小規格病棟以外の部分に係る看護職員として算定してはなら

　ないこと。

⑦100人以上の患者を入院させるための施設を有し、その診療科名中に内科、

　外科、婦人科、眼科及び耳鼻いんこう科を含む病院において、当該病棟にお・

　ける常勤の作業療法士、精神保健福祉士及び臨床心理技術者の数の合計が1

　に当該病棟の入院対象者の数が5又はその端数を増すごとに1を加えた数に

　満たない場合にあっては、入院対象者の状態に応じた入院医学管理を行うに

　つき以下の体制を整備していること。

　　ア　重度の身体合併症を有する対象者については、他の診療科等と連携’し、精

　　　神障害の治療と相まって、身体合併症に対する適切な医療を提供できる体制

　　　を確保していること。

　　イ　重度の身体合併症を有さない対象者（治療により身体合併症が治療した者

　　　を含む。）については、当該対象者の社会復帰を促進するために適当な指定入

　　　院医療機関に当該対象者を転院させるための必要な連絡調整を行うなど、他

　　　の指定入院医療機関との綿密な連携対を確保していること。

（2）・急性期入院対象者入院医学管理料の入院対象者

　　「入院処遇ガイドライン』（平成17年7月14日障精発第0714001号。以下「処

　遇ガイドライン』という。）に示される、「急性期の到達目標」の各項目を満た

　した又はそれに準ずる状態であると指定入院医療機関の新病棟運営会議におい

　・て判断されたことがなく，、一かつ、入院後間もない期間であって、当該医療機関

　の管理者により、急性期における医療を提供する必要性があると認められたみ

　院対象者で昂ること。

（3ン　回復期入院対象者入院医療管理料の入院対象者

　　処遇ガイドラインに示される、「急性期の到達目標』の各項目を満たした又は

　それに準ずる状態であると指定入院医療機関の新病棟運営会議において判断され・

　指定入院医療機関の管理者により“回復期における医療を提供する必要性がある

　と認められた入院対象者であること。

（4）社会復帰期入院対象音入院医僚管理料の入踪対象者

　　処遇ガイドラインに示される、r回復期の到達目標』の各項目を満たし耳はそ

　れに準ずる状態であると指定入院医療機関の新病棟運営会議において判断され、

　指定入院医療機関の管理者により、社会復帰期における医療を提供する必要性が

　あると認められた入院対象者であること。

（5）急性期入院対象者入院医学管理料に係る施設基準

　　　「注3』の「別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合」とは、次の①

　及び②の条件の全てを満たさなければ、基準を満たさない場合である。

　　①　隔離又は身体拘束が行われている状況下で当該医療機関内に設置された行

　　　’動制限最小化委員会による評価を受けてから7日以内であること。

　　②　入院対象者の同意によらない医療行為が行われている状況下で当該医療機

　　　　関に設置さ’れた新病棟倫理会議による評価を受けてから7日以内であるこ

　　　　と。

（6）　届出に関する事項

　　入院対象者入院医療管理料の施設基準に係る届出は、別添の様式1及び様式1

　－2、当該病棟に従事する医師の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従．

　の別）及び勤務時間は様式2を用いること。なお、「注2」に該当した場合につい

　・ても同様式を用いて届け出ること。また、当該病棟の配置図及び平面図を添付す

　　ること。

　2　通院対象者通院医学管理料



（1）　通院対象者通院医学管理料に関する施設基準

　①当該指定通院医療機関に、作業療法士、精神保健福祉士又は臨床心理技術

　　者が1名以上配置されていること。

　②　当該指定通院医療機関には、医療の質を確保するため「多職種チーム会議」

　　が設置され、定期的に開催されていること。また、保護観察所が設便する「ケ

　　ア会議ゴに参加し、処遇の実施計画に協力するなど緊密な連携体制が整備さ

　　れていること。

　③　法第42条第1項第2号支は第51条第1項第2号による決定を受けた対象

　　者（以下「通院対象者」と，いう。）の病状急変等により、通院対象者又はその

　　看護に当たっている者から電話等によって治療上の意見を求められた場合に

　　常時対応できる体制があること。

　④当該指定通院医療機関は、医療観察精神科デイ・ケア及び医療観察精神科

　　訪問看護・指導を実施できる体制を整えているか、若しくはそのような他の

　　指定通院医療機関との連携体制を有していること。また、通院対象者の急性

　　増悪等による入院における診療に対処するため、当該指定通院医療機関の1

　　つの精神病棟における常勤の看護師若しくは准看講師の数が、当該病棟の入’

　　院患者数の3若しくはその端数を増すごとに1以上セあり、かつ、当該病棟．

　　の看護師の割合が4割以上であるか、又は前述と同等の機能を有する医療機

　　関との連携体制を有していること。ただし、当該指定通院医療機関における

　　精神障害を有する者に対する医療及び保護の体制、当該指定通院医療機関の

　　管理運営の状況、．当該指定通院医療機関の地域における役割等を勘案し指定

　　通院医療機関として指定することが適当であると認められる医療機関につい

　　ては、この限りでないこと。・

　⑤　通院医学管理の実施等については、「指定通院医療機関運営ガイドライン」

　　（平成17年7月↑4日障精発第0714001号）を参考とすること。

（2）通院対象者社会復帰連携体制強化加算に関する施設基準

　①　r通院対象者を常時3名以上受け入れる体制を確保していること』とは、

　　過去3年間において同時期に、通院対象者を3名以上受入れた実績があり、

　　かつ、地方厚生局等からの受入れに関する協力要請があった時点において、

　　現に受入れている通院対象者が3名に満たない場合に、受け入れ要請に応じ

　　ることができる体制であること。

　　　なお、地方厚生局等からの受入れに関する協力要請があった時点において、

　　現に受入れている通院対象者が3名以上の場合にあっても、できるかぎり受入

　　れ要請に応じることが望ましい。

　②　当該指定通院医療機関に専任の作業療法士、精神保健福祉士又は臨床心理

　　技術者を2名以上配置しているこど。

（3）届出に関する事項’

　　　通院対象者通院医学管理料の施設基準に係る届出は、別添の様式3を、通院

　　対象者社会復帰連携体制強化加算の施設基準に係る届出は様式8を、当該治療

　　に従事する作業療法士、精神保健福祉士文は臨床心理技術者の氏名、勤務の態

　　様（常勤・非常勤、専任・非専任の別）及び勤務時間に係る届出は様式9をそれ

　　ぞれ用いること。

3　医療観察認知療法・認知行動療法

（1）　医療観察認知療法・認知行動療法に関する施設基準

　　「特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて』

　（平成24年3月5日保医発0305第3号厚生労働省保険局医療課長・歯科医療管

　理官連名通知）　（以下「特掲診療料通知」という。）の認知療法・認知行動療法

　の例によること。

（2）　届出に関する事項

　　医療観察開知療法・認知行動療法の施設基準に係る届出は別添の様式4を用い

　ること。

4　医療観察精神科作業療法

（1）　医療観察精神科作業療法に関する施設基準
　　　　　ノ　　特掲診療料通知の精神科作業療法の例によること。

（2）　届出に関する事項
　　医療観察精神科作業療法の施設基準に係る届出は別添の様式5を、当該治療に

　従事する作業療法士の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従の別）及び

　勤務時間に係る届出は様式7をそれぞれ用いること。また、・当該治療が行われる

　専用の施設の配置図及び平面図を添付すること。

5　医療観察精神科ショート・ケア「大規模なもの』

（1）　医療観察精神科シヨ歯ト，・ケアr大規模なもの』に関する施設基準

　　特掲診療料通知の精神科ショート・ケアr大規模なもの」の例によること。

（2）　届出に関する事項
　　医療観察精神科ショ」ト・ケア「大規模なもの』の施設基準に係る届出につい

　ては別派の様式6を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・

　非専従の別）及び勤務時間に係る届出については様式7をそれぞれ用いること。

　　なお、精神科ショート・ケア、’精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア又は精

　神科デイ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨を備考欄に記

　載すること。また、当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図奇添付す

　ること。
6　医療観察精神科ショート・ケアr小規模なもの」

（1）　医療観察精神科ショート・ケア「小規模なもの』に関する施設基準・

　　特掲診療料通知の精神科ショート・ケア「小規模なもの』の例によること。

（2）　届出に関する事項

　　医療観察精神科ショート・ヶア「小規模なもの』の施設基準に係る届出につい

　ては別添の様式6を、，当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・

　　非専従の別）及び勤務時間に係る届出については様式7をそれぞれ用いること。



　　なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア又は精

神科デイ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨を備考欄に記

載すること。また、当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付す

　ること。

7　医療観察精神科デイ・ケアr大規模なもの∫

（1）　医療観察精神科デイ・ケア「大規模なもの」に関する施設基準

　　特掲診療料通知の精神科デイ・ケアr大規模なもの」の例によること。

（2）　届出に関する事項

　　医療観察精神科デイ・ケア「大規模なもの」の施設基準に係る届出については

別添の様式6を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤’・非常勤。専従・非

専従の別）及び勤務時間に係る届出については様式7をそれぞれ用いること。

　　なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア又は精

神科デイ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨を備考欄に記

載すること。また、当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付す

　ること。

8　医療観，察精神科デイ・ケア「小規模なもの」

（1）　医療観察精神科デイ・ケア「小規模なもの」に関する施設基準

　　特掲診療料通知の精神科デイ・ケア「小規模なもの』の例によることも

（2）　届出に関する事項　　　　　　　　　　　’　　　　．　　　、／

　　医療観察精神科デイ・ケア「小規模なもの」の施設基準に係る届出については

　別派の様式6．を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・

　非専従の別）及び勤務時間に係る届出については様式7をそれぞれ用いること。

　　なお、精神科ショート・ケア、，精神科デイ・ケア、精神科ナイトrケア又は精

　神科デイ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨を備考欄に

　記載すること。また、当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添

　付すること。

9　医療観察精神科ナイト・ケア

（1）　医療観察精神科ナイト・ケアに関する施設基準

　　特掲診療料通知の精神科ナイト・ケアの例によること。

（2）　届出に関する事項

　　医療観察精神科ナイト・ケアの施設基準に係る届出については別添の様式6を、

　当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従の別）及び勤

　務時間に係る届出については様式7をそれぞれ用いること。

　　なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア又は精

　神科ディ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨を備考欄に記

　載すること。また、当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付す

　ること。

10　医療観察精神科デイ・ナイト・ケア

（1）　医療観察精神科デイ・ナイト・ケアに関する施設基準

　　特掲診療料通知の精神科デイ・ナイト・ケアの例によることも

（2）届出に関する事項
　　医療観察精神科デイ・ナイト・ケアの施設基準に係る届出については別添の様

　式6を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従の別）

　及び勤務時間に係る届出については様式7をそれぞれ用いること。

　　なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア又は精

　神科デイ・ナイト・ケアの経験を有する看護師に？いては、その旨を備考欄に記

　載すること。’また、当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付す

　ること。

11　医療観察抗精神病特定薬剤治療指導管理料

（1）　医療観察治療抵抗性統合失調症治療指導管理料に関する施設基準

　　特掲診療料通知の治療抵抗性統合失調症治療指導管理料の例によること。

’（2）・届出に関する事項

　　医療観察治療抵抗性統合失調症治療指導管理料に関する施設基準に係る届出に

　ついては別派の様式10を用いること。

12　医療観察訪問看護基本料

（一1）　医療観察訪商看護基本料に関する基準

　　　当該医療観察訪問看護基本料を算定する心神喪失等の状態で重大な他書行為

　　を行った者の医療及び観察等に関する法律施行令（平成161’年政令第310号）の

　　第1条各号に掲げる指定通院医療機関の保健師、看護師又ば作業療法士は、次

　　のいずれかに該当する者であること。

　　ア　精神科を標榜する保険医療機関において、精神病棟又は精神科外来に勤務

　　　した経験を有する者

　　イ　精神疾患を有する者に対する訪問看護の経験を有する者

　　ウー精神保健福祉センター又は保健所等における精神保健に関する業務の経験

　　　を有する者

　　工　専門機関等が主催する精神保健に関する研修を修了している者

　（2）　届出に関する事項

　、’　医療観察訪問看護基本料に関ずる施設基準に係る届出については別派の様式

　　11を用いること。

　13　医療観察24時間対応体制加算又は医療緯察24時間連絡体制加算

　（1）　医療視察24時間対応体制加算又は医療観察24時間連絡俳制卯算1〒関する

　　　施設基準
　　　　訪問看護ステーションの基準に関する手続き卯取扱いについて（平成24年

　　　3月5日保医発0305第10号）　（以下r訪問看護基準通知』という。）の24

　　　時間対応体制加算又は24時間連絡体制加算の例によること。

　（2）’届出に関する事項
　　　　医療観察24時間対応体制加算又は医療観察24時間連絡体制加算に関する施

　　　設基準に係る届出については別添の様式12を用いること曾



注1　医療観察精神科作業療法、医療観察精神科ショート・ケア「大規模なもの」、

　　医療観察精神科ショート・ケア「小規模なもの」、医療観察精神科デイ・ケア

　　「大規模なもの」、医療観察精神科デイ・ケア「小規模なも㊥』、医療観察精

　　神科ナイト・ゲア及び医療観察精神科デイ・ナイト・ケア（以下r医療観察精

　　神科作業療法等」）の施設基準について、法の通院対象以外の者も含め一体と

　　して実施している場合については、そφ単位における施設基準とする。

注2　別添の様式4については特掲診療料通知の別添2の様式44の3、別添の様

　　式5については特掲診療料通知の様式2の第45、別添の様式6についてrま特掲

　　診療料様式2の第46、別派の様式7については「基本診療の施設基準等及びそ

　　の届出に関する手続きの取扱いについて』（平成24年3月5日保医発0305第

　　2号厚生労働省保険局医療課長・歯科医療管理官連名通知）の別派6の様式20、

　　別派の様式11については訪問看護基準通知の別紙様式1、別紙様式の12にっ

　　いては訪問看護基準通知の別紙様式2を用いても差し支えない。

注3　医療観察精神科ショート」ケア「大規模なもの」の「注2』、医療観察精神

　　科デイ・ケア「大規模なもの』の「注2』及び医療観察精神科デイ・ナイト・

　　ケアの「注4』の「疾患等に応じた診療計画」については、様式13又はこれ

　　に準じる様式（特掲診療料通知様式2の様式46の2等）で作成すること。

別派

施設基準に係る届出書

届出番号

（届出事項）

［ ］の施設基準に係る届出

ロ当該届出を行う前6月間において、地方厚生局に対して、心神喪失

等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及尊観察等に関する法律

第85条第1項、健康保険法第78条第1項及び高齢者の医療の確保に

関する法律第72条第1項の規定に基づく検査等の結果、診療内容又は

診療報醜の請求に関し、不正又は不当な行為が認められたことがないこ

と。（訪問看護事業型指定通院医療機関においては・当該届出を行う前

6月間において、地方厚生局に対して、心神喪失等の状態で重大な他書

行為を行った者の医療及び貌察等に関する法律第85条第1項、健康保

険法第94条第1項及び高齢者の医療φ櫨保に関する法律第81条第1

項の規定に基づく検査等の結果、指定訪問看護の内容又は訪問看護療

養費の請求に関し、不正又は不当な行為が認められたことがないこと。）

標記について、上記基準のすべてに適合しているので、別添の様式を

添えて届出します。

平成　　年　　月　　日

保険医療機関の所在地及び名称

殿

開設者名 印

備考1［　］欄には、該当する施設基準の名称を記入すること。

　　2□には、適合する場合「レ』を記入すること。

　　3届出書は、正副2通提出のこと。



様式1

入院対象者入院医学管理料の施設基準に係る届出書添付書類

医療機関の・

T要
病床数　　　　　　　床

精神保健指定医　　　　一常勤　　　　人　　非常勤　　　　人

薬剤師　　　　　　　　常勤　　　　人　　非常勤辱　　　人

当該病棟の

T要
病床数　　　　　　　床

精神保健指定医　　　　常勤　　　　人　　非常勤　　　　人

医師（指定医を含む）　　常勤　　　　人　　非常勤　　　　人

看護師　　　　　　　　常勤　　　　人　　非常勤　　　　人

作業療法士

ｸ神保健福祉士　　　　常勤　　　　人　　非常勤　　　　人

ﾕ床心理技術者

当該病棟の

¥造設備

個室　　　室　　　床1床当たり床面積　　　平方メートル．

診察室　　室

処置室　　室　　　　　　　　　　　　　　、．

岦ﾝされている装置・器具等の名称・台数等

｡

保護室　　　室　　床1床当たり床面積　　　平方メートル

集団精神療法室 平方メートル

作業療法室 平方メートル

談話室 平方メートル

食堂 平方メートル 浴室の有無　　有・無

面会室 平方メートル 公衆電話の有無有・無

会議の設置

�ｵ
別紙

マニュアル

ﾖ係

事故・火災発生対応マニュアルの有無　　有・無

ｳ断退去等対応マニュアルの有無　　　　有・無

構造設備面当該病棟の

ﾀ全管理体

ｧ
人員面

注1）有無については、いずれかにOで囲むこと。

注2）　当該病棟の安全管理体制については、具体的に講じている安全管理体制を記載すること。

　　（例：無断退去等を防止するため、モニター及び保安照明を設置等）

様式1－2・

，入院対象者入院医学管理料の施設基拳に係る届出書添付書類

会議名 会議メンバr等・

新病棟外部評価会議

開催予定回数（　）回／週・月・年

Q加メンバー（氏名・職種）

@■

@■

@■

@■

新病棟運営会議

開催予定回数（　）回／週・月・年

Q加メンバー（氏名・職種）

@■

@■

@■

@■

新病棟倫理会議

開催予定回数（　）回／週・月・年

Q加メンバー（片名・職種）

@　■

@　●

@　■

@　■

新病棟治療評価会議

開催予定回数（　）回ノ週・月・年

Q加メンバー（氏名・職種）

@●

@●

@●

@■

　地域連携を確保するための

�c

開催予定回数（　）回／週・月・年

Q加メンバー（氏名・職種）

@■

@■

@■

@●



様式2
　　入院対象者入院医学管理を行う精神病棟に勤務する従事者の名簿

No 職種・ 氏名 勤務の態様 勤務時間 備考

儂勤麟
｛熱麟
儂勤』麟

儂勤縣
｛織偉業

’

｛製勤麟

囎勤縣
｛難勤麟

｛熱縣
｛製勤麟

｛製勤麟

｛難勤儀簑

簾勤麟
｛難勤麟

簾勤縣
機動縣

注）　職種の欄には、医師、看護師等と記入すること。

様式3
通院対象者通院医学管理料の施設基準に係る届出書添付書類

病床数　　　　床

精神保健指定医　常勤　　　人　非常勤　　　人

看護師　　　　常勤　　　人　非常勤　　　人医療機関の概

v 作業療法士　　　常勤　　　人　非常勤　　　人

精神保健福祉士　常勤　　　人　非常勤　　　人

臨床心理技術者　常勤　　　人　非常勤　　　人

精神病

藷�@

軏{料

区分1　2　3　4　5
@　特別

@　（　　　　　　　）

当該医療機関

ﾉおける精神

a棟の入院基

{料等の届出

謨ｪ

特定入

@料

区分精神科救急入院料1　2・

@　精神科急性期治療病棟入院料1　2

@　精神科救急・合併症入院料，

@　精神療養病棟入院料

当該施段基準

�ｺ回ってい

髀鼾№ﾌ連携

纓ﾃ機関

医療機関名

轄ﾝ地

S当医師の氏名

多職種チーム

�c

開催予定回数（　）回／週・月・年

Q加メンバー（氏名・職種）

｡

ケア会議
参加予定メンバー（氏名r職種）

｡

訪問看護の体

ｧ
担当医師数　　　人曙看護師数　　　人その他

l
訪問看護の体

ｧがない場合

ﾌ連携体制

連携訪問看護ステーション名’

轄ﾝ地

ﾅ護師数　　　人

精神科デイ・ケ

Aの体制
医科診療報酬点数表による届出の有無有・無

精神科ディ・ケ

Aの体制がな

｢場合の連携

ﾌ制

医療機関名　　　　　　　　ソ所在地

繪ﾈ診療報酬点数表による届出の有無有・無

緊急時の連絡・対応方法

注）　緊急，時の連絡・対応方法についての患者等への説明文書の

　例等、参考書類を添付すること。



様式4

〔講畿欝欝豊纏〕の施設基準に係る届出書添付資料

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※該当する届出事項をOで囲むこと．

1　医療観察認知療法・認知行動療法の届出
標榜診療科

医師の氏名

指定番号

研修受講の有無 有　　・　　無

研修の名称 ア　認知行動療法研修事業、（厚生労働省事業）

C　その他（名称）

2　’医療観察認知療法・認知行動療法イの実績に係る要件
．（1） i都道府県等に協力し診察業務等を行った回数 回（≧1回）

（2） ①＋②＋③ 回（≧6回）

①時間外、休日又は深夜に精神科救急情 回

報センター等の対応体制（オンコール

等）に協力した回数

②他の医療機関で時間外、休日又は深夜 回

の外来診療や、救急医療機関で診療協力

（外来、当直、対診等）を行った回数

③所属の医療機関が精神科救急医療体 回

制整備事業に参加し、当直又はオンコー

・1ル等を行った回数’

（3） ④所属する指定通院医療機関の時間外対応加 有・無
算1 の届出の有無

⑤所属する指定通院医療機関の時間外、休日又 有・無
は深夜における精神科救急情報センター等か

ら自院のかかりつけ患者に関する問い合わせ

等に対応できる体制の有無

［記載上の注意］

1　医師が精神保健指定医の場合、指定番号を記載すること。

2　研修受講有の場合、研修の名称を記載すること。

3　医療観察認知療法・認知行動療法イを届け．出る場合、当．該精神保鍵指

　定医の届出前直近1年間の実績を記載し、要件の（1）、（2）又は（3）

　のいずれか2つ以上の要件を満たすこと．一具体的には、　（3）の場合、

④又は⑤の要件を満たすこど。実績等については、照会に対し速やかに

　回答できるように医療機関で保管する一こと。

様式5

医療観察精神科作業療法の施設基準に係る届出書添付書類

専従 名 専従 名当該療法に従

魔ｷる作業療

@士

常勤

非専従
名
，

非常

ﾎ 非専従 名

専用施設の面積 平方メートル

当該療法を行うために必要な専用の器械・器具の一覧

手工芸

木工

印刷

日常生活動

農耕辛は園

|
1



様式6

医療鏡察精神科［ ］ケアの施設基準に係る

届出書添付資料

医師
専任 名 専任 名

常勤
非専任 名

非常勤
非専任 名

作業療法士
専従 名 専従 名

常勤
非専従 名

非常勤
非専従 名

経験を有する

ﾅ護師

専従 名 専従 名
常勤
非専従 名

非常勤
非専従 名

専従 名 専従 名
看護師 常動

非専従 ’名
非常勤

非専従 名従
事
者
数

専従『 名 専従 名
准看護師 常勤

非専従 名
非常勤

非専従 名

精神保健福祉

m
専従 名 専従 名

常勤
非専従 名

非常勤
非専従 名

臨床心理技術

ﾒ等

専従 名 専従 名
常勤
非専従 名

非常勤
非専従 名

栄養士
専従 名 専従 名

常勤
非専従 名

非常勤
非専従 各

看護補助者
専従 名 専従 名

常勤
非専従 名

非常勤
非専従． 名

専用施設の面積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平方メートル

@患者1人当たり　　　　　　　　　　　　　　　平

禛＝[トル

注1）　［　1内には。ショート、デイ、ナイト又はデイ・ナイトと記入すること。

注2）　経験を有する看護師とは、精神科ショート・ケアにあっては精神科ショー

　　ト・ケア又は精神科デイ・ケアの経験を、精神科ディ・ケアにあっては精神

　　科ショート・ケア又は精神科デイ・ケアの経験を、精神科ナイト・ケアにあ

　　っては精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア又は精神科ナイト・ケアの

　　経験を・精神科デイ・ザイト・ケアにあっては精神科ショート・ケア、精神

　科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア又は精神科デイ・ナイト・ケアの経験を

　　有する看護師をいう。

様式7

［ ］に勤務する従事者の名簿

No 一職種 氏名 勤務の態様 勤務時間 備考

｛菜認鴇従

｛葬蘇鴇従

｛糞憲鴇従

｛算憲鴇従

｛辮鴇従・

簾謂轟従’

｛韮鯨鴇従

｛算憲鴇従

｛葬憲鴇従

｛葬箭鴇従

｛算憲鴇従・

｛葬憲鴇従

｛算認鴇従 ノ

｛箏憲鴇従

　　　一
f

｛葬器鴇従
』

｛算憲覧従

注）　職種の欄には、医師、看護師等と記入すること。



様式8

通院対象者社会復帰連携体制強化加算の施設基準に係る

届出書添付資料

作業療法

m
専任 名 専任 名

常勤
非専任 名

非常勤
非専任 名

精神保健

沁ヮm

専任 名 専任 名
従
事
者
数

常勤
非専任 名

非常勤
非専任 名

専任 名 専任・ 名臨床心理

Z術者等
常勤
非専任 名－

非常勤
非専任 名

　過去3年間

ﾌ受入れ実績

・同時期に3名以上の受入れ実績について一　受入れ時期

@　　年　月　日　　～　　年　月　日

様式9

通院対象者社会復帰連携体制強化を行う精神病棟に勤務する従事者の名簿

No 職種 氏名 勤務φ態様 勤務時間 備考

｛難論｛鴇任

難勤｛鴇任

｛難勤｛鴇任

常勤

�寀ﾎ

｛専任　非専任

常勤

�寀ﾎ

｛専任　非専任

常勤

�寀ﾎ

｛専任　非専任

難勤｛鷺任

．難勤｛覧任

難勤儀任

鰍勤｛鷺任

難勤｛鴇任

瓢｛鴇任

傑勤｛鴇任

鰍勤｛鴇任

製勤｛鴇任

鰍勤｛鴇任

注）　職種の欄には、
こと。

作業療法士、 精神保健福祉士又は臨床心理技術者と記入する



様式10

医療観察治療抵抗性統合失調症治療指導管理料の施設基準に係る届出書添付書類

1　統合失調症の診斯・治療に十分な経

ｱを有する鞘神科医の氏名

2　統合失調症について十分な知識を有
ｷ為薬剤師の氏名

3　副作用発現時に対応するための体制の概要

’様式11

医療観察精神科訪問看護基本料に係る届出書

　　　（届出・変更乙取消し）の添付資料

受理番号　　（医訪看基10） 号

受付年月日 平成」 年　　月　　日　　決定年月日　一平成　　年・　月 日

（届出事項） 医療観察精神科訪問看護基本料に係る届出

　平成

n方厚生局長

上記のとおり届け出ます。

@　　　　、年

@　　　　　　　殿

　　　　　　　　　月　　日

纓ﾃ観察訪問看護事業者の所在及び名称

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名・ 印

届出内容
ステーションコード

所在地及び名称

訪問看護事業型指定通院医療機関の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　管理者の氏名

D当該届出に係る医療観察訪問看護を行う看護師等・

氏名 職種 当該医療観察訪問看護を行うために必要な経験内容

1
、

備考1

@　： 経験内容は、

職種とは保健師、看護師、・准看講師又は作業療法士の別を記載すること

@　　　　　具体的かつ簡潔に記載すること

ﾍ出書は正副2通を提出すること



様式12

　医療観察24時間対応体制加算・連絡体制加算に係る届出書（届出・変更・取消し）

受理番号 （医訪看対23、医訪看連24）　　　　号

受付年月日 平成　　年　　月　　日 決定年月日 平成　　年　　月　　日

（届出事項）

@1．医療観察24時間対応体制加算　2．医療観察24時間連絡体制加算

上記のとおり届け出ます。
@　平成　年月　日　　　　　　ノ医療観察訪問看護事業者の所在地及び名称　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　　　印　OOO厚生局長　殿

ステーションコード

訪問看護事業型指定通院医療機関の

轄ﾝ地及び名称

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　管理者の氏名

1．24時間対応体制加算　　2．24時間連絡体制加算に係る届出内容

保健師 人 常勤　　　　　　人 非常勤

看護師 人 常勤　　　　　　人 非常勤

O連絡相談を担当する職員（　　　）人

n連絡方法

O連絡先電話番号
1 （　　　） 4 （　　　）

2 （　　　） 5 （　　　）

3 （　　　） ，6 （　　　）

※　医療観察24時間対応体制加算の場合、連絡相談を担当する職員にば緊急時訪

@問看護を担当する職員についても記載すること。

｛

様式13

医療観察デイ・ケア等　疾患別等診療計画

患者氏名 性別 生年月日

主治医 デイ・ケア

担当職員

診　断　　　甲 既往症

入院歴 □なし　ロあり　（最終入院 年 月～ 年　　月　　　　病院）

治療，歴 ロなし　ロあり

（デイ・ケ デイ・ケア等利用歴

ア等の利 ロショート・ケア （施設名 利用期間　　　　　　　）

用歴を含 ロデイ・ケア （施設名 利用期間　　　　　　　）

む） ロナイト・ケア （施設名 利用期間　　　　　　　）

ロデイ』ナイト・ケア （施設名 利用期間　　　　　　　）

口その他 （施設名　． 利用期間　　　　　　　）

現在の．状

況（症状・

治療内容

等）

デイ・ケア

利用目的

デイ・ケア （具体的なプログラム内容とその実施頻度及び期間について記載をすること・）

内容

デイ・ケア 短期目標（概ね3ヶ月以内）

目標

長期目標（概ね1年以内）

ぜ

特記事項



！ご・’づ』！f・・
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（添付資料3）

障医発0418第3号

平成24年4月18日

社団法人日本医師会会長殿

厚生労働省社会・援護局

　障害保健福祉部精神・障害保健課　　鴫噛

　　医療観察法医療体制整備推進室蘭

　　　　　　　　　　　　　　　　1、、』

「
．
－
』

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
一
」

医療観察診療報酬明細書等の記載要領について

　標記について、今般、別添（写）のとおり通知が発出されたので、参考まで

送付します。



’

禦
㊥ 障医発04・18第イ号

平成24年4月18臼

，

都道府県

各　　　　　　．精神保健福祉主管部（局）長．殿’

　　指定都市’　　　　　　　　　‘

　　　　　　　　　　　　　　　　厚生労働省毎会1援護局

　　　　　　　　　　　　　　　　　嗜保健福祉部精神轄保曝騨藤鷹、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　底療観察準医療体制整備推進室畿離醸譲

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、峯圏賑膿糎翻
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鍵裂

医藤診療鞠細書等の離領につし’て

牌にうし》て1ま堰療観察診療報酬明細書等噸要領やいて呼成22

年“月28’目障医発・428第2号厚蝉働省擬援護局障害保鷹祉部騨・

障害保健華療解法路体鱗推進室長通知（以下r旧通知」という・））、

鉢ヅ取陽扱わやてし》るとこるである力矯網該記蔽領を別紙のとおり

定め・車期年5月・卯月診鮒から牽用することとしたので・貴管

内卑町村逢含め関殖関係団俸（睡療機関を脚15対する問卸嘩

・配慮されたし～。

　なお、本蓮知の摘要に伴い、．旧通知は、平成24年4月30日限り廃止ずる。



別紙

医療観察診療報酬明細書等の記載要領

’病院・診療所・薬局記載用 」

1　一般的事項

　　次に掲げるもののほか、診療報酬請求書等の記載要領等について：（昭和51

　年8月7日保険発第82号。以下「保険記載要領」という。）別紙1の1と同

　様であること。

　q　心神喪失等の状態で重大な他書行為奉行づた者の医療及ぴ観察等に関す

　　る法律（平成15年法律第110号。以下r法』という。）仁基づく診療報酬明

　　細書には、法に基づく診療報酬に係る事項のみ記載し、医療保険その他公

一　費負担医療に基づく診療報酬に係る事項はr切記載しないこと甲（医療保険

　　その他公費負担医療に基づく診療報酬については、別の診療報酬明細書を

　　作成するとともに、r摘要』欄にr医療観察法で入院中」等と記載すること。）。

∬　診療報酬明細書（様式第2）の記載要領

　1．診療報酬明細書の記載要領に関する一般的事項。　　　・　　
＾．

　　　保険記載要領別紙1の∬第3の1の（1）、（2）、（4）及び（9）と同様であ

　　ること。

2　診療報酬明線書の記載要領に関する事項

　　次に掲げるもののほかは、保険記載要領別紙1の皿第’3の2の（1）、（2）、

（3）、（iO）、（11）～（14）、．（15）、（16）、（17）、（18）、（19）、（24〉、（25）、（26）、

（27）、（28）、（38〉キ、ク、ケ、コ、サ、二及び（39）ウと同様であること。

　
ア
イ
ウ

つ（ 　「保険種別1』、「保険種別2」一及び「本人・家族』欄について

　　r保険種別1」欄については、2　公費の番号をOで囲むこと。

　　「保険種別2」欄については、1　単独の番号をσで囲むこと。

　　r本人・家族」欄については、以下の左に掲げる種別に応じて、’右の

番号のうち1つをOで囲むこと。

　1　本人入院　　　　　・．　－　辱．　　　　　　　．　1　本人

　2’本人外来　　　・’　　　　　　　　・　　　’　　2　本外

　．・　当該欄の上に選択する番号及び保険種別等のみを記載する。

　・選択肢をすべて記載した上で、選択しないものをす茂て＝線で抹消・

　　する。

工　電子計算機の場合は、以下のいずれかの方法によること。．



　オ　ア及びイについては、Oで囲むことを省略しても差し支えないこと。

（2）　r公費負担者番号①」欄について

　別添　　「公費負担者番号』により記載すること。・

（3）　「特記事項』欄について

　記載する略号は以下のとおりであること。

　なお、電子計算機の場合はコードと略号を記載すること。

コード・ 略号 内容

04 後保 公費負担医療のみの場合であって、請求点数を高齢者

ﾌ医療の確保に関する法律の規定による医療の提供

�ｷる場合
1
1
薬治

厚生労働大臣の定める評価療養及び選定療養（平成18　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

N厚生労働省告示第495号）第1条第2号の規定に基

ﾃく薬事法に規定する治験（人体に直接使用される薬

ｨに係るものに限る。）に係る診療報酬の請求である

鼾

12 器治’ 厚生労働大臣の定める評価療養及び選定療養第1条

謔R号の規定に基づく薬事溝に規定する治験（機械器

C具等に係るものに限る。）に係る診療報酬の請求であ

髀鼾〟D

（4）　r医学管理」欄について

　　入院外分について特定薬剤治療管理料又はてんかん指導料を算定した

　場合は、r園、てんかん1と表示して所定点数を記載すること。

　　．なお、特定薬剤治療管理料を算定した場合は、血中濃度を測定してい

　る薬剤名及び初回の算定年月をr摘要」欄に記載すること（抗てんかん剤

　及び免疫抑制剤以外の薬剤を投与している患者について4月目以降の特

　定薬剤治療管理料を算定する場合又は抗てんかん剤若しくは免疫抑制剤

　を投与している患者について特定薬剤治療管理料を算定する場合には、

　初回の算定年月の記載を省略して差し支えない。）。

（5）．「その他」欄にういて．

　ア　通院対象者通院医学管理料関係

　（ア）通院対象者通院医学管理料については、算定した通院対象者通院

　　　医学管理料の種別を次の略号を用いて記載し、それぞれの点数を記載

　　　すること。また、同身中に通院対象者通院医学管理料の種別が変更し

　　　た場合には、行を改めて記載すること。

　　　　前期（前期通院対象者通院医学管理料）、中期（中期通院対象者通院医

　　　学管理料）、後期（後期通院対象者通院医学管摯料）、急性増悪（急性増

ノ



　　悪包括管理料）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぐ．（イ）通院対象者通院医学管理料を算定している対象者について、急性

　・増悪等により急性増悪包括管理料を算定した場合は、行を改めて急性

　．増悪包括管理料の所定点数、算定日数及び合計点数を記載するととも

　　に、当該包括管理料の算定を開始した日、算定期間、その理由等必要

　　な事項を「摘要』欄に記載する’こと。

（ウ！通院対象者通院医学管理料を算定｝ている対象者について・通院

　　対象者社会復帰連携体制強化加算を算定した場合は1行を改めて通院

　　対象者社会復帰連携体制強化加算の点数を記載すること。

（エ）通院対象者通院医学管理料を算定している対象者について。連院

　　医学管理事前調整加算を算定した場合は、行を改めて通院医学管理事

　　前加算の所定点数を記載すること。

（オ）通院対象者通院医学管理料を算定している対象者にづいて、通院

　　医学管理情報提供加算を算定した場合は、行を改めて通院医学管理情

　　報提供加算の所定点数、算定日数及び合計点数を記載するとともに、

　　ケア会議の開催日、情報提供内容の要点をr摘要』欄に記載すること。

（カ）通院対象者通院医学管理料については・徳月r摘要∫欄に通院決

　　定日を記載すること乙また、各類別㊥評価結果について1本毎月、r通

　’院処遇ガイドライン』（平成17年7月14日障精発第0714001号）皿・

　　の3の’3）記録等の標準化による「指定通院医療機関における多職種’

　　’チーム会議において整備すべき情報』のうち当該月に係る部分の写し

　　を添付すること。

イ　医療観察精神科専門療法を算定した場合は、当該項目、回数及び合計

　点数を記載すること。また、，次の（ア）～（ケ）についても合わせて記

　載等すること。

（ア）医療観察精神科電気痙攣療法を行った場合1；は、その必要性等を

　　　記載した診療録の写を添付すること。　　　’

　（イ）医療観察精神科退院前訪問指導料を2回又は3回算定した場合は、

　　各々の訪問指導日を「摘要』欄に記載するとともに、必要があって複

　　数の職種が共同して指導を行った場合は国璽國と表示して当該㌍算

　　を加算した点数を記載するごと。

　（ウ）医療観察通院精神療法を算定した場合は退院日を「摘要」欄に記．

　　載すること。医療観察通院精神療法の「イ」又はrロ」イ以外の場合

　　の（1）30分以上の場合並びに初診の日に医療観察通院精神療法を

　　算定した場合は「摘要』欄に当該診療に要した時間を記載すること。

　　家族等に対する医療観察通院精神療法を算定した場合は、「摘要」欄

　　に医麺と表示すること．医療観察通院精神療法の特定薬剤副作用



　評価加算を算定した場合には、r摘要』欄に匡蚕匪1と毒示すること・

　医療観察精神科専門療法に当たって薬剤を使用した場合は、薬剤の項

　に点数を記載し、薬剤名及び使用量についてはr摘要』欄に記載する

　こと。

（エ）　医療観察認知療法・認知行動療法を算定した場合は、．初回の算定

　月日と一覧の治療における算定回数の合計をr摘要』欄に記載するこ

　と。
（オ）医療観察持続性抗精神病注射薬剤治療指導管理料を算定した場合

　は国璽、医療観察治療抵抗性統合失調症治療指導管理料を算定し

　た場合は國と表示すること。

！カ）　医療観察精神科ショート・ケア・医療観察精神科デイ軸ケア》医

　療観察精神科ナイト・ケア及び医療観察精神科デイ・ナイト・ケアを

　算定した対象者につし》て、医療観察通院前期・中期加算を算定した場

　合には、r摘要」欄に圃と表示して、点数を記載すること・医療

　観察精神科デイ・ナイト・ケアの疾病別等診療計画加算を算定した場

　合は、r摘要」欄に國と表示すること。

（キ）医療観察精神科訪問看護・指導料（工）又は（皿）について一

　　医療観察精神科訪問看護・指導料（エ）又は（皿）を算定した場合

　は医精訪看工又1医精訪看皿、急性増悪1こより頻回な医療観察精神

　科訪問看護を必要とする対象者に対して行った場合は医精訪看1急

　囲又1題国達複数の保健師等、准看護師又は看護補助者
　を訪問させて、医療観察訪問看護を行った場合でしr注4」のrイ』

　の場合は医精看1複訪看　　　　　　　　　　　r注4」の「ロ」
　の場合は医精看1複訪看ン又は医精看皿複訪看准　「注4』の「ハ」’

　φ場合は医精看1複訪看　又1　　　　　　　　　医療観察長時間

　圃、医療観察精神科救急訪問看護加算を算定した場会は医覆劃

　團又は医聖とr摘要」欄に表示し、当該加算を加算し
　た点数を記載すること。医療観察夜間・早朝訪問看護加算又は医療観

　察深夜訪簡看護加算を算定した場合は、医精訪看1夜　若しくは團

　精訪看皿夜　又は医精訪看1深若しくは医精訪看皿深と摘要欄に表

　示し、医療観察精神科訪問看護を実施した日時を記載すること。

（ク）医療観察精神科訪問看護・指導料（皿）について

　　医疫観察精神科訪問看護・指導料（皿）を算定した場合は、「摘要」

　欄に医精訪看皿と表示すること。また、長時間加算を算定した場合

　は「摘要」欄に医精訪春立長、と表示し、当該加算を加算した点数

　を記載すること。

ま医精看皿複訪看 、r注4

ま医精看皿複訪看准～r注4

医精看皿複訪看 、医療

定した場合は医精看1長時



　（ケ）医療観察精神科訪問看護指示料

　　　　医療観察精神科訪問看護指示料を算定した場合は、「摘要』欄に国

　　　匿整函と表示すること。．また、医療観察縮神科特別訪問看護指示加

　　　算を算定した場合はr摘要」欄に医精特指示と表示し、その必要性

　　　を認めた理由を記載すること。

　ウ　●rその他」欄に書ききれない場合は、適宜r摘要」欄に記載して差し

　　支えないこと。　　　・　　　　　パ

（6）．．「入院』欄について

　ア’病院・診療所別の該当する文字をOで囲むこと。

　イ　r入院年月日』の項は、当該医療機関における入院対象者入院医学

　　　・管理料の起算日と．しての入院決定日を記載することろ

　ウ1外泊した場合は、r摘要」欄に外泊した日を記載すること。

　　　二なお、外泊した日の記載については、連続し亡3日を超える場合に

　　　あっ1てば、外泊の開始日と終了日をr～』等で結ぶこと．により記載し

　　て差し支えないこと6

　エ　「特定入院料・その他」の項にういて

　　（ア〉入院対象者入院医学管理料については、算定した入院対象者入院

　　　医学管理料の種別を次の略称を用いて記載し、それぞれの日数及び

　　　合計点数を記載ずること。　　　　　、

　　　　　また、同月中に入院対象者入院医学管理料の種別を変更した場合

　　　　には、行を改めて記載するとともに、各期別の評価結果については、

　　　　毎月｝診療報酬明細書に、r入院処遇ガイドライン』（平成17年7．月」

　　　　14・日障精発0714001号）皿の4の3）記録等の標拳化による関係す

　　　　るシ一口ト（以下「シート』という。）の写しを添付すること。

　　　　　　観察急性期（急性期入院対象者入院医学管理料〉

　　　　　．観察回復期（回復期入院対象者入院医学管理料）

　　　　　　観察社会復帰期（社会復帰期入院対象者入院医学管珪料）・

　　　　　なお、・入院中の対象者が、当該入院の原因となった疾病に起因し

　　　　た疾病に罹患し、－当該医療機関の別の診療科又は別の医療機関にお

　　　　いて診療を行った場合は、「摘要ユ欄に診察した日及びその理由等必

　　　　要な事項を記載するごと。

　　　　　さらに、病棟に係る基準を満たさない場合は、「摘要」欄に（未基

　　　　準）と表示し、減算後d）点数を記載すること6

　　（イ）急性期入院対象者入院医学管理

　　　　　’r注3」の規定に基づき減算する場合は（経過）と表示し、減算

　　　　後の点数を記載すること。また、転院自から起算して90日を経過

　　　．していないことからr注3」の規定に基づき減算していない場合ば



　　　　（転院）と表示し、転院日を記載すること。

　　（ウ）回復期入院対象者入院医学管理甲

　　　　　r注4」の規定に基づき減算する場合は．（経過）と衰年し・減算

　　　後の点数を記載すること。また、転院目から起算して90日を経過

　　　していないことからr注4」・の規定に基づき減算していない場合は

　　　　（転院）と表示し、転院日を記載すること。

　　（エ）社会復帰期入院対象者入院医学管理料

　　　　　r注5」．σ）規定1こ基づき減算する場合は（経過）孝表示し・減算

　　　後の点数を部載すること。また、法第49条第1項に基づく退院¢

　　　許可の申立てを行ってから180日を経過していない又は当該申立て

　　　について法第51条第1項第1号の決定がなされことから「注5」

　　　の規定に基づき減算していない場合は（申立て）・転院日から起算し

　　　て90日を経過していな’いことから「注5』の規定に基づき減算し’

　　　ていない場合は（転院）と表示（〈転院）に．ついては転院日も記載す

　　　ること。）すること。

　　（オ）18か月を超えて当該管理料を算定している場合には・毎月・そ

　　　の理由等必要な事項を記載したシートの写しを添付すること。

　　（カ）入院対象者が当該入院の原因となった疾病に起因した疾病に罹

　　　思し、別の医療機関仁おいて診察を行った場合は、・r特定入院料・そ

　　　の他1欄の余白に別医と表示し、点数を記載すること。この場合・

　　　別の医療機関で算定した点数を記載した診療報酬明細書（公費負担

　　　番号を除いたもの〉を添付すること。

（7一）　r療養の給付1欄について

　ア　合計点数は、r請求」の項のr公費①」の項に記載すること。

　イ　　「負担金額」及び「｝部負担金額』の項には、負担金額及びr部負

　　担金額が発生しないため、記載すう必要はないこと。

（8）　「摘要』欄について

　ア　内訳を記載するに当たっては、項目との対応関係が明らかになるホ

　　うな形で記載すること。

　　　なお、診療項目名に代えて項目の番号を用いて差し支えないこと。

　　この場合｛「摘要」欄の左側点線内に当該番号を記載すること。

　イ．内訳を記載するに当たって、r摘要」欄に書ききれ多い場合は・明細

　　書又は明細書と同じ大きさの用紙に、診療年月、医療機関コード・患

　　者氏名、公費負担者番号を記載した上・所定の内容を辞載し・続紙と

　　　して、．当該明細書の次に重ね、左上端を貼り付けることら

皿　調剤報酬明細書（様式第5）の記載要領’



1　調剤報酬明細書の記載要領に関する←般的事項

　次に掲げるもののほかは、保険記載要領別紙1のN第2の1の（1）、（2）、
（4）、（5）、（6）及び（9）と同様であるごと。

（1）’この診療報酬明細書には《法により行われる診療について記載するも

　のとし．医療保険その他公費負担医療分については、．記載しないこと。
（2）’ �№ﾌ明細書に書ききれない場合は、明細書又は明細書と同じ大きさ

　の用紙にξ調剤年月、薬局コード、患者属名、公費負担者番号を記載し

　た上、所定の内容を記載し、緯紙として、当該明細書の次に重ね、左上

　端を貼り付けること。

2　調剤報酬明細書に関する事項

　“次に掲げるもののぽかは・保険鵠載要領別紙↑の斑第3の2の（1）、（2〉》

（3〉㌧（1Φ｝（拗、（14）、（15）、（16）、（17）＞（18）～（i9）、（20）、（21）ζ（22）、

（23）、（24）、（25）、．（26）、（28）』（29）、（30）及び（31）と向様であるごと。．

（↑）　「保険種別1」．「保険種別2」及び「本人・家族」欄仁ついて

　　　　「保険種別1」欄にういては、2　公費の番号をOで囲むこと。

　　　　「保険種別31．欄につし》ては、1　単独の番号をOで囲むこと。

　　　　「本人’家族』棚については・以下の存に掲げる種別に応じて・右

　　　の番号のうち1つをOで囲むこと。

　　　2　本人外来　　　・　　．．　　＿　一　　　　②’本外
　　工　電字計算機の場合は、以下のいずれかの方法によること。

　　　・　当該欄の上に選択する番号及び保険種別等のみを記載する。

　　　・　選択肢歪すべて記載した上でし選択し奪いものをすべて＝線で捧

　　　　消する。

　　オ　ア、イについては、Oで囲むことを省略しても差し支えないこと。

（2）　丁公費負担者番号①」欄について　　　’　　　　　　　τ

　　　別派「公費負担番号』により記載すること。

．（3）　・r特記事項」欄について

　　　記載する略号は以下のとみりであること。

　　　なお、電子計算機の場合はコードと略号を記載すること。’

　　ア

　　イ

　　ウ

コード 略号 内容

04 後保 公費負担医療のみの場合であって、請求点数を高齢者

ﾌ医療の確保に関する法律の規定による医療の提供

�ｸる場合
1
1
薬治 厚生労働大臣の定める評価療養及び選定療養（平成18



年厚生労働省告示第495号）第1条第2号の規定に基

’

づく薬事法に規定する治験（人体に直接使用される薬

物に係るものに限る．。）に係る診療報酬の請求であう

場合

12 器治 厚生労働大臣の定める評価療養及び選定療養第1条

第3号の規定に基づく薬事法に規定する治験（機械器．

具等に係るものに限る。）に係る診療輯酬の請求であ

る場合●

（4〉　「受付回数』欄について

　　処方せんの受付回数についてはr公費①』の環に記載すること。ロ

（5）　「調剤基本料」欄について

　　点数についでは．「公費①」の項に記載すること。

（6）　r時間外等加算」欄について
　　加算点数についてはr保険1の項の下欄、r公費①」の項に時間外等の●

　加算点数を記載すること。

（7）・「薬学管理料』欄について

　　合計点数については．r保険1の項の下欄、r公費①1の項に・第1公

　費に係る指導料の合計点数を記載すること。

（8）　「請求1欄及び「一部負担金額」欄について

　アー「請求」欄には、「公費①」の項に、第1公費に係尋合計点数（「課

　　剤報酬点数』欄、r調剤基本料1欄、r時間外等加算」欄及び「薬学管

　　理料」欄の合計をいう。）を記載すること。

　イ　　「一部負担金額」欄についてば．記載する必要がないこと。

訪問看護ステーション（訪問看護事業型指定通院医療機関）記載用

1　一般的事項
　次に掲げるもののほか、訪問看護療養費・訪問看護療養費請求書等の記載

・要領について（平浅18年3月台0日保発第0330008号。以下r看護記載要領」

という。）別紙の1と同様であること。

　イ　法に基づく診療報酬明細書には、法に基づく診療報酬に係る事項のみ記『

　載し、医療保険その他公費負担医療に基づく誇療報酬に係る事項は一切記

　載しない；と（医療保険その他公費負担医原に基づく診療報酬については・

　　創の診療報酬萌細書を作成すること己）。

2　明細書に記載する金額については、心神喪失等の状態で重大な他害行為

　を行った者の医療及び観察に関する法律第83条第2項の規定によも医療



に要する費用の額の算定方法（平成17年厚生労働省告示第365号）に定める

とおり、1点を10円として算定した金額を記載すること。

皿　請求書等の記載要領

　1　請求書に関する事項（様式第』条関係）

　　　看護記載要領別紙Eの第1の1、2、3こ4、5、9、10及び11と同

　　様であるこ≧。

2　明細書に関する事項（様式第三）一

　　次に掲げるもののぽかは、看護記載要領別紙の■の第2の1、・2、3、『

13、14、i5、16、17、18、・19、26、21、22、23及び29と同様である’こ

　と。

（↑）　「6訪問』における「」　社窃国一2．公費3．後期4退職』

　　（以　r保険種別1』という。）、r↑　単独　2　2併　3．3併』（以

　　下「保険種別2』’という。）及び「2．本人4六歳6家族」』（以

　　下r本人・家族』という。）欄について

　ア　　r保険種別1』欄については、2　公費の番号をOで囲むこと。

　イ．「保険種別2』欄については・1　単独の番号をOで囲むこと・

　ウ　　r本人・家族1欄については、2’本人の番号をOで囲むこと・

　工　電子計算機の場合は、以下のいずれかの方法によること。．

　　　　当該欄の上に選択する番号及び保険種別等のみを記載する。

　　　　選択肢をすべて記載した上で、選択しないものをすべで＝線で抹

　　　消する。

（を）　r公費負担者番号①』欄について

　別派’「公費負担者番毎』により記載すること。

（3〉　「氏名』欄1立ついて

　ナ　医療観察訪問看護を受けた者の姓名を記載すること。

　　　なお、電子計算機の場合は、例外的に漢字を読み替えたカタカナを

　　使用するこ≧又はひらがなをカタカナに読み替えて記載することも差

　　．し支えないこととする炉・この場合には姓名を記載することとし・姓

　　　と名の間にスペースをとること。

　イ　性別は該当するものをOで囲むこと。

　　　　なお、電子計算機の場合は、「1　男』又1ま「2　女』と記載しても

　　差し支えないこと。

　　ヴ生年月日は以下によること。

　　（ア）該当すも元号をOで囲み、生まれた年月日を記載すること。

　　（イ）電子計算機の場合は、元号については、「1　明」、「2　大」、「3



　　　　　昭』又は「4　平ゴと記載すること。

’　（4）．「精神科基本療養費』欄について

　　　ア　精神科基本療養費を＝で抹消することにより、医療観察訪問看護基

　　　　本料欄と読み替えること。また、r基本療養費（1）』は「医療観察訪問

　　　　看護基本料（1）』に、r基本療養費（n）」はr医療観察訪問看護基本料（皿）ゴ

　　　　に、曙r基本療養費（皿）」はr医療観察訪問看護基本料（皿）』に読み替え

　　　　るものとする。’

　　　イ　医療観察訪問看護基本料（1）及び（皿）を算定する場合

　　　　　保健師又は看護師承医療観察訪問看護を行った場合は、⑳のr看護師

　　　　等」、作業療法士が医療観察訪問看護を行った場合は、⑳のr作業療法

　　　　士」の項にr×，×x×』円、当該月に医療観察訪問看護を行った日数及

　　　　びこれらを乗じて得た額を記載し、r週3日まで」又は「週4日目以降』

　　　　並びにr30分未満」又はr30分以上」毎に行を改めて記載すること。

　　　　また、特別地域訪問看護加算を算定した場合は、医療観察訪問看護基本

　　　　料の所定額及び当該加算を合計して、同様に記載ずること。

　　　ウ　医療窺察訪問看護基本料（工）及び（皿）の加算について

　　1　（ア）訪問看護計画に基ブき定期的に行う医療観察諮問看護以外であ

　　　　　　って、対象者又はその家族等の緊急の求めに応じて、指定通院医療

　　　　　機関（診療所又は在宅療養支援病院に限る。）の保険医の指示によ．り・

　　　　　連携する訪問看護型指定通院医療機関の看護師等が訪問看護を行っ

　　　　　た場合は、医療観察緊急訪問看護加算を緊急訪問看護加算と読み替

　　　　　　え、⑳のr緊急訪問看護加算』欄1こr×，×××」円ぐ当該月1；おいて

　　　　　訪問した日数及びこれらを乗じて得た額を記載すること。

　　　　（イ）別に定める基準を満たし、医療観察長時間訪問看護加算を算定す

　　　　　　る場合は・長時間訪問看護加算を医療観察長時商訪周看護と読み替．

　　　　　　え、⑫のr長時間訪問看護加算」欄にr×，×××』円、当該月におい

　　　　　　て訪問した日数及びこれを乗じて得た額を記載すること。

　　　　（ウ）夜間（午後6時から午後10時まで）又は（午前6時から午後8

　　　　　　時まで）に医療観察訪問看護を行った場合はく夜間・早朝訪問看護

　　　　　加算を医療親寮夜間・．早朝訪問看護加算と読み替え⑯の「夜間・早

　　　　　朝訪問看護加算」欄に「x，×××」円、深夜（午後10時から午前6

　　　　　時まで）に医療観察訪問看護を行った場合は、深夜訪問看護加算を

　　　　　　医療観察深夜訪問看護加算と読み替え⑰のr深夜訪問看護加算」欄

　　　　　　にr×，×××」月、それぞれ当該月において訪問した日数及びこれら

　　　　　　を乗じて得た額を記載することq

　　　工　医療観察訪問看護基本料（皿）を算定する場合

　　　　（ア）保健師又は看護師が医療観察訪問看護を行づた場合は、⑳の「看



　　　　護師等』の欄に「x，×××」円、作業療法士が行った場合は⑳の「作

　　　　業療法士」の項に「×，×××」円、当該月に医療観察訪問看護を行っ

　　　　た日数及びこれを乗じて得左額を記載すること。・また、特別地域訪

　　　　問看護加算を算定した場合は、医療観察訪問看護基本療料（■）の

　”　甲所定額及び当該加算額を合計レて、同様に記載すること。

’　　　なお、延長時間加算を算定した場合は、⑳の「延長時間加算』欄

　　　　に、「礼×××』円、当該月に医療観察訪問看護を行うた延長時間の．

　　　　合計及びこれを乗じて得た額を記載すること。

　　（イ）月の途中で《通院対象者の住所変更等の理由により加算の算定の

　　　　有無に異変があった場合には、項目を縦に二分し、それぞれの場合

　　　∫について、算皐額・．当該月に行った医療観察訪問看護を行った日数

　　　：1艮びこれを季じて得た額を記載すること。

　　・，（ウ）同一の医療観察訪問看護において複数の者炉行った場合は、いず

　　　　れか了人の者についてのみ1日として記載すること（複数名訪問看

　　　　護加算の算定日を除く。〉。　　　．　　　’．　　　　←　・

　　　　　なお、従たる訪問看護型指定通院医療機関に勤務する看護師等が

　　　　医療観察訪問看護を行った場合は、訪問看護療養費明細書のr特記

　　　　事項」欄の「3　従』の数字をOで囲むこと’。但し、電子計算機の

・　　　場合は、r3　従」のO仁代えて（）等を使用して記載することも

　　　　差し支えないこと。　　尋　　　　　　．　　　辱　，

　　（エ）特別地域訪問看護加算を算定した場合は、「特記事項』欄の「4

　　　　特地』牽Oで囲み・通暁対象者¢住所及び通常の場合訪問に要する

　　　　時間（片道）を併せて記載すること。・．

　　　　　なお｛電子計算機の場合は、「4　特地』φOに代えて幽（〉等を

　　　　使用して記載することも差し支えないこと。

　　（オ〉在宅療養宰援診療所又は在宅療養支援病院が24特間往診友び訪

　　　　問看護により対応できる体制を確保し、往診担当医や訪問看護担当

　　　　者氏名、担当日等を文字により提供している対象者の場合は、「特記

　　　　事項』欄のr6　支援』の数字をOで囲むこと。

　　　　　なお、電子計算機の場合は、「6　支援』のOに代えて一（一）等を

　　　　使用して記載するζとも差し支えないごと。

（5）　「管理療養費」一欄について

　　ア，次により記載すること。’

　　　（ア）管理療養費を＝で抹消することにより、r医療観察訪問看護管理

　　　　料」欄に読み替える●こと。

　　　（イ）・月の初日の訪問φ場合は、左側のr　　円」の項に「k，x××」

　　　　円と記載すること。．



　　（ウ）　月の2日目以降の訪問の場合は、左側の「　　円」の：項に「x，

　　　xx×」円と記載し、・中央のr　円」．の項にr×，×××』内と記

　　　載し、r　　日』の項には訪問した日数から1を引いた数を記載する

　　　こと。

　　（エ）右側のr　円』の項には、（イ）及び（ウ）により計算した合

　　　計金額を記載すること。
　イ　医療観察24’時間対庵体制加算支は医療観察24時間連絡体制加算を

　　算定した場合は、医療観察24時間対応体制加算を24時間対応体制加

　　算、医療観察24時間連絡体制加算を24時間連絡体制加算と読み替え・

　　⑬のr24時間対応体制和算・24時間連結体制加算」のいずれかにOを

　　付け㌔．r　一円』め項に・rx，〆××」円と記載すること脅

　ウ　医療観察訪問看護指示書を交付した主治医に対して、訪問看護計画書

　　若しく．は訪問看護報告書又は精神科訪問看護計画書若しくは精神科訪

　　問看護報告書により報告をした場合には、その最終報告年月日を「主治

　　医への直近報告年月日』欄に記載すること。

（6）　r情報提供療養費』欄について

　ア　情報提供療養費を＝で抹消することにより、「医療観察訪問看護情報

　　提供料1欄に読み替えること。

　イ　医療観察訪問看護情報提供料を算定する場合　　　　　　’　・　一’

　　当該月において、当該医療観察訪問看護㊨必要な通院対象者中精神保

　　健観察を担当する保護観察所が開催するケア会議に出席し～保護観察所

　　．を含む関係機関に対㌧て通院対象者の医療窺察訪問看護の状況等の情

　　報を提供した場合に、「×，，X　X　X」円と記載し、「提供した情報の概要」．

　　欄仁ケア会議の開催日と提供した情報の内容を㌍識しζ「情報提供先の

　　市（区）町村等の名称」欄に情報提供をした保護観察所を含む関係機関の

　　名称を記載すること。

（7）　「合計」欄について

　合計については、「請求」の項の「公費①」の項に記載すること。

∫



層別添

公費負担者番号

保険者名 法則 府県 実施期間 検証 管轄区域

北海道厚生局． 30 01 100 1 北海道

東北厚生局 30 04 1‘O0 8 青森県、岩手県、宮城県、

秋田県、山形県、福島県
関東信越厚生局　　　　　’

30 11 100 9 茨城県、栃木県、群馬県、

埼玉県、干葉県、東京都、

神奈川県、新潟県、山梨県、

長野県

東海北陸厚生局 30 23 100 5 富山県、石川県、岐阜県、

静岡県、愛知県、三重県

近畿厚生局 30 27 100 ↑ 福井県、滋賀県、京都府、’

大阪府、兵庫県、奈良県、

和歌山県
．中国四国厚生局　　　　　　　・ a　o一 34． ↑00 2 鳥取県、島根県、岡山県、

軸‘ 広島県、山口県、徳島県、

香川県、愛媛県、高知県

九州厚生局 30 40 ↑00 4 福岡県、佐賀県、長崎県、

熊本県、大分県、宮崎県、

鹿児島県、沖縄県




